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監査委員公表第 2 号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 2 項の規定に基づき実施した監査について、平成 23 年 2 月

25 日に県議会議長、知事、関係各種委員会等に提出した監査結果報告を同条第 9 項の規定により、次のとおり公

表します。 

  平成 23 年 3 月 4 日 

三重県監査委員  植  田  十 志 夫  

三重県監査委員  中  森  博  文  

三重県監査委員  北  川  裕  之  

三重県監査委員  田  中  正  孝  
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第１ 監査のテーマ及び選定理由 

１ 監査のテーマ 

   各種基本計画等について 

 

２ 選定理由 

県では、特定分野の課題、総合行政の観点から組織横断的に取り組むべき課題等に対応するた

め、さまざまな計画を策定し、取組を推進している。 

計画の実効性を確保し、着実に推進していくためには、県民の多様な意見を反映させた計画づ

くりを行うとともに、関係機関が連携・協力して取組を進め、目標の達成状況をふまえた検証改

善を行うなど適切な進行管理を行う必要がある。 

このため、各種基本計画等における策定・推進体制や関係機関との連携、情報提供等の状況に

ついて監査を行い、今後の新たな計画の策定及び計画の着実な推進に資することを目的に、行政

監査のテーマとして「各種基本計画等について」を選定した。 

 

第２ 監査の概要 

１ 監査対象計画及び対象機関 

各部局に対し計画の策定等の状況を調査注1)し、提出された調査票により把握した79計画の中か

ら、同種の計画及び特定の部局に偏らないよう、次の基準により10計画(別表)を選定した。また、

監査対象機関は、当該計画を所管する7部局10室とした。 
 

［基準］ 

(1) 計画策定から一定期間が経過しており、当該計画の進捗状況を把握できるもの 

ただし、計画終期が22年度のもので、現在、次期計画策定作業を行っているものは除く。 

(2) 部局横断的に進める必要のあるものや、市町・関係機関と連携して進める必要のあるもの 

(3) 県民生活に直接的影響があり県民の関心が高いもの 

(4) 施設整備等に関する計画でないもの 

 

(別表) 

計 画 名 計画期間 策定根拠 担当部局 

① 三重県権限移譲推進方針 
17 年度～

23年度 
－ 政策部市町行財政室 

② 三重県消防広域化推進計画 19年度～ 消防組織法 
防災危機管理部消防 

・保安室 

③ 三重県がん対策戦略プラン改訂版 
20 年度～

24年度 
がん対策基本法 健康福祉部健康づくり室 

④ みえ障がい者福祉プラン・第2期計

画(三重県障害者プラン第五次計画、

三重県障害福祉計画第二期計画) 

21 年度～

23年度 

障害者基本法 

障害者自立支援法 
健康福祉部障害福祉室 

⑤ ごみゼロ社会実現プラン 
17 年度～

37年度 

ごみゼロ社会実現に向け

た基本方針 

環境森林部ごみゼロ推進

室 

⑥ 三重の森林づくり基本計画 
18 年度～

37年度 
三重の森林づくり条例 

環境森林部森林・林業経

営室 

⑦ みえの安全・安心農業生産推進方針 
21 年度～

25年度 

有機農業の推進に関する

法律(一部) 
農水商工部農産物安全室 
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計 画 名 計画期間 策定根拠 担当部局 

⑧ 三重県観光振興プラン 
16 年度～

25年度 
－ 

農水商工部観光局観光･

交流室 

⑨ 三重県住生活基本計画 
18 年度～

27年度 
住生活基本法 県土整備部住宅室 

⑩ 県立高等学校再編活性化第三次実施

計画 

20 年度～

23年度 

県立高等学校再編活性化

基本計画 

教育委員会事務局教育改

革室 
 
 

２ 監査実施時期 

平成 22 年 11 月から 23 年 2 月までの間に実施した。 
 

３ 監査対象年度 

対象計画の策定に着手した年度から平成22年9月までを対象とした。 

 

４ 監査実施方法 

選定した「各種基本計画等」について、事前に各監査対象機関に対し監査調書の提出を求め把

握するとともに、実地調査等の結果をふまえ監査を実施した。 

 

５ 監査の着眼点 

(1)計画の策定 

①策定体制は適切か。 

②関係部局との連携は十分とられているか。 

③県民からの意見聴取等を適切に行っているか。 

(2)計画の内容 

①各主体の役割や計画推進のしくみが明確になっているか。 

②県総合計画・第二次戦略計画や他計画と整合性がとれているか。 

③内容をわかりやすく具体的に示しているか。 

④目標設定は適切か。 

 

 

(3)計画の推進 

①推進体制が構築され、適切に運営されているか。 

②進行管理、評価の方法は適切か。 

③計画の見直し等は適切に行っているか。 

④県民等への情報提供は適切に行っているか。 
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注1) 

計画期間に平成21年度を含み、下記に該当するものについて、各部局に対し計画の策定等の

状況調査を実施したところ、79 計画を把握した。 (参考)「各種基本計画等」の一覧表(P74)を

参照 

 

①  ○a目的に即した目標、または○ｂ目的実現のために実施する施策や取組事項が示されてい

るものであり、○c単に方針や方向性のみを示したものは除く。      

ただし、○cに該当するものでも、その下に○aまたは○ｂのいずれかが含まれた実施計画等

がある場合は、その実施計画とともに一体の計画として対象とする。 

②  県が主体となって策定したもの 

③ 計画期間が2年以上のもの    
 

なお、名称が「○○計画」以外のものであっても、①～③でいう内容のものであれば対象と

した。 
 

ただし、上記により対象となる計画であっても、以下のものは除外する。 

ア 地域版のものや特定箇所に関するもの(ただし、特定のエリアに限定したものでも、そ

の計画自体が県の施策であるものは対象とする。) 

イ 施設整備等の施工計画 

ウ 特定の事象発生時に利用する行動計画(マニュアル)が主な内容となっているもの 
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第３ 監査対象計画の状況 

１ 計画の概要 

記述中、「重複あり」ではない表については、P2別表の計画番号を○付数字で表示しています。 

(1) 策定根拠 

10計画を策定根拠別に整理すると、法律等の根拠によって策定したものが4計画(「②三重県

消防広域化推進計画」等)、県独自の判断で策定したものが6計画であった。県独自の判断によ

り策定した6計画のうち、条例に基づくものが1計画(「⑥三重の森林づくり基本計画」)、そ

の他、方針等に基づくものが5計画(「⑤ごみゼロ社会実現プラン」等)であった。 

 

(表A) 策定根拠                                     

国の法令・指針等によるもの 県独自のもの 
計画数 

法律・政令等 指針等 条 例 その他 

10 
4計画 

(②､③､④､⑨) 

0計画 1計画 

(⑥) 

5計画 

(①､⑤､⑦､⑧､⑩) 

 

(2) 計画期間の状況 

10計画を計画期間別に整理すると、2年～3年のものが1計画(「④みえ障がい者福祉プラン・

第2期計画」)、3年超～5年以下のものが3計画(「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」等)、

5年超～10年以下のものが3計画(「①三重県権限移譲推進方針」等)、10年超のものが2計画(「⑤

ごみゼロ社会実現プラン」等)、計画期間（終期）が示されていないものが 1 計画(「②三重県

消防広域化推進計画」)であった。 

 

(表B) 計画期間の状況                            

計画数  2年～3年 
3年超～5年 

以下 
5年超～10年 

以下 
10年超 

計画期間が示さ

れていないもの 

10 
1計画 

(④) 

3計画 

(③､⑦､⑩) 

3計画 

(①､⑧､⑨) 

2計画 

(⑤､⑥) 

1計画 

(②) 

 

(3) 計画対象 

10計画を計画の趣旨や目的から整理すると、直接県民等を対象とした計画が7計画(「③三重

県がん対策戦略プラン改訂版」等)、県や市町等の行政の組織や事務に関する計画が3計画(「①

三重県権限移譲推進方針」等)であった。 

以下、計画が直接県民等を対象としたものを「外部対象計画」と、計画の趣旨や目的が、県

や市町等の行政の組織や事務に関するものを「行政組織内計画」と区別することとする。 

なお、監査対象10計画には該当がなかったが、上記の他、県行政内部の組織や事務に関する

「県組織内計画」がある。 

 

(表C) 計画対象の状況                         

計画数 外部対象計画 行政組織内計画 県組織内計画 

10 
7計画 

(③､④､⑤､⑥､⑦､⑧､⑨) 

3計画 

(①､②､⑩) 

0計画 
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２ 計画策定段階の状況 

(1) 現状、課題、ニーズの把握方法等 

10 計画の計画策定段階における現状、課題、ニーズ等の把握については、すべての計画で統

計資料による現状等の把握がされており、外部対象計画では、必要に応じアンケート調査等も

行われていた。一方、行政組織内計画では、市町からの意見聴取等による把握を行っていた。 

また、策定段階で計画案策定のための資料として、コンサルタントに対し実態調査、課題分

析等の業務委託を行っている計画が4計画(「①三重県権限移譲推進方針」、「②三重県消防広

域化推進計画」、「⑧三重県観光振興プラン」、「⑨三重県住生活基本計画」)あった。 

 
(表D) 計画対象別－現状、課題及びニーズの把握状況 (重複あり)      (単位：計画数) 

計 画 対 象 
計画

数 

統計・ 

資料 

アンケー

ト・調査 

県民か

ら聴取 

市町か

ら聴取 

学識経験者

から聴取 

関係団体

から聴取 

前計画の

成果・課題 

外部対象計画 7 7 6 6 6 6 6 5 

行政組織内計画 3 3 2 2 3 2 2 1 

計 10 10 8 8 9 8 8 6 

 

(2) 計画策定体制 

10 計画の策定体制を見ると、すべての計画で庁外組織を含めて検討を行っており、内訳は、

条例設置の審議会等が3計画、それ以外の任意の委員会等が7計画であった。 

委員会等のメンバー構成の状況は、すべてに学識経験者が入っていたほか、県民、関係団体、

市町等が必要に応じ参画していた。 

なお、「⑥三重の森林づくり基本計画」は、「三重の森林づくり条例」に基づき、議会の議

決を経て策定されていた。 

 

  (表E) 計画対象別－計画策定体制の状況             

審議会、委員会等庁外組織を含め策定 
計 画 対 象 

計画

数 条例設置 任意設置 

外部対象計画 7 
3計画 

(③､④､⑥) 

4計画 

(⑤､⑦､⑧､⑨) 

行政組織内計画 3 
0計画 

 

3計画 

(①､②､⑩) 

計 10 3 7 

 
 (表F) 計画対象別－委員会等のメンバー構成の状況(重複あり、県職員除く) (単位：計画数) 

計 画 対 象 
計画 

数 
県 民 企業 NPO等※1 

関係 

団体等
※2 

国 市町 
学識 

経験者 

外部対象計画 7 5 4 4 6 2 6 7 

行政組織内計画 3 2 1 0 2 0 3 3 

計 10 7 5 4 8 2 9 10 

 

※1 NPO 等：「特定非営利活動推進法」に基づき設置された団体・法人の他、非営利で、自主的、自発

的に公共的な活動を行う民間の組織、団体等の民間非営利組織をいう。 

※2 関係団体等：NPO 等※１以外の任意に設置された協議会、事業実施のために組織された団体等の任意

団体の他、商工会、森林組合等法令等に基づいて設置された団体等をいう。 

 

庁内関係部局との調整については、当該計画の他部局との関連性をふまえ、6 計画(「①三重
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県権限移譲推進方針」等)で検討会議等を実施していたほか、意見照会・協議等の実施により行

っているものがあった。 

 

  (表G) 計画対象別－庁内の計画検討体制の状況             (単位：計画数) 

計 画 対 象 
計画

数 
関係部局との会議開催 

関係部局への意見照会

及び協議等 

関係部局への意見照会

による調整 

外部対象計画 7 
5計画 

(④､⑤､⑥､⑦､⑧) 

1計画 

(③) 

1計画 

(⑨) 

行政組織内計画 3 
1計画 

(①) 

2計画 

(②､⑩) 

0計画 

 

計 10 6 3 1 

 

(3) 県民からの意見聴取・情報提供等 

10 計画の策定段階における県民からの意見聴取の取組を見ると、パブリックコメント※3をす

べての計画で実施していたほか、意見交換会を行っていたもの(「⑤ごみゼロ社会実現プラン」 

他4計画)等があった。 

また、県ホームページですべての計画が情報提供されていたほか、報道機関への資料提供(「④

みえ障がい者福祉プラン・第2期計画」他6計画)等さまざまな手法による情報提供を行ってい

た。 

 

※3 パブリックコメント：県の施策に関する基本的な計画を策定する過程において、その計画等の案及

びその他の資料を県民に公表し、これらに対して提出された意見等を考慮して

意思決定を行うとともに、主な意見について県の考え方を公表する手続きをい

う。 

 

(表H) 計画対象別－県民からの意見聴取・情報提供等(重複あり)  (単位：計画数) 

情 報 提 供 
計 画 対 象 

計画 

数 

委員

会等

参加 

意見

交換

会等 

パブリ

ックコ

メント 
報道機関 

資料提供 

県政 

だより 

市町 

広報紙 

 関係団体 

機関紙 

ホーム 

ページ 

外部対象計画 7 5 4 7 6 1 1 2 7 

行政組織内計画 3 2 1 3 1 1 0 1 3 

計 10 7 5 10 7 2 1 3 10 
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３ 計画の内容 

(1) 計画の記載内容 

10 計画の記載内容を見ると、計画の対象により必要性が異なるが、『具体的取組』をはじめ

『目標』、『推進主体』※4 については概ね網羅されている。また、『推進組織』※5 や『進行管

理』等については半数程度の計画で記載されている。 

 

※4 推進主体:計画中に掲げられた取組を実施していく中で役割を与えられている主体をいう。 

※5 推進組織:各推進主体が計画にどのように関わり、また、計画をどのように進めていくかを協議し

調整することにより、計画に掲げられた取組を主体的に推進する役割を担う組織をいう。 

 

(表I) 計画対象別－計画記載内容 (重複あり)               (単位：計画数) 

計 画 対 象 計画数 目標 推進主体 推進体制・組織 県民参画 具体的取組 

外部対象計画 7 7 6 5 5 7 

行政組織内計画 3 2 1 1 1 3 

計 10 9 7 6 6 10 

       

計 画 対 象 計画数 スケジュール 進行管理 評価の方法 計画見直し 策定組織等 

外部対象計画 7 1 5 5 4 3 

行政組織内計画 3 1 0 0 1 0 

計 10 2 5 5 5 3 

 

(2) 目標の設定 

10 計画の目標の設定状況を見ると、数値目標や、数値目標以外の目標(達成時期と具体的な

取組を明示した目標等)を9計画で設定している。「①三重県権限移譲推進方針」では目標の設

定がされていない。 

数値目標を設定している7計画（すべて外部対象計画）の状況は、毎年度設定が1計画、中

間時点及び最終年度の設定が2計画、最終年度のみ設定が2計画、その他中間時点までの設定

等が2計画になっている。 

 

(表J) 計画対象別－数値目標の設定状況                  (単位：計画数) 

計 画 対 象 
数値目標 

設定計画 
毎年度設定 

中間時点及び 

最終年度 
最終年度のみ その他 

外部対象計画 7 
1計画 

(④) 

2計画 

(⑤､⑥) 

2計画 

(③､⑦) 

2計画 

(⑧､⑨) 

計 7 1 2 2 2 
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４ 計画推進段階の状況 

(1) 計画推進体制 

10計画の推進主体は、県、県民の他、関係団体、市町等であった。 

外部対象計画では、県、県民の他、関係団体、市町等計画の取組に必要なものが主体になっ

ており、行政組織内計画では、県と市町が主体になっていた。 

 

(表K)  計画対象別－計画に関する推進主体の状況 (重複あり)      (単位：計画数) 

企業・関係機関等 
計 画 対 象 

計画 

数 
県民  

企業 NPO等 関係団体等 国 市町 
県  

外部対象計画 7 7 7 5 6 1 6 7 

行政組織内計画 3 0 0 0 0 0 3 3 

計 10 7 7 5 6 1 9 10 

 

計画の推進にあたり、庁外組織で対応しているものが6計画(「①三重県権限移譲推進方針」

等)、部局横断組織のみで対応しているものが2計画(「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」

等)、所管部局のみで対応しているものが 2 計画(「②三重県消防広域化推進計画」等)であっ

た。 

 

(表L)  計画対象別－推進組織の状況                    

委員会等設置 
(県職員以外のメンバー含む) 計 画 対 象 

計画

数 

所管部局 

のみで推進 

部局横断組織 

のみで推進 
県と市町のみ 県、市町、関係機関等 

外部対象計画 7 
1計画 

(⑥) 

2計画 

(⑦､⑧) 

1計画 

(⑨) 

3計画 

(③､④､⑤) 

行政組織内計画 3 
1計画 

(②) 

0計画 

 

1計画 

(①) 

1計画 

(⑩) 

計 10 2 2 2 4 

 
(表M) 計画対象別－委員会等設置の状況とメンバー構成(重複あり、県職員除く)  (単位：計画数)  

計 画 対 象 
計画 

数 
県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 学識経験者 

外 部 対 象 計 画 4     3 2 3     3 0 4    3 

行政組織内計画 2     1 1 0     1 0 2    1 

委員会等設置計画 6 4 3 3     4 0 6    4 
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(2) 進行管理・評価 

10計画の進行管理の状況を見ると、毎年度進行管理を行っているものが9計画(「①三重県権

限移譲推進方針」等)、随時行っているものが1計画(「②三重県消防広域化推進計画」)である。 

進行管理の内容は、『目標』については、設定した 9 計画すべてで実施されており、残る 1

計画(「①三重県権限移譲推進方針」)についても県総合計画の実施計画である「県民しあわせ

プラン・第2次戦略計画」の進行管理で実施している。 
 

(表N)  計画期間別－進行管理の実施状況                    

計 画 期 間 計画数 毎年度 随時 

2 年～3 年以下 1 
1計画 
(④) 

         0計画 

3 年超～5 年以下 3 
3計画 

(③､⑦､⑩) 
         0計画 

5年超～10年以下 3 
3計画 

(①､⑧､⑨) 
         0計画 

10年超 2 
2計画 
(⑤､⑥) 

         0計画 

計画期間が示されて 

いないもの 
1 

     0計画 1計画 
(②) 

計 10 9 1 

 

(表O)  計画期間別－進行管理の内容(重複あり)          (単位：計画数) 

目    標 
計 画 期 間 計画数 

数値目標 数値以外の目標 
各主体の取組状況 

2 年～ 3 年以下 1 1 0 1 

3年超～ 5年以下 3 2 2 3 

5年超～10年以下 3 2 0 3 

10年超 2 2 0 2 

計画期間が示されて 

いないもの 
1 0 1 1 

計 10 7 3 10 

 

 (3) 計画見直し 

10計画の見直しの状況を見ると、既に見直しを行ったものが5計画(「①三重県権限移譲推進

方針」等)であり、それ以外の5計画(「②三重県消防広域化推進計画」等)については、現在ま

でに見直しを行っていない。 

計画の見直しを行った 5 計画の見直し内容は、計画期間の延長、数値目標の追加及び目標値

の変更等である。 
 

 (表P)  計画期間別－計画見直しの内容(※のみ重複あり)      (単位：計画数) 

計 画 期 間 計画数 
見直し実施 

計画数 
数値目標※ 施策・事業※ 期間※ 

2年超～ 3年以下 1 0 0 0 0 

3年超～ 5年以下 3 (③)1 1 0 0 

5年超～10年以下 3 (①､⑧､⑨)3 2 1 1 

10年超 2 (⑤)1 1 0 0 

計画期間が示されて 

いないもの 
1 0 0 0 0 

計 10 5 4 1 1 
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(4)県民からの意見聴取・情報提供等 

10 計画の推進段階における県民からの意見聴取・情報提供の取組については、計画書完成時

に県ホームページへの掲載、報道機関への資料提供等により実施されている。 

推進時には、県ホームページへの掲載、報道機関への資料提供等の情報提供の取組の他、意

見交換会等を実施するなど意見聴取の取組についても実施されている。 

 

(表Q)  推進段階における県民からの意見聴取・情報提供等 (重複あり)     (単位：計画数) 

情 報 提 供 
 

委員

会等

参加 

意見

交換

会等 

パブリ 

ックコ 

メント 
報道機関

資料提供 

県政 

だより 

市町 

広報紙 

関係団体 

機関紙 

ホーム

ページ 

 パンフ 

レット等 

計画書完成時 － － － 6 5 1 3 10        6 

推  進  時 4 4 － 3 3 1 1 9      3 
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第４ 監査の結果   

１ 総括意見 

 

地方分権の進展や厳しい行財政状況の中、少子高齢化や経済のグローバル化の進展に伴

い、高度化・多様化した県民の行政ニーズに対応するには、限られた資源を有効に活用し

県行政の一層の推進を図る必要性が増している。 

このようなことから、地域の課題やニーズを的確にとらえ、県民の意見を反映した実効

性ある計画を策定するとともに、策定後は社会経済情勢の変化や情況を把握し必要な対策

を講じて推進することが重要となっている。 
 

しかしながら、監査の対象とした基本計画等については、計画策定・推進段階において

県民との情報共有が十分図られていたとは言い難い事例や進行管理においてＰＤＣＡサ

イクルの実践など組織的・継続的な取組が十分行われていない事例等の改善すべき事例が

見受けられた。 
 

今後、基本計画等の策定あるいは取組を展開していく場合には、今回の監査結果をふま

え、各々の計画の趣旨や特性を勘案し下記の点に留意し取り組まれたい。 

1. 計画の策定 

(1)  県民からの意見聴取については、計画策定組織への参画、意見交換会やパブリ

ックコメント等、多様な機会を提供すること。 

また、意見聴取の機会の周知については、県のホームページだけでなく県政だ

よりへの掲載等、出来る限り多くの方法で行うこと。 

なお、パブリックコメントの実施に際しては、計画の趣旨や策定に至った経緯

等の関係資料を添付するとともに、「県民等の意見を行政に反映させる手続きに

関する指針」で定める適正な募集期間を確保すること。 

(2)  計画の内容が複数の県関係部局にわたる場合は、策定段階の早い時期から関係

部局と検討会議を行うなど、連携を密に計画を策定すること。 

2. 計画への記載内容 

 (1) 記載項目については、各推進主体の役割、進行管理・評価の方法、見直し時期

や数値目標等を具体的に盛り込み、計画の実効性を高めること。 

    (2) 記載方法については、用語の意味や数値目標の設定根拠を明確にするなど、  

県民目線に立ったわかりやすい計画づくりに努めること。 
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3. 計画の推進 

(1) 県民からの意見聴取については、策定段階と同様に、計画推進組織への参画や

意見交換会等により多様な機会を提供すること。 

(2) 県関係部局との連携については、進捗状況や課題等を確認し進行管理・評価を

行い、取組の円滑かつ着実な推進に努めること。 

(3) 数値目標の達成状況に関し、目標値との乖離が大きいものについては、社会経

済情勢の変化に的確に対応し取組内容の充実を図るとともに、目標値を大きく上

回っているものについては、目標値の見直しについて検討すること。 

(4)  達成状況・進捗状況に関する県民への情報提供については、「三重県の情報提

供施策の推進に関する要綱」で定める公表義務情報だけでなく、公表義務情報に

該当しない計画においても積極的に行い、計画の推進に向け理解・協力を促すこ

と。 

 

最後に、本県が将来にわたり自立した地域として発展していくためには、すべての計

画において計画の趣旨や特性をふまえ、今後の計画策定・推進方法等について再度検討

を行い、県の組織が有する総合力を最大限に発揮するとともに、県民ニーズにこたえら

れるよう「選択と集中」を図るなどにより課題を解決し、これまで以上に県行政の効果

的・効率的な運営に努めることを期待するものである。 
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２ 着眼点別の意見及び状況  

(1)  計画の策定 

[意見] 
 

○ 計画の策定に際しては、県の関係部局が連携・協力し取組を進めることにより、幅広い分

野での展開が期待できるので、策定段階の早い時期から、意見交換や情報交換を行うことが

重要である。また、県民のニーズを的確にとらえ、県民の意見を計画に反映させるためには、

計画策定段階において計画に関する情報を公表するとともに、県民等が意見を述べるさまざ

まな機会を提供することが重要である。 
 

しかしながら、計画案について所管室からの意見照会にとどまり、取組の連携方策等につ

いて議論が十分なされていなかったものや、県民からの意見聴取の機会がパブリックコメン

ト以外に設けられていなかったものが見受けられたので、計画の趣旨や特性に留意し、県関

係部局の連携強化を図るとともに県民参加の一層の促進に努められたい。 
 
【該当する計画と内容】 
 
・関係部局が多数(8 部局)あることから、計画案について所管室から関係部局への意見照

会にとどまらず、検討会等を開催し取組の連携方策や目標設定等について議論を深める

ことが望ましいもの 

「⑨三重県住生活基本計画」 
 
・県民の取組指針として位置づけ、その役割も大きい計画であることから、パブリックコ

メント以外にも、県民からの意見聴取の機会を設けることが望ましいもの 

「⑨三重県住生活基本計画」 

 

○ 県では、パブリックコメントを県民参画の取組を進めるためのひとつの手法として位置づ

け、「県民等の意見を行政に反映させる手続きに関する指針及び運用方針」を定め、制度を運用して

いる。 
 

しかしながら、パブリックコメントの意見募集期間が指針で目安として定める1か月程度よ

り短い20日間であったものが見受けられたので、今後、適正な募集期間を設定されたい。 
 
【該当する計画】 
 

「⑤ごみゼロ社会実現プラン」 

 

 なお、パブリックコメントを実施しているものの、意見数が少ないものが見受けられたので、

実施の際には、計画の趣旨、目的、策定に至った経緯等の説明を加え、関係資料も添付するな

ど、計画案の内容を県民にわかりやすく伝えるように工夫して周知するよう努められたい。 

 

 

[状況] 

1)策定体制 

計画を策定するにあたっては、現状、課題やニーズ、社会経済情勢を把握し分析するとともに、

専門的な知見や当事者の意見をふまえた上で検討する必要があることから、学識経験者や関係者

等で構成される委員会、審議会等において協議・検討を行うことが重要である。 

 

監査の結果、すべての計画において、学識経験者等の外部委員を含めた委員会等を設置し、専

門的な見地から幅広く意見を聴いた上で策定されていた。 
 

個々の計画における策定体制の状況は、次のとおりであった。 
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・「⑤ごみゼロ社会実現プラン」は、外部委員を含めた「ごみゼロ社会実現プラン策定委員会」

を設置し、県と協働で策定していた。 

・「⑥三重の森林づくり基本計画」は、「三重県森林審議会」に対し計画案の諮問を行い、答申を

得た上で策定していた。 

・その他の8計画においても、委員会等での意見をふまえて計画を策定していた。 

〔各計画の状況はP24(4)の 1)のとおり。〕 

 

2) 県関係部局との連携(庁内連携) 

計画の内容が複数部局にわたる場合は、推進段階において関係部局が連携・協力し取組を進め

ることで、幅広い分野での展開が期待できるので、策定段階の早い時期から意見交換や情報交換

を行い、関係部局が連携・協力しながら計画を策定していくことが重要である。 

 

監査の結果、「⑨三重県住生活基本計画」は、関係部局への意見照会にとどまっており、取組の

連携方策や目標設定等について、関係部局間での議論が十分なされていなかった。 

 

なお、他の計画における庁内連携の状況は、次のとおりであった。 

・「①三重県権限移譲推進方針」は、市町と関係部局から構成される「権限移譲検討部会」を設

置し、権限移譲に伴う支援のあり方等について検討を行っていた。 

・「②三重県消防広域化推進計画」は、所管部局における検討に加え、関係部局との協議・調整

を行っていた。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」等3計画は、関係部局への意見照会に加え、検討会議

や説明会等を実施し意見交換を行っていた。 

・「④みえ障がい者福祉プラン・第2期計画」等2計画は、計画案を検討する協議会やワーキン

ググループへ関係部局が参加し議論・調整を行っていた。 

〔各計画の状況はP24(4)の 2)のとおり。〕 

 

3) 県民からの意見聴取等 

計画の策定段階において、透明性・公平性を確保するためには、計画に関する情報を公表し、

多様な主体との情報共有を図るとともに、パブリックコメントにとどまらず、県民等が意見を述

べるさまざまな機会を提供することが重要である。 

 

監査の結果、「⑨三重県住生活基本計画」は、県民の日常生活に密接に関係するため、県民が取

り組む指針として位置づけ、その役割が大きいにもかかわらず、パブリックコメント以外に県民

が参加する意見交換会等の意見を述べる機会が設けられていなかった。 

 

なお、他の計画における県民からの意見聴取の状況は、概ね次のとおりであった。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」は、パブリックコメントのみであったが、計画推進主

体となる県民、市町や関係機関等が計画策定組織に参加し意見を述べていた。 

・｢④みえ障がい者福祉プラン・第2期計画」等2計画は、県民や関係団体等に説明会を実施し

意見交換を行っていた。 

・｢⑤ごみゼロ社会実現プラン」等2計画は、県民との意見交換を行う懇話会等を開催するとと

もに、県ホームページで協議結果等を公表していた。 
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・「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」は、e-モニター※１や小売店等でのアンケート調査に

より意見を求めていた。 

 
※ e-モニター：三重県が、インターネットを活用して県民の意識傾向を把握し、県政への反映及び活

用を図るためのしくみをいう。 
〔各計画の状況はP25(4)の 3)のとおり。〕 

 

4) パブリックコメントの実施 

県では、パブリックコメントを、県民参画の取組を進めるためのひとつの手法として位置づけ、

「県民等の意見を行政に反映させる手続きに関する指針」を定め、制度を運用している。 

 

監査の結果、すべての計画において、パブリックコメントを実施しており、県ホームページ等

により計画案を公表するとともに、提出された意見に対する県の考え方や意見の反映状況につい

て公表していた。 

しかし、意見募集期間について、指針においては1か月程度を目安とされていたが、「⑤ごみゼ

ロ社会実現プラン」では、20日間となっていた。 

 

なお、パブリックコメントの実施にあたっては、すべての計画において募集の周知に努めてい

たが、寄せられた意見数では、300 件以上が１計画ある一方、10件未満が2計画、0件が3計画

あるなど、計画間で大きな隔たりがあった。 

〔各計画の状況はP26(4)の 4)のとおり。〕 
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(2) 計画の内容 

[意見] 
 

○  計画をより実効性のあるものとするためには、各推進主体の役割を明確にするとともに、

各主体の取組における進捗状況やその成果を今後の展開につなげるための進行管理・評価の

方法を明確にし、計画に記載しておくことが重要である。 
 

しかしながら、推進主体の役割や進行管理・評価の方法について計画に定められていない

ものがあったので、取組の着実かつ円滑な推進に向け、今後は計画への記載に努められたい。 
 
【該当する計画と内容】 
 
・多様な主体が連携し推進していく計画であることから、推進主体の役割分担を記載して

おくことが望ましいもの(2計画)  

「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」、「⑧三重県観光振興プラン」 
 
・計画の着実かつ円滑な推進のためには、進行管理・評価のしくみが重要であることから、

計画に記載しておくことが望ましいもの(3計画) 

「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」、「⑧三重県観光振興プラン」、「⑩県立高

等学校再編活性化第三次実施計画」 

 

○  目標は、計画がめざすべき姿を実現するために設定する指標であり、また、その達成状況

を把握し、各推進主体が共有することで、計画の着実な推進が可能となることから、県民が

見てわかりやすいものを設定することが重要である。 
 
    しかしながら、数値目標について、用語の意味がわかりにくいもの、設定根拠が不明確な

ものや計画の途中段階で実績値の把握が困難であるもの等が見受けられた。県民目線に立っ

たわかりやすい計画づくりの観点から、目標については、設定根拠を明確にし、わかりやす

い表記を行うなど適切な設定に努められたい。 
 

【該当する計画と内容】 
 
・一部の数値目標について、用語の意味がわかりにくいものがあるので、注釈を加えるな

どしてわかりやすい表現とすることが望ましいもの 

「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」 
 
・めざすべき姿に対し進捗状況を明らかにする上で、15 項目のうち 14 項目の数値目標に

ついて、計画の中間時点までの設定にとどまらず、最終年度の設定をすることが望まし

いもの、また、一部の数値目標について、設定根拠を明確にすることが望ましいもの 

「⑨三重県住生活基本計画」 
 
・一部の数値目標について、計画期間中にその実績項目が含まれるアンケート・調査が実

施されていないことから実績値の把握が困難であるので、あらたな数値目標の設定を含

めた検討を行うことが望ましいもの(2計画) 

「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」、「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」 
 
・国の指針等で明記が求められている数値目標は設定しているが、計画の着実な推進のた

めには、他部局所管の取組に関する数値目標についても設定することが望ましいもの 

「④みえ障がい者福祉プラン・第2期計画」 

 

 

[状況] 

1) 各主体の役割の明確化 

より実効性ある計画とするためには、県のみならず、関係する多様な主体が果たすべき役割を
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計画に位置づけ、各主体が自らの役割を認識し、計画がめざす姿の実現に向けた各主体の取組に

つなげることが重要である。 

 

監査の結果、次のような事例が見受けられた。 

・「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」は、推進主体の役割分担(各主体の位置づけ、消費

者の具体的な行動)の記載が十分でなかった。 

・「⑧三重県観光振興プラン」は、すべての推進主体の役割分担について記載していなかった。 
 

なお、多様な主体が連携して推進していく他の計画では、推進主体の役割を明確に定め、各主

体の取り組むべき内容を示している。 

〔各計画の状況はP27(4)の 5)のとおり。〕 

 

2) 計画推進のしくみ(推進組織、進行管理・評価の方法)の明確化 

計画を着実に推進していくためには、進捗状況を把握し、その成果に対する評価をふまえた上

で、今後の取組の展開方向について検討するしくみが重要である。また、多様な主体との連携に

より推進していく計画では、その中心となる組織を、計画の中に位置づけておくことも重要であ

る。 

 

監査の結果、3 計画(⑦みえの安全・安心農業生産推進方針、⑧三重県観光振興プラン、⑩県

立高等学校再編活性化第三次実施計画)については、進行管理・評価の方法について記載されて

いなかった。 
 

他の計画における計画推進のしくみの計画への記載状況は、次のとおりであった。 

・「⑥三重の森林づくり基本計画」については進行管理、評価の方法は記載しているが、県の

関係部局のみで推進しているため、推進組織について記載していない。 

なお、「⑧三重県観光振興プラン」も、同様の理由で推進組織について記載していない。 

・残りの4計画は、推進組織、進行管理・評価の方法を記載していた。 

 

なお、「①三重県権限移譲推進方針」、「②三重県消防広域化推進計画」は、県と市町等の行政

組織内計画であり、その役割は明確であることから、推進組織、進行管理・評価の方法を記載し

ていない。 

〔各計画の状況はP27(4)の 6)のとおり。〕 

 

3) 目標の設定 

目標は、計画がめざすべき姿を実現するために設定する指標であり、また、その達成状況を把

握し、各推進主体が共有することで、計画の着実な推進が可能となることから、県民から見てわ

かりやすいものを設定することが重要である。 
 

監査の結果、数値目標の設定について、次のような事例が見受けられた。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」では、『1 日あたりの平均脂肪エネルギー比の減少』

を県民の生活習慣の目標のひとつとして掲げているが、用語の意味がわかりにくい。 

・「⑨三重県住生活基本計画」では、15項目のうち14項目の数値目標が計画中間時点までの設

定にとどまっている。また、目標項目のうち『公営住宅供給目標量』について、現時点での
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充足率や耐用年数等、必要量の根拠に関する数値が記載されていない。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」、「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」は、計画期

間中に数値目標に関する実績項目が含まれるアンケート・調査が実施されていないため、実

績値の把握が困難な目標項目がある。 

・「④みえ障がい者福祉プラン・第2期計画」は、国の指針で求めている数値目標は設定してい

るが、主に所管部の事業に対してのものであり、他部局が展開する取組の目標が設定されて

いない。 

 
数値目標以外の目標を設定している計画の状況については、次のとおりである。 

・「②三重県消防広域化推進計画」、「⑩県立高等学校再編活性化第三次実施計画」は、達成

時期と具体的な達成項目（学校改編・統合、消防広域化の取組結果に対するブロック数等）

を明示した目標を設定している。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」は、数値目標とあわせて、めざすべき状態として「す

べてのがん患者およびその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上」を設定している。 

 

なお、「①三重県権限移譲推進方針」は、主に県が市町への権限移譲に向けて取り組む方向性

を示したものであることから、当該方針に定めず県の総合計画「県民しあわせプラン」の実施計

画である「県民しあわせプラン・第二次戦略計画」において設定している。 

〔各計画の状況はP28(4)の 7)のとおり。〕 

 

4) 県総合計画・第二次戦略計画や他計画との整合 

県の計画は、その趣旨、目的がさまざまであるが、いずれの場合も、行政サービスの受け手の

立場に立って、県政をより総合的、効果的に推進するため、他の関連計画と整合させつつそれぞ

れの計画を推進していく必要がある。 
 

監査の結果、すべての計画において、策定の段階から「県民しあわせプラン」、「県民しあわせプラ

ン・第二次戦略計画」及び他の関連計画の施策やめざすべき姿等と整合が図られていた。 

 

5) その他、計画をわかりやすくするための取組 

監査対象10計画の中には、次のとおり計画書の構成等を工夫している計画があった。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」、「⑤ごみゼロ社会実現プラン」、「⑨三重県住生活基

本計画」は、策定組織の構成員名簿、検討会議等の開催日時や検討項目を記載し、意思形成

過程を明確にしている。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」は、各分野、取組ごとに『現状』、『課題』、『取組内

容』、『目標』や『各主体の取組』を整理し、表やグラフ、トピックス、図等も交えわかりや

すく記載している。 

・「⑤ごみゼロ社会実現プラン」は、取組の内容及び実施主体とあわせ取組のスケジュールを

記載している。また、目標を達成するための具体策を示すため、住民や事業者から提案され

た実践可能な多数の取組事例を紹介し、計画の実効性の確保を図っている。 

・「⑨三重県住生活基本計画」は、多数の取組が県の複数の部局にわたっており、取組ごとに

所管部局を明記し、責任の所在の明確化を図っている。 
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 (3) 計画の推進 

[意見] 
 
○  計画を着実に推進していくためには、各推進主体が連携・協力して取り組むとともに、各

主体が相互に情報共有を図りつつ進捗状況や成果を確認して進めていくことが重要である。 
 

しかしながら、県民からの意見聴取の機会が十分設けられていないものや、県関係部局と

の情報共有が十分でないもの、進捗状況を把握できていないものが見受けられたので、進行

管理・評価を実施するにあたっては、県民等の参加、関係部局との情報共有を図るとともに、

進行管理・評価を着実に進めるよう努められたい。 
 

【該当する計画と内容】 
 
・推進組織等に推進主体である県民が参加していないため、県民等からの意見聴取の機会

を設定することが望ましいもの(2計画) 

「⑥三重の森林づくり基本計画」、「⑨三重県住生活基本計画」 
 
・計画を着実に推進するため、進捗状況等について関係部局との情報共有を行うことが望

ましいもの 

「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」 
 
・推進組織において進捗状況を把握していないため、関係部局間での情報共有に努める必

要があるもの 

「⑨三重県住生活基本計画」 

 

○  数値目標の達成状況について、目標値との乖離が大きいものや、目標値を大きく上回って

いるものが見受けられたので、社会経済情勢等の変化に的確に対応し取組内容の充実を図る

ことにより、目標の達成に努めるとともに、目標値を大きく上回っている場合は、計画の進

捗状況を十分把握した上で、目標値の見直し等について検討されたい。 
 

【該当する計画と内容】 
 

・数値目標の達成状況について、具体的な実施状況に照らして目標値と実績値の乖離が大

きいことから、今後の取組の充実が望ましいもの(7計画) 

「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」、「④みえ障がい福祉プラン・第2期計画」、

「⑤ごみゼロ社会実現プラン」、「⑥三重の森林づくり基本計画」、「⑦みえの安全・ 

 安心農業生産推進方針」、「⑧三重県観光振興プラン」、「⑨三重県住生活基本計画」 
 
・数値目標の達成状況が最終年度や中間時点での目標値を大きく上回っているため、目標

値の見直し等の検討を行うことが望ましいもの(2計画) 

「⑥三重の森林づくり基本計画」、「⑨三重県住生活基本計画」 

 
 
○ 計画推進時の情報提供について、「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づく公

表義務情報に該当する計画であるにもかかわらず、達成状況・進捗状況の公表がされていな

いものがあるので、同要綱に基づき公表されたい。 
 
【該当する計画】（5計画） 
 

「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」、「④みえ障がい者福祉プラン・第2期計画」、

「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」、「⑧三重県観光振興プラン」、「⑨三重県住 

 生活基本計画」 
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[状況] 

1) 各主体間の情報共有・情報提供の状況 

計画の実効性を確保しより確実に推進するためには、各推進主体が自らの役割を果たしつつ互

いに連携・協力しながら取り組んでいくことが重要である。 

そのため、策定段階と同様に推進段階においても、各推進主体間で進捗状況や課題等に関する

情報共有や意見交換の機会を設けることが必要である。 

 

監査の結果、各主体間の情報共有については、次のような事例が見受けられた。 

・「⑥三重の森林づくり基本計画」等2計画は、計画の位置づけから、推進主体である多様な主

体の積極的な参画が望まれるが、推進段階において、計画の進捗状況や課題を共有し意見交

換を行うなど、県民等の参加する機会が設けられていない。 

 

また、県関係部局との連携について、次のような事例が見受けられた。 

・「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」は、一部の関係部局に対して情報共有が行われてい

ない。 

・「⑨三重県住生活基本計画」は、関係部局で構成する推進組織においては、計画を所管する室

から関係部局への住宅関連制度に関する情報提供が中心であり、計画の進捗状況や課題等に

おける情報が共有されていない。 

   

  なお、他の計画における多様な主体との情報共有や意見交換についての主な取組状況は、次の

とおりである。 

・「③三重県がん対策戦略プラン改訂版」等3計画は、いずれも推進協議会、地域協議会等の推

進組織において県民が参画し意見を述べる機会を設けている。 

・「⑦みえの安全・安心農業生産推進方針」等2計画は、県担当室が主催するシンポジウム等の

イベントにおいて計画内容、進捗状況の説明と計画に対する意見聴取の機会を設けている。 

 

その他、進行管理・評価を行っているものの、計画で定められていないもの（再掲：⑦みえの

安全・安心農業生産推進方針、⑧三重県観光振興プラン、⑩県立高等学校再編活性化第三次実施

計画)がみられた。 

〔各計画の状況はP28(4)の 8)のとおり。〕 
 

2) 数値目標の達成状況 

 数値目標には、目標の達成状況を考慮して設定したものや理想的な数値をそのまま設定したも

のなど、各計画によってさまざまである。そのため、数値目標の達成状況、管理手法等は計画に

より異なるが、現状値との乖離が大きい目標値については、達成状況を十分把握した上で、今後

の見通しをふまえ、適切に管理していくことが重要である。   

そこで、目標値が現状に合致していないと判断される場合はその要因を分析し、計画途中であ

っても見直しを含めて検討することが必要である。 

 

監査の結果、数値目標を設定している計画のうち、具体的な実施状況から実績値との乖離が大

きい数値目標がある計画が見受けられた。乖離が大きい数値目標についてその状況ごとに分類す

ると、次のとおりである。 
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・理想値を目標値として設定したもの 

計 画 名 目  標  項  目 目標値 

がん検診受診率 50％以上 ③三重県がん対策戦略プ

ラン改訂版 未成年者の喫煙率低下      0％ 

児童デイサービス実利用者数    743人 

短期入所実利用者数  1,104人 
④みえ障がい者福祉プラ

ン・第2期計画 
自立訓練(機能訓練)実利用者見込人数    108人 

ものを大切に長く使おうとする県民の率     90％ 

環境に配慮した消費行動をとる県民の率     90％ 

食べ物を粗末にしないよう心がけている県民の率     90％ 

⑤ごみゼロ社会実現プラ

ン 

ごみゼロ社会実現プランの認知率    100％ 

産地におけるGAP※実施率(産地数)    100％ 

麦・大豆等作付水田における土づくり実施率(面積)     50％ 
⑦みえの安全・安心農業

生産推進方針 
県内産品を意識的に購入する人の割合     70％ 

⑧三重県観光振興プラン 観光客満足度指数 75％以上 

県営住宅の高齢者対応率     64％ 
⑨三重県住生活基本計画 

公営住宅供給目標量  4,476戸 
   
   ※GAP･･･農業生産工程管理(GAP:Good Agricultural Practice)のこと。農業生産現場において、生産者自 

       らが農産物の安全確保、農産物の品質向上、環境保全、労働安全の確保等を達成するために、一連 

の生産工程を管理するプロセスチェック手法のことをいう。 

 

・国の目標や全国上位の水準等にあわせ目標値を設定したもの 

計 画 名 目  標  項  目 目標値 

⑨三重県住生活基本計画 木造住宅の耐震診断率   16.6％ 
 

・過去のトレンド等をふまえ目標値を設定したもの 

計 画 名 目  標  項  目 目標値 

⑥三重の森林づくり基本

計画 
県産材素材生産量  328,000㎥ 

「三重の木」認証材の製材工場からの出荷量 10,000㎥ 

防災に関して自助の取組を行っている県民の割合     50％ ⑨三重県住生活基本計画 

事前に消費者トラブルを回避するように助言した割合     16％ 
 

また、実績値が目標値を大きく上回る数値目標は、次のとおりである。 

計 画 名 目  標  項  目 目標値 実績値 

⑥三重の森林づくり基本

計画 

「森林文化・森林環境教育指導者数及

び活動回数」のうち「活動回数」 

2,000回 

(H27年度) 

3,499回

(H21年度) 

e-すまい三重ホームページアクセス数 
320,000件 

(H22年度) 

 420,120件 

(H21年度) 
⑨三重県住生活基本計画 

高齢者の入居を拒まない賃貸住宅の登録

戸数 

  700戸 

(H22年度) 

2,772戸 

(H21年度) 
 

〔各計画の状況はP29(4)の 9)のとおり。〕 

 

3) 県民等への情報提供の状況 

「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」では、県民に提供しなければならない情報を「公

表義務情報」とし、計画本体と当該計画についての中間まとめ、策定スケジュール、達成状況・

進捗状況を県ホームページ、情報公開窓口で公表することを義務づけている。 

 

平成23年3月4日 三　重　県　公　報 号　　外

22



監査の結果、公表義務情報に該当するものは 5 計画(③三重県がん対策戦略プラン改訂版、④

みえ障がい者福祉プラン・第2期計画、⑦みえの安全・安心農業生産推進方針、⑧三重県観光振

興プラン、⑨三重県住生活基本計画)あるが、各計画とも達成状況・進捗状況については公表して

いなかった。 

 

なお、「⑤ごみゼロ社会実現プラン」等 2 計画は、進捗状況等について毎年、実施状況報告書

を作成し、写真や図表を加えるなどし県ホームページ等でわかりやすく公表している。 

〔各計画の状況はP25(4)の 3)のとおり。〕 
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 (4) 各計画の状況 

1) 策定体制の状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・県、市町村や学識経験者で構成された「権限移譲検討部会」において協

議し、「県と市町村の新しい関係づくり協議会」において決定 

・県と市町村から構成された「包括的権限移譲ワーキンググループ」にお

いて検討 

②三重県消防広域化

推進計画 

・県、市町、関係機関、県民や学識経験者で構成された「三重県消防広域

化推進懇話会」において協議 

・市町会、町村会、消防長会等に対し趣旨説明の上、意見交換を実施 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 

・県、市町、関係機関、県民や学識経験者等で構成された「三重県がん対

策戦略プラン策定検討部会」において協議し、「三重県がん対策推進協議

会」において決定 

④みえ障がい者福祉

プラン・第2期計

画 

・県、関係機関、関係団体、NPOや学識経験者で構成された「三重県障害者

施策推進協議会」、「三重県自立支援協議会」や市町が運営し県民等から構

成された「地域自立支援協議会」等において検討し、「三重県社会福祉審議

会」に報告 

・市町とは、数値目標等について検討 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 

・県、市町、関係機関、住民、事業者、NPOや学識経験者で構成された「ご

みゼロ社会実現プラン策定委員会」と県が協働で策定 

・市町とは、「行政連絡会議」において意見交換を実施 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・国、市町、事業者、関係機関、県民や学識経験者で構成された「県森林審

議会」における諮問・答申を経て策定し、議会において議決 

・県民、市町や関係団体に対し意見照会や説明会を実施 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・県、生産者、事業者、関係団体、県民や学識経験者で構成された「みえ

の人と自然にやさしい農業推進方針検討会」において協議・検討 

・市町や関係機関とは関係会議等において協議・検討 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・国、市町、関係機関、事業者、NPOや学識経験者等で構成された「三重県

の観光振興のあり方検討懇話会」で意見聴取を行い策定 

・市町、企業や関係団体等と担当課長会議等で協議・検討 

⑨三重県住生活基本

計画 

・県と市町からなる「市町住宅政策会議」や学識経験者で構成された「三

重県住生活基本計画策定懇話会」において協議・検討 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・地域住民、企業、市町教育委員会や中学校関係者を含む教育関係者で構

成された「地域協議会」や「県立高等学校校長協会」において協議 

 

2) 計画策定段階における庁内連携の状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・市町と関係部局から構成された「権限移譲検討部会」において検討・協

議 

②三重県消防広域化

推進計画 

・防災担当者会議等において情報提供、意見交換。また、関係部局とは必

要に応じ協議 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 
・所管部内各室と随時意見交換を実施。関係部局には意見照会し別途協議 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・「三重県障害者施策推進協議会」に関係部局が参画。関係部局から構成

される幹事会において協議 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 
・関係部局から構成されるワーキンググループにおいて、中間案の意見を

聴取 

平成23年3月4日 三　重　県　公　報 号　　外

24



⑥三重の森林づくり

基本計画 

・関係部局に対し意見照会。環境教育を所管する教育委員会には別途説明会

を開催 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・所管部内各室で構成されるワーキンググループにおいて協議 

・なお、生活・文化部(消費者対策)、教育委員会(学校の食育)は方針の内

容に直接関連していないことから参画していない。 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・「県観光振興プラン推進会議」、「同幹事会」において検討 

・関係部局には意見照会。担当課長会議等において意見交換 

⑨三重県住生活基本

計画 

・県関係部局(8部局)に対し意見照会を行い、関連計画との整合等を図って

いるが、関係部局との調整に限定され、取組の連携方法や数値目標の設定

等の議論が不十分 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・教育委員会事務局内の関係室と協議 

 
3) 県民からの意見聴取・情報提供等の状況 

計 画 名  状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・策定段階：県ホームページで「県と市町村の新しい関係づくり協議会」

の協議結果や協議会のメンバーを公表 

・計画書完成時：県ホームページで計画書を公表 

・推 進 時：県、市町のホームページ等において公表 

②三重県消防広域化

推進計画 

・策定時点：県ホームページで計画書やそのダイジェスト版を公表 

・推 進 時：議会において報告し、公表 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 

・策定段階：県ホームページで中間まとめ、策定スケジュールを公表 

・計画書完成時：県ホームページや報道機関への資料提供で計画書を公表。

市町、保健所や病院に配布 

・推 進 時：「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」※に規定されて

いる達成状況・進捗状況が未公表 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・策定段階：障がい者関係団体等と意見交換を実施し実態を把握。県ホー

ムページで中間まとめ、策定スケジュールを公表 

・計画書完成時：県ホームページで計画書やそのダイジェスト版を公表。

市町や関係団体に配布 

・推 進 時：「三重県障害者施策推進協議会」において進行管理、評価を

行った上で、進捗状況等を整理し年次報告を作成。「三重県の

情報提供施策の推進に関する要綱」※に規定されている達成状

況・進捗状況が未公表 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 

・策定段階：「ごみゼロ談義」で県民や事業者等への情報提供や意見交換

を実施。県ホームページで中間まとめ、策定スケジュールや「ご

みゼロ社会実現プラン策定委員会」の会議概要を公表 

・計画書完成時：県ホームページで計画書やそのダイジェスト版を公表 

・推 進 時：毎年、冊子を発行し、市町、地域機関、各種団体等へ配布。

県ホームページで公表 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・策定段階：中間案の概要について新聞広告や専門誌「三重の林業」に掲

載。また、県民説明会を実施し意見を聴取 

・計画書完成時：県ホームページで計画書を公表 

・推 進 時：進捗状況等を記載した実施状況報告書を条例に基づき、議会

において報告し、県ホームページで公表 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・策定段階：e-モニターや小売店等で、アンケート調査等により意見を聴取     

・計画書完成時：県ホームページで計画書やそのダイジェスト版を公表。

報道機関への資料提供や県政だよりで公表 

・推 進 時：「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」※に規定されて

いる達成状況・進捗状況が未公表。生産者、消費者に対しては、
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毎年シンポジウムを開催し、その中で進捗状況の報告と意見交

換会等を実施 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・策定段階：県ホームページで中間まとめを公表。「地域懇話会」を県内5

地域で開催。市町、観光協会、県民等との意見交換を実施 

・計画書完成時：県ホームページや報道機関への資料提供で計画書を公表。

県政だよりでダイジェスト版を公表 

・推 進 時：「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」※に規定されて

いる達成状況・進捗状況が未公表。観光協会等のネットワーク

を活用し、日常的に情報共有を実施 

⑨三重県住生活基本

計画 

・策定段階：パブリックコメント以外の県民からの意見聴取の機会がない。 

・計画書完成時：県ホームページで計画書やそのダイジェスト版を公表。

情報公開窓口での閲覧、報道機関への資料提供 

・推 進 時：「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」※に規定されて

いる達成状況・進捗状況が未公表 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・計画書完成時：県ホームページで計画書を公表。情報公開窓口での閲覧、

報道機関への資料提供 

・推 進 時：議会において報告し、県ホームページ等で公表。地域ごとに

は、県民等が参加した協議会で進捗状況等を公表 

   ※「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」は平成22年4月に改正されており、改正前から公表義務

情報の対象となっていた計画は④、改正後に公表義務情報となった計画は、③、⑦、⑧、⑨である。 
 

4) 計画案の公表時期及びパブリックコメントの実施状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・公表時期：最終案    ・意見募集期間及び意見数：39日間／6件  

・周知方法：HP、県政だより、情報公開窓口での閲覧 

②三重県消防広域化

推進計画 

・公表時期：素案     ・意見募集期間及び意見数：35日間／0件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、各県民センターで配布 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 

・公表時期：中間案    ・意見募集期間及び意見数：30日間／9件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、各保健福祉事務所で配布 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・公表時期：最終案    ・意見募集期間及び意見数：30日間／0件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、各保健福祉事務所及び市町で配

布、報道機関への資料提供等 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 

・公表時期：中間案    ・意見募集期間及び意見数：20日間／30件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、報道機関への資料提供等 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・公表時期：素案     ・意見募集期間及び意見数：28日間／31件  

・周知方法：HP、各環境事務所で配布、報道機関への資料提供 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・公表時期：最終案    ・意見募集期間及び意見数：30日間／28件  

・周知方法：HP、報道機関への資料提供 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・公表時期：最終案    ・意見募集期間及び意見数：26日間／0件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、報道機関への資料提供 

⑨三重県住生活基本

計画 

・公表時期：素案     ・意見募集期間及び意見数：30日間／43件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、各建設事務所で配布、報道機関

への資料提供 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・公表時期：最終案    ・意見募集期間及び意見数：31日間／340件  

・周知方法：HP、情報公開窓口での閲覧、報道機関への資料提供 

※ HP ：県ホームページ 
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5) 推進主体の役割の記載状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・県と市町の権限移譲に関する方針であり、その役割は県民等の第三者に

も明確であるので記載していない。 

②三重県消防広域化

推進計画 

・県、市町及び消防関係機関の間で推進する計画であり、その役割は県民

等の第三者にも明確であるので記載していない。 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 
・各主体に期待される役割として記載しているほか、各施策ごとにも記載 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・取組ごとに各主体の役割を記載 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 
・取組ごとに各主体の役割を記載 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・条例に基づき策定された計画であることから、計画書に記載された条例

の中で、各主体の役割を記載 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・生産者、消費者等の役割分担(各主体の位置づけや消費者の具体的な行動)

の記載不十分 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・前期計画に推進主体の役割分担の必要性について記載しているが、第 2

期戦略計画では記載していない。 

⑨三重県住生活基本

計画 
・施策別・主体別に役割・取組を記載 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・「県立学校」及び「県教育委員会」の役割について計画の趣旨等に記載 

 

6) 計画推進のしくみの記載状況 

計 画 名  状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・県と市町の権限移譲に関する方針であり、計画推進のしくみは県民等の

第三者にも明確であるので記載していない。 

②三重県消防広域化

推進計画 

・県、市町及び消防関係機関の間で推進する計画であり、計画推進のしく

みは県民等の第三者にも明確であるので記載していない。 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 
・推進組織、進行管理・評価の方法を記載 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・推進組織、進行管理・評価の方法を記載 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 
・推進組織、進行管理・評価の方法を記載 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・所管室を中心とする県の関係部局のみで推進しているため、推進組織を

記載していない。 

・進行管理・評価の方法を記載 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・推進組織を記載 

・進行管理・評価の方法を未記載 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・所管部局を中心とする県の関係部局のみで推進しているため、推進組織

を記載していない。 

・進行管理・評価の方法を記載していない。 

⑨三重県住生活基本

計画 
・推進組織、進行管理・評価の方法を記載 
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⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・推進組織を記載 

・進行管理・評価の方法を記載していない。 

 

7) 目標の設定状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・方針には数値目標を定めず、県の総合計画で県から市町への権限移譲の

進展度を「市町への権限移譲度」として数値目標を設定し進行管理 

②三重県消防広域化

推進計画 

・1項目の目標に対し、消防広域化の取組結果に対する「ブロック数」とし

て1項目の達成時期を示した期間目標を設定 

③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 

・28項目の目標に対し、27項目の数値目標を最終年度に設定。7項目の数

値目標は、アンケート調査による把握が必要であり、毎年度の進捗状況の

把握が困難 

・｢1日あたりの平均脂肪エネルギー比の減少｣は、県民の生活習慣の目標に

もかかわらず、用語の意味が不明確 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・33項目の目標に対し、33項目の数値目標を年度ごとに設定。国の指針で

求めている数値目標は設定しているが、主に健康福祉部が所管する事業に

対してのものであり、他部局が展開する取組の目標を設定していない。 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 
・8項目の目標に対し、8項目の数値目標を短期、中期、最終年度に設定 

⑥三重の森林づくり

基本計画 
・4項目の目標に対し、4項目の数値目標を中間、最終年度に設定 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・6項目の目標に対し、6項目の数値目標を計画策定後の4年後に設定。「環

境保全型農業の取組率」は、5年ごとに実施の農林業センサスをもとに設定

しており、途中段階の達成状況の把握が困難 

⑧三重県観光振興プ

ラン 
・2項目の目標に対し、2項目の数値目標を、計画期間を3期に分け各期ご

とに設定 

⑨三重県住生活基本

計画 
・15項目の目標に対し、15項目の数値目標を設定。「公営住宅供給目標量」

を除く14項目の数値目標が計画中間時点である22年度までの設定 

・「公営住宅供給目標量」について、計画には、現時点での充足率や耐用年

数等、必要量の根拠に関する数値を記載していない。 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・学校再編に関する3項目の達成時期を示した期間目標を設定 

 
8)推進段階における各推進主体間の情報共有・情報提供の状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」で、市町長と合意を図りな

がら推進。あわせて権限移譲の進捗状況を報告(年1回) 

・個別の課題は、市町と県の関係機関から構成される検討会議で検討し、

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会総会」で合意形成 
・県と市町が連携し、権限移譲を進めていく方針であるため、県民の意見

聴取等の機会を設定していない。 
・市町における効果の検証を行っていない。 

②三重県消防広域化

推進計画 

・全庁的な取組は、県の担当室で推進し、具体的な取組方向については、

各ブロック単位で市町が主体となって推進 
・市町の消防広域化を進めていく方針であるため、県民の意見聴取等の機

会を設定していない。 
・県が主催する研究会や各ブロック単位で実施される市町長との意見交換

会、研究会等により進捗状況を検証(ブロック単位で随時開催。開催回数の

多いブロックでは月1回程度、少ないブロックで年1回程度) 
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③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 

・患者会、医療団体関係者等で構成する「三重県がん対策推進協議会」で

推進し、あわせて検証を実施し、進捗状況を報告(年1回) 

・年1回開催の「がんフォーラム」で計画の状況等の情報提供を実施 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・関係機関職員、障害者団体代表者、学識経験者等から構成される「三重

県障害者施策推進協議会」を設置し、障がい者団体と連携して推進 
・圏域単位で「圏域自立支援連絡協議会」、市町単位で「地域自立支援協

議会」を設置し、市町と連携    
・一部の地域自立支援協議会において、県民が参画 
・「三重県障害者施策推進協議会」において進行管理、評価を行った上で、

結果を「三重県障害者施策年次報告書」として作成(年2回程度) 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 

・県民、事業者、市町職員等で構成する「ごみゼロプラン推進委員会」を

設置し、県民等の参画によって計画を推進。毎年、PDCAマネジメントサイ

クルによって進行管理・評価を実施 

・3年に1回「県民アンケート」を実施し、県民意識の推移等を検証 

・進捗状況及びその評価を冊子として取りまとめ、配布 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・担当 3 室において事務事業単位で進捗状況を把握し、「県民しあわせプ

ラン・第二次戦略計画」で進行管理を実施 
・県のみで計画を推進しているので、県以外の主体は参画していない。 
・進捗状況については、毎年、実施状況報告書を作成 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・関係部室(部内及び環境森林部)で構成される「みえの安全・安心農業生

産推進会議」、「同幹事会」を設置し、推進方向や進捗状況について意見

交換を実施(年 1 回)。消費者対策を所管する生活・文化部と学校等におけ

る食育を所管する教育委員会は推進組織に参画していない。 

・当該方針において、市町の役割として改めて取り組むものがないことか

ら、各地域の取組において市町と情報共有を実施 

・生産者、消費者等に対して、毎年シンポジウムを開催し計画の内容、取

組状況、進捗状況等について説明し、意見交換を実施 (年1回) 

⑧三重県観光振興プ

ラン 

・関係部等で構成される「三重県観光振興プラン推進会議」・「同幹事会」

で推進。あわせて毎年、庁内関係部局と進捗状況の管理、意見交換等を実

施。県民等に対しては、観光局内に地域担当職員やプロデューサーを置き、

市町、関係団体、事業者等との連携や県民参画等を推進 

・各種イベント等を通した観光PRに合わせて県民との意見交換を実施 

⑨三重県住生活基本

計画 

・庁内関係室で構成する「住生活関連施策推進会議」は開催せず、住宅関

連制度の文書による紹介のみ実施。市町に対しては、市町と県で構成する

「三重県地域住宅協議会」で推進 

・県民に対する意見聴取等の機会なし 

・進捗状況は、事業単位で各関係室においてのみ実施しており、計画とし

て把握していない。 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・教育委員会事務局及び地域ごとに保護者、地元関係者、市町や中学校関

係者が参画している「地域協議会」が主体となって推進 
・県民等に対する意見聴取、情報提供については、「地域協議会」等で実施 
・進行管理・評価は、教育委員会事務局が、毎年、地域協議会からの報告

や学校訪問の状況等をもとに実施 

 

9) 数値目標の達成状況 

計 画 名 状  況  等 

①三重県権限移譲推

進方針 

・当該方針は、権限移譲に関する県と市町の役割分担ルールを示したもの

であるため、当該方針の目標は未設定だが、県総合計画上の目標は達成 

②三重県消防広域化

推進計画 
・数値目標以外の目標を設定 
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③三重県がん対策戦

略プラン改訂版 

・27項目のうち、2項目は目標値との乖離が大きい状況。その他25項目は

達成済または達成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：①がん検診受診率、②未成年者の喫煙率 

④みえ障がい者福祉

プラン・第 2 期計

画 

・33項目のうち、3項目は目標値との乖離が大きい状況。その他30項目は

達成済または達成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：①児童デイサービス実質利用者、②短期

入所実利用者、③自立訓練(機能訓練)実利用者他 

⑤ごみゼロ社会実現

プラン 

・8項目のうち、4項目は目標値との乖離が大きい状況。その他4項目は達

成済または達成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：①ものを大切に長く使おうとする県民の

率、②環境に配慮した消費行動をとる県民の率、③食べ物を粗末にしない

よう心がけている県民の率、④ごみゼロ社会実現プランの認知率 

⑥三重の森林づくり

基本計画 

・4項目のうち、1項目は目標値との乖離が大きい状況。その他3項目は達

成済または達成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：県産材の素材生産量 

・27年度目標値に対し実績値が大きく上回っているものは1項目 

(「森林文化・森林環境教育指導者数及び活動回数」) 

⑦みえの安全・安心

農業生産推進方針 

・6項目のうち、3項目は目標値との乖離が大きい状況。その他3項目は達

成済または達成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：①産地における GAP 実施率、②麦・大豆

等作付水田における土づくり実施率、③県内産品を意識的に購入する人の

割合 

⑧三重県観光振興プ

ラン 
・2項目のうち、1項目は目標値との乖離が大きい状況。その他1項目は達

成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：観光客満足度 

⑨三重県住生活基本

計画 

・15 項目のうち、6項目は目標値との乖離が大きい状況。その他9項目は

達成済または達成見込 

・目標値との乖離が大きい目標：①木造住宅の耐震診断率、②「三重の木」

認証材の製材工場からの出荷量、③防災に関して自助の取組を行っている

県民の割合、④事前に消費者トラブルを回避するよう助言した割合、⑤県

営住宅の高齢者対応率、⑥公営住宅供給目標量 

・22年度目標値に対し、21年度実績値が大きく上回っているものは2項目

(「e-すまい三重ホームページアクセス数」、「高齢者の入居を拒まない賃

貸住宅の登録戸数」) 

⑩県立高等学校再編

活性化第三次実施

計画 

・数値目標以外の目標を設定 
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第５ 計画別の意見及び状況 
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(参考) 「計画別の意見及び状況」各ページの見方 
 

○○○○基本計画  主担当部 ○○○○部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

 

施策方針・取組方

向等 

 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

 施策○○○： ・・・・・・・・ 

 重点○○： ・・・・・・・・ 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

 ○○○○基本構想 

 ○○○○基本計画(計画期間：平成○年度～○年度) 

関連する県の計画  ○○基本計画(○○部)、○○○計画(○○部) 

 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

 NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○  ○ ○  ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

 NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成 ○  ○ ○  ○ ○ 
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

機関紙 

ホーム 

ページ 

パンフ 

レット等 

策定段階 ○  ○     ○  

完 成 時    ○    ○  

推 進 時 ○       ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時        ○   

(進行管理の頻度) 毎年度      (実施内容) 数値目標、施策、事業  

進捗状況の評価 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

実績との乖離

が大きい目標 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

直面する課題 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 今後の見通し 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

進行管理・評価の状況について、頻度・実施内

容の他、実績との乖離が大きい目標、課題、計

画推進に向けての今後の見通し、対応策等を記

述しています。 

「計画の策定体制」、「推進組織の体制」、「推進主体」、「県民からの意見聴取・情報提供等」

について、該当する箇所に「○」を付しています。 
なお、斜線は該当がない項目を表示しています。 

当該計画の策定根拠、取組方向、計画体系、県の

戦略計画の関連施策名、関連する計画名等、その

計画の概要を記述しています。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

◎ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

● ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

 

(背景1) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

(背景2) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

計画内容 

○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

 

(背景) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

 

 

 

計画の推進方法 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

 

 

 

意見 

１ ・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

２ ・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

 

 
 

 
 

計画に対する監査結果意見です。 

・監査の着眼点ごとに監査結果を記

述しています。 
・「◎」は優れた取組があった場合、

「●」は改善等が必要な場合、「○」

は◎、●ではないもののうち、着眼

点別意見(報告書 P14～30)に記述の

ある場合に記述しています。 

・それぞれの項目に対して(背景)で
その状況等を説明しています。 
・◎、●、○に該当しない場合につ

いては、「概ね適切に処理されてい

た。」として、(背景)でその状況等を

説明しています。 
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① 三重県権限移譲推進方針 主担当部 政策部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

地方分権型社会の実現に向け、市町がこれまで以上に自主性・自立性の高い行政運営

を行うとともに、多様化する住民ニーズに迅速かつ的確に応えていけるよう、より一層、

権限移譲を推進する。 

施策方針・取組方

向等 

県と市町の役割分担については、「補完性の原理」をより重視し、住民の利便性向上の

原則、市町優先の原則、権限・財源の一体移譲の原則、事務処理体制適正化の原則、公

正・透明性の原則により権限移譲を進める。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策522：分権型社会の実現 

重点 絆2：地域主権社会の実現に向けた地域づくり支援 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

三重県権限移譲推進方針 (推進期間：平成17年度～23年度) 

(当初定めていた21年度末までの推進期間を2年間延長し、国の地域主権改革の動向

等をふまえた上で改定作業を行うこととした。) 

関連する県の計画  三重県地方分権推進方針(政策部) 
 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

学識 

 経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成      ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

学識 

 経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成      ○  
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

     ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

 レット等 

策定段階   ○  ○   ○  

完 成 時        ○  

推 進 時     ○ ○  ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時           

(進行管理の頻度) 毎年度     (実施内容) 権限移譲実績 

進捗状況の評価 
 市町への権限移譲実績については、「県民しあわせプラン・第二次戦略計画」に目標を定

めて進捗管理しており、毎年度達成している。 

実績との乖離

が大きい目標 
なし 

直面する課題 

県から市町への権限移譲の集中取組期間後に、国の地域主権改革の一環として、法定権

限移譲が実施予定となったことから、現行方針に基づいた県条例による権限移譲が進めに

くい状況となっている。 

また、市町間で権限移譲の進捗状況が異なり、同じ事務でも移譲を受けている市町と受

けていない市町がある。この結果、県民にとって現状がわかりにくくなっているほか、県

の事務処理体制についても全県的な権限移譲が実施された場合と比較して、その効果が発

揮されていない。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 

今後の見通し 

県と市町は対等・協力の関係にあり、具体的な事務の移譲にあたっては、引き続き市町

と個別に協議していくこととしている。 

 県としては、地方分権推進に向けた権限移譲の実現が図られるよう、法定権限移譲の動

向もふまえつつ、これに併せて行う県条例による権限移譲の推進のため、方針の改定を行

う予定である。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

「県と市町村の新しい関係づくり協議会」の「権限移譲検討部会」において市町村とともに、権

限移譲に伴う支援のあり方等について検討・協議を行った上で、市町長、県知事等が出席する協議

会の総会(平成17年5月18日)において決定し、策定している。 

 

計画内容 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

当該方針は、県と市町がともに権限移譲を推進していくための方針として策定され、推進に関す

る基本的な考え方や進め方に関する県と市町の共通のルールづくりが主な内容となっている。 

 

計画の推進方法 

● 方針に定めた県から市町への権限移譲の集中取組期間後、担当部局における取組が中心となっ

ているので、権限移譲の推進に向け全庁的に取り組むための気運醸成や、権限移譲後の効果の検

証等を行うことが望ましい。 

● 当該方針の期間延長を行った時や権限移譲可能事務を見直した時における県民への情報提供が

行われていないので、適切に行うことが望ましい。 

(背景1) 

方針の推進体制については、県と市町村が対等・協力の関係を築くことを目的に設置された「県

と市町村の新しい関係づくり協議会」(現在は「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」)に、各

市町長、県知事、副知事、各部局長等で構成する総会及び市町の担当課長、県各部の担当室長、県

民センター担当室長等で構成する運営調整会議を設置し、権限移譲の進捗状況等について協議、検

討を行っている。 

なお、「県民しあわせプラン・第二次戦略計画」において、年度末までに確定した１市町あたりの

権限移譲事務数を「市町への権限移譲度」として数値目標を定め、進行管理を行っている。 

集中取組期間(平成17～19年度)においては、政策部担当室が毎年度当初に各部に対して権限移譲

可能事務に関するパッケージの提案を行うとともに、市町に意向調査を実施し、年度末に各部から

権限移譲の進み具合についてヒアリングを行い、進捗状況を把握していた。しかし、集中取組期間

終了後は、権限移譲実績及び協議内容の把握にとどまっており、全庁的な権限移譲に向けた気運の

醸成のための取組が不足している。 

 また、市町との間で権限移譲後の県民生活への影響等についての検証が行われていない。 
※ パッケージ･･･移譲対象事務を、同一目的の法令等内の複数の条項や、関連する複数の法令等に基づく事務

権限を包括的にまとめたもの。 
 
(背景2) 

 当初、方針の期間は平成 21 年度までであったが、20 年に地方分権改革推進委員会から第一次勧

告が出されたことにより、権限移譲に関する一括法案の成立を目途に改定を行うこととなった。そ

れまでは方針の期間を延長し、引き続き、権限移譲を推進することとしたが、期間延長を行った時

に市町や議会への報告は行っているが、県ホームページ等による県民への情報提供が行われていな

い。 

また、移譲可能事務についても、毎年見直されているが、同様に情報提供が行われていない。 
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意見 
 
１ 進行管理と効果の検証 

方針における県から市町への権限移譲の集中取組期間は終了したが、全庁的な気運醸成のため

の取組を進めるとともに、次期見直し時には、市町における権限移譲の効果の検証を行うなど、

方針の実効性の確保に努められたい。 

 

２ 県民への情報提供 

  当該方針の期間延長を行った時や、移譲可能事務を見直した時に県民への周知が行われていな

いので、積極的な情報提供に努められたい。 
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② 三重県消防広域化推進計画  主担当部 防災危機管理部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

市町の消防体制の整備や確立を図るためには、市町による自主的な消防の広域化をよ

り積極的に促進する必要があることから、平成 18 年 6 月、消防組織法の一部改正が行

われた。これを受けて、本県においても 20 年 3 月に「三重県消防広域化推進計画」を

策定し、広域化対象市町の組合せ等の具体的な方向性を示す。 

施策方針・取組方

向等 

広域化対象市町の組合せの規模は、県域を一つの組合せとした県域消防本部とするの

が最も効果的であるが、県内すべての市町から合意を得るのに多くの時間を要し国が示

している期限内(平成 24 年度末まで)の実現は困難であることから、実現可能な管轄人

口10万人未満の小規模消防本部の解消を第一段階とし、段階的に広域化を推進する。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策311： 防災対策の推進 

重点 くらし1：「いのち」を守るみえの防災対策 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 
三重県消防広域化推進計画 (計画期間：平成19年度～) 

関連する県の計画 三重県消防救急無線デジタル広域化整備計画(防災危機管理部) 
 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

学識  

経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○   ○  ○ ○  

○ 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

学識  

経験者 推進組織の体制 

  県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成        
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

     ○   ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

関係団体 

機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

レット等 

策定段階 ○  ○     ○  

完 成 時        ○ ○ 

推 進 時   ○   ○   ○ ○ 

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時           

(進行管理の頻度) 随時       (実施内容) 各ブロックでの協議等に参加し、進捗状況を把握 

 

進捗状況の評価 
消防広域化実現に向けた第一段階の期限を2年後に控え、市町が取り組むこととなる「広

域消防運営計画」の策定に向けた関係市町間の協議を行っているのは、伊賀ブロックのみ

である。 

実績との乖離

が大きい目標 
平成24年度末までに県内を8ブロックとする消防広域化の実現 

直面する課題 
消防広域化の実現に向けた各ブロックの取組において、進捗状況に差が生じており、進

捗が遅れているブロックの広域化の推進が課題となっている。 

 
進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 今後の見通し 

国が示す平成24年度末の期限に向け、伊賀ブロックにおいて、「広域消防運営計画」策

定に向けた具体的な協議が進められている。 

消防の広域化は市町の自主的な判断に基づく取組ではあるものの、取組が進んでいない

ブロックがあるので、国や他県の動向、また市町の意向も考慮しつつ、消防広域化に向け

た市町の取組への支援を行っていくこととしている。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

「消防組織法」第33条第2項及び「市町村の消防の広域化に関する基本指針」(平成18年7月消防庁

告示第33号)第 3条第1項に示されている「都道府県が消防広域化推進計画に定める事項」に基づき、

三重県の地域特性にも配慮しながら策定している。 

計画の素案の策定に当たっては、「三重県消防広域化推進懇話会」での協議と並行して、市長会、町村

会、消防長会、消防機関の管理者等、関係者に対し消防広域化の趣旨説明を行うとともに、消防広域化

の組合せと考え方について意見交換を行い合意形成に努めていた。 

 

計画内容 

○ 計画を取り巻く現状・ニーズを把握した結果を計画に的確に反映しており、また、各種データを用

いて消防広域化の効果をわかりやすくするための工夫がされている。 

(背景) 

計画を取り巻く現状・ニーズを把握した結果を、消防広域化の各段階(ブロック)の考え方等に反映さ

せるとともに、各ブロックの特性や消防本部の想定規模、各ブロックにおける効果と課題についても示

している。 

また、各種統計資料を計画の随所に用いて、各項目の論拠として引用し、各種データをもとに独自で

加工・試算するなどして、広域化の効果等を明示している。 

(例)「境界付近における現場到着シミュレーション」、「消防指令センター通信指令要員数の試算」、「旧

津市消防本部と久居地区広域消防組合との合併時における人員の推移」、「消防指令センター整備

費用の試算」等のデータを用いて消防広域化の効果を示している。 

 

計画の推進方法 

● 当該計画では、国が示す平成24年度末の期限までに、8ブロックとすることを当面の目標として掲

げているが、広域消防運営計画策定に向けた具体的な協議を進めているのは 1 ブロックであるので、

達成に向けた取組を充実・強化していくことが望ましい。 

(背景) 

単独消防本部である桑名市と津市を除く6ブロックにおける消防広域化の実現に向けた取組状況は、

次つぎのとおり。 

伊賀ブロックで消防関係者や学識経験者等を委員として広域化に向けた協議を行う「広域消防運営計

画策定委員会」を開催し協議を進めている。 

四日市・菰野ブロック及び伊勢志摩ブロックの 2 ブロックでは、消防本部が広域化についての研究を

行う「消防広域化研究会」を開催し、東紀州ブロックでは、広域化に限らず消防における諸課題につい

て意見交換を行う「消防のあり方勉強会」を開催している。 

それ以外の 2 ブロック(鈴鹿・亀山ブロック及び松阪・紀勢ブロック)では、消防の諸課題に関する勉

強会の開催に向けて調整中である。 

 

 

意見 
 
１ 目標達成に向けた取組 

  県は市町が自主的に消防広域化を進めることを尊重し支援を行っているが、取組が進んでいないブ

ロックがあるので、国や他県の動向、また、市町の意向も考慮しつつ、目標達成に向けた取組を充実・

強化するなどにより、計画の推進に努められたい。 
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③ 三重県がん対策戦略プラン改訂版 主担当部 健康福祉部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

平成19年4月に施行された「がん対策基本法」に基づき、従来からの「三重県がん対

策戦略プラン」(16年～)を改訂し、法の定める「都道府県がん対策推進基本計画」とし

て位置づけている。 

「しあわせプラン・第二次戦略計画」、「保健医療計画」、「ヘルシーピープルみえ21」、

「地域ケア体制整備構想」等の計画と整合を図り、一層のがん対策の充実をめざす。 

施策方針・取組方

向等 

「いかにしてがんにかかる人、がんで死亡する人を少なくするか」ということに対し、

「がんにかからない(予防)」、「がんを早期に発見する(検診)」、「質の高い治療が受けら

れる(治療)」、「がんと共に生きる(予後)」の4つの大きな施策の柱(10本の施策)で取り

組み、中でも「放射線療法及び化学療法の推進」、「緩和ケアの推進」、「がん登録の推進」

「相談支援および情報提供の充実」の4項目を重点課題とする。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策341：患者本位の医療の推進 

重点 くらし7：地域医療体制整備の促進 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

がん対策推進基本計画 (全国計画)(計画期間：平成19年度～23年度) 

三重県がん対策戦略プラン改訂版 (計画期間：平成20年度～24年度) 

関連する県の計画 
三重県保健医療計画(健康福祉部)、ヘルシーピープルみえ21(健康福祉部)、三重県地

域ケア体制整備構想(健康福祉部) 
 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

 NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○  ○ ○  ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

 NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成 ○  ○ ○  ○ ○ 
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

レット等 

策定段階 ○  ○     ○  

完 成 時    ○    ○  

推 進 時 ○       ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時        ○   

(進行管理の頻度) 毎年度      (実施内容) 数値目標、施策、事業  

進捗状況の評価 

全体目標の達成に向けさまざまな取組を実施している。 

理想値を目標値として設定したものについて、現状値と目標値の乖離が大きいものがあ

る。 

実績との乖離

が大きい目標 

①がん検診受診率 

②未成年者の喫煙率 

直面する課題 

・「医療」について、拠点病院を中心に取り組んでいるが、深刻な医師不足等の状況の中、

専門人材の確保・育成が進みにくい状況である。 

・「予防」について、生活習慣改善が主な内容であり「ヘルシーピープルみえ 21」に基づ

き必要な取組を進めているが、現状値の把握が5年に1度であり、毎年度把握可能な指標

の設定について検討することが望ましい。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 

今後の見通し 

「地域がん登録」については、現在、平成23年度からの実施に向け検討を進めている。 

23年度には、県民健康調査や医療機能実態調査が実施される予定であり、その結果もふま

え、24年度には現計画の評価及び新計画を策定することとしている。 

平成23年3月4日 三　重　県　公　報 号　　外

39



 

Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

国計画策定時の統計・資料(人口動態統計、地域保健・健康増進事業報告)やパブリックコメント

等により、現状及びニーズについて把握し、計画に反映するとともに、関係機関等で構成する「三

重県がん対策戦略プラン策定検討部会」において検討を行い、さらに、市町、関係団体等で構成す

る「三重県がん対策推進協議会」において最終的に協議を行った上で策定している。 

 

計画内容 

◎ 各分野、取組ごとに、「現状」、「課題」、「取組内容」、「目標」、「各主体の取組」を整理し記載している。

また、表やグラフ、トピックス、図等も交えわかりやすくするための工夫がされている。 

● 計画では、施策体系に基づきそれぞれ目標を設定しているが、一部の目標項目は、アンケート

調査を実施しないと毎年度の進捗状況が把握できない。また、目標がわかりにくい項目がある。 

より具体的で、毎年度の進捗状況が確認可能な目標項目の設定を検討することが望ましい。 

(背景1) 

計画の趣旨、位置づけや基本方針、施策、全体目標等を示した上で、各分野、取組ごとに「現状」、

「課題」、「取組内容」、「目標」、「各主体の取組」が整理されて記載されている。また、表やグラフ、トピッ

クス、図等も交えている。 

さらに資料編では、全国及び三重県の状況等の統計データを、わかりやすく表やグラフ等で表すとともに、

策定時の体制、委員名簿、会議の回数等についても記載し、意思形成過程の透明化を図っている。 

 

(背景2) 

計画では施策体系に基づき、それぞれ目標を設定しているが、生活習慣関係の目標項目は、「ヘル

シーピープルみえ21」(三重の健康づくり総合計画)の数値目標と同一の目標を設定しており、アン

ケート調査を実施しないと達成状況が把握できない。 

また、｢1日あたりの平均脂肪エネルギー比の減少(20-49歳)｣の項目については、他の生活習慣関

係の目標に比べ、その意味がわかりにくいものとなっている。 

 

計画の推進方法 

● 一部の数値目標について、実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向けた取組を充実・

強化していくことが望ましい。 

●  県の公表義務情報であるが、達成状況・進捗状況は、県のホームページ、情報公開・個人情報

総合窓口で公開していないので、「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき適切に処

理する必要がある。 
(背景1) 

「がん検診受診率」は、国の目標値(受診率50％以上)を各県とも踏襲するよう指導があり、理想

値を設定したものである。 

また、「未成年者の喫煙率低下」についても0％を目標値としており、理想値として設定したもの

である。 
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実績との乖離が大きい目標の状況 

目 標 項 目 目標値（24年度） 21年度末実績値 状況等 

がん検診受診率 各50％以上 

胃がん   10.2% 

肺がん   17.8% 

大腸がん 16.1% 

子宮がん 19.4% 

乳がん   14.7% 

企業等との協働に

より普及啓発活動

を実施しているが

目標と大きく乖離 

未成年者の喫煙率低下 0％ 

男 10.3% 

女  2.4% 

(20年度値) 

理想値として目標

を 0％として定め

たことによる。 

 

「がん検診受診率」の向上に向けて、県は、実施主体である市町に対し国からの交付税措置が行

われていることを説明し、がん検診の予算を確保するように働きかけを行うとともに、複数の企業

とがん対策推進に関する協定の締結を行い、リーフレットの作成やがん検診の重要性に関する啓発

活動を実施している。また、「ふるさと雇用創出事業」を活用し、NPO法人三重乳がん検診ネットワ

ークと連携を図り、啓発、がん検診に関する資源調査、検診精度の管理の取組を進めている。 

 

(背景2) 

当該計画は、「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」の平成22年 4月改正により「公表義

務情報」に位置づけられている。計画や変更された計画は県のホームページに掲載しているが、達

成状況・進捗状況については、県のホームページへの掲載や情報公開・個人情報総合窓口での資料

等の閲覧を実施していない。 

 

 

意見 
 
１ 数値目標の適切な設定と達成に向けた取組 

当該計画では、施策体系に基づきそれぞれ目標を設定しているが、一部の数値目標について、

実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向け取組を充実・強化するなどにより計画の推進

に努められたい。 

また、一部の目標項目については、アンケート調査による把握が必要で、毎年度の進捗状況の

把握ができないものや、県民にわかりにくいものもあるので、次期計画策定時においては、より

具体的で毎年度の進捗状況が確認可能な目標項目の設定に努められたい。 

 

２ 進捗状況等の公表 

県の公表義務情報であるが、達成状況・進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総

合窓口で公開していないので、「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき公表された

い。 
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④ みえ障がい者福祉プラン・第2期計画 主担当部 健康福祉部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

障がい者が、地域で安心して暮らすことができるよう、県の障がい者保健福祉行政の

基本方針を示すとともに、障がい者の地域生活への移行や一般就労への移行等の目標項

目を設定して、具体的な施策と必要なサービスの提供体制の確保に関して定める。 

施策方針・取組方

向等 

国から示された三つの基本方針(サービス基盤整備の検証、障害保健福祉圏域ごとのサ

ービス基盤の検証、地域自立支援協議会の活用とその検証)をふまえ、障がいのある人を

主体とした支援体制づくりを進め、本人が希望する暮らしの実現や活動が保障される社

会づくりを県民と協働で推進する。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策344：障がい者保健福祉の推進 

重点 くらし9：障がい者の地域における自立への支援 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

みえ障がい者福祉プラン第2期計画 (計画期間：平成21年度～23年度) 

(当該計画は、下記の2計画を統合した計画となっている。) 

・三重県障害者プラン第五次計画 (計画期間：平成21年度～23年度) 

  ・三重県障害福祉計画第二期計画 (計画期間：平成21年度～23年度)  

関連する県の計画 
 三重県保健医療計画(健康福祉部)、みえ高齢者元気・かがやきプラン(健康福祉部) 

 三重県教育振興ビジョン(教育委員会)、三重県住生活基本計画(県土整備部) 
 

 県部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町 

 学識 

経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○  ○ ○  ○ ○  

 県部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO 

等 

関係 

団体等 
国 市町 

学識 

 経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成 ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

レット等 

策定段階 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

完 成 時    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

推 進 時 ○ ○      ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時           

(進行管理の頻度) 毎年度     (実施内容) 数値目標等 

進捗状況の評価 

計画で掲げた 33 目標のうち、平成 21 年度末目標値に対して 21 項目を達成しているが、社

会経済情勢の悪化から、当該計画の主要事業であるグループホーム・ケアホームの利用者や

障がい者の福祉施設から一般就労への移行者等が目標を達成していない。 

実績との乖離

が大きい目標 

① 児童デイサービス実質利用者 

② 短期入所実利用者 

③ 自立訓練(機能訓練)実利用者 

直面する課題 

「障害者自立支援法」を廃止し、制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた

地域生活支援体系の整備を内容とする「障害者総合福祉法(仮称)」の制定に向けての過渡期で

あり、次期計画は、新しい制度への円滑な移行に対応した計画にする必要がある。 

進

行

管

理

・

評

価 

今後の見通し 

国の新たな制度設計が実施されるまでの間、障害者自立支援法の円滑な実施を図る必要が

あり、国や市町とも連携を密にして、現在の計画の延長も含め、必要な対応を行うこととしてい

る。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

○ 学識経験者、関係障がい者団体や関係機関等の参画を得て、「三重県障害者施策推進協議会」等

で検討するとともに、「三重県社会福祉審議会」にも報告した上で策定している。 

加えて、市町や事業者の職員を対象にした研修等を開催し、地域の実態やニーズの把握、分析

等を多様な主体との協働により実施するなど、策定段階から主な推進主体とともに計画を策定し、

計画の実効性の確保にも努めている。 

(背景) 

「三重県障害者施策推進協議会」やその部会の「県自立支援協議会」、「圏域自立支援協議会」及

び市町が運営する「地域自立支援協議会」等で検討するとともに、「三重県社会福祉審議会」にも報

告した上で策定している。 

また、障がい者の地域移行を円滑に進める上で不可欠である圏域間格差の是正を進めるため、進

行管理等を圏域単位で行う圏域計画の策定も行っており、市町や事業者の職員を対象にした「エン

パワメント支援研修会」を開催する中で、圏域単位の行政、相談支援・サービス提供事業者等が協

議を重ねて、その議論や検討も計画に反映させ、計画内容の共有化を図っている。また、同研修は

市町や事業者の職員のモチベーションを高めるなど、人材育成の面でも寄与している。 

 

計画内容 

● 当該計画のうち、「三重県障害者プラン」の一部の取組については、進めるべき方向性は示され

ているものの、具体的な目標が記載されていないので、目標を設定することが望ましい。 

● 計画書に読み上げ機能(音声コード)がなく、障がい者をはじめとする県民に広く理解と協力を

得ながら進める計画としては十分でないことから、ユニバーサルデザインの観点にも配慮した計

画書の構成とすることが望ましい。 

(背景1) 

当該計画は、「障害者基本法」に基づく「三重県障害者プラン」と「障害者自立支援法」に基づく

「三重県障害福祉計画」を統合した計画であり、国の指針等で取組にかかる数値目標の明記が求め

られている「三重県障害福祉計画」に関しては、市町や事業者との連携により実態に即した目標設

定を行っている。しかし、「三重県障害者プラン」の一部の取組については、他部局が所管する施策・

事業の目標が明記されていない。 

 

(背景2) 

当該計画は障がい者を対象とした計画であるが、他の自治体等が採用している読み上げ機能(音声

コード)が付いていない。 

 

計画の推進方法 

● 一部の数値目標について、実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向けて、ハード面だ

けでなくソフト面を含めた支援を引き続き行うことが望ましい。 

● 県の公表義務情報であるが達成状況・進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総合

窓口で公開していないので「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき適切に処理す

る必要がある。 

(背景1) 

障がい者支援事業等のサービスに対する報酬単価が低く、事業者等の人材不足が否めない状況の

中、当該計画で掲げた33項目の目標値のうち、12項目は達成に至っていない。 

障がい者の就労移行や継続に向けた機能訓練等の取組は目標をはるかに上回る実績となったが、

リーマンショック以降の社会経済情勢の悪化から、福祉施設から一般就労への移行者は目標の

63.5％にとどまっており、関係機関や特別支援教育対策等の担当部局と連携を密にして、さらなる

支援に努める必要がある。 
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実績との乖離が大きい目標の状況                       (単位：人) 

 

目標を達成していない主要目標の状況                        (単位：人) 

 

(背景2) 
当該計画は「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づく「公表義務情報」である。策

定後は計画そのものを県のホームページに掲載しているが、達成状況・進捗状況については、「県障
害者施策推進協議会」等への報告のみで、県のホームページへの掲載や情報公開・個人情報総合窓
口での資料等の閲覧を実施していない。 

 

 

目 標 項 目 
最終目標値  

 (23年度) 

直近目標値 

(21年度)(a) 

実 績 値 

(21年度)(b) 

達 成 率 

(b/a) 

児童デイサービス実利用者数 743 692 200 28.9% 

短期入所実利用者数 1,104 906 224 24.7% 

自立訓練(機能訓練)実利用者見込人数 108 100 40 40.0% 

目 標 項 目 
最終目標値  

 (23年度) 

直近目標値 

(21年度)(a) 

実 績 値 

(21年度)(b) 

達 成 率 

(b/a) 

グループホーム、ケアホーム実利用者数 1,277 993 863 86.9% 

福祉施設から一般就労への移行累計 120 85 54 63.5% 

意見 
 
１  わかりやすい計画づくりへの取組 

一部の取組について目標の設定がされておらず、障がい者に配慮した読み上げ機能等もないこ

とから、次期計画の策定にあたっては、具体的な目標を盛り込むとともに、ユニバーサルデザイ

ンにも配慮するなど、計画内容を県民にわかりやすく伝える手法を検討されたい。 

 

２  数値目標の達成に向けた取組 
  一部の数値目標について、実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向け取組を充実・強

化するなどにより、計画の推進に努められたい。 

 

３  進捗状況等の公表 

県の公表義務情報であるが、達成状況、進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総

合窓口で公開していないので「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき公表された

い。 
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⑤ ごみゼロ社会実現プラン 主担当部 環境森林部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

県において「ごみゼロ社会」を実現するため、概ね20年先の将来を見据えて、住民、

事業者、行政等地域の各主体が、自らの行動の変革に継続的に取り組むべく、めざすべ

き具体的な将来像とその達成に向けた道筋を示す。 

施策方針・取組方

向等 

9つの基本方向(拡大生産者責任の徹底、事業系ごみの総合的な減量化の推進、リユー

ス(再使用)の推進、容器包装ごみの減量・再資源化、生ごみの再資源化、産業・福祉・

地域づくりと一体となったごみ減量化の推進、公正で効率的なごみ処理システムの構築、

ごみ行政への県民参画と協働の推進、ごみゼロ社会を担う人づくり・ネットワークづく

り)に基づき、県・市町・県民・事業者・団体が推進すべき30の基本取組により「ごみ

ゼロ社会」の実現をめざす。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策411：廃棄物対策の推進 

舞台 くらし2：多様な主体が連携・協働して取り組むごみゼロ社会づくりプログラム 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 
ごみゼロ社会実現プラン (計画期間：平成17年度～37年度) 

関連する県の計画 
三重県環境基本計画(環境森林部) 

三重県廃棄物処理計画(環境森林部)   
 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○ ○ ○ ○  ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成 ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

 レット等 

策定段階 ○ ○ ○ ○    ○  

完 成 時    ○ ○   ○ ○ 

推 進 時 ○ ○  ○    ○ ○ 

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時 ○       ○ ○  

(進行管理の頻度) 毎年度     (実施内容) 数値目標、施策、各主体の取組 

進捗状況の評価 
数値目標のうち特に排出抑制の目標については、既に短期目標を達成しているものの、

県民の意識と行動の変化を表す目標については、いずれも短期目標を達成していない。 

実績との乖離

が大きい目標 

①ものを大切に長く使おうとする県民の率 ②環境に配慮した消費行動をとる県民の率

③食べ物を粗末にしないよう心がけている県民の率 ④ごみゼロ社会実現プランの認知

率 

直面する課題 

当該プランの数値目標において、多様な主体の参画・協働の観点から、ごみ減量化やご

み問題に関する県民の意識、行動の変化を表す目標を設定しているが、県民アンケートに

おいて、意識と行動の間に依然として大きな隔たりがあり、県民のごみ減量化に関する意

識が必ずしも行動につながっていない。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 

今後の見通し 
 「もったいない」の考え方を中心とした普及啓発運動に取り組むことにより、環境に配

慮した生活様式や事業活動をめざしていくこととしている。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

◎ 当該計画は、各推進主体の代表者で構成する「ごみゼロ社会実現プラン策定委員会」を中心に

計画を策定している。なお、策定にあたっては、計画段階から各主体との意見交換会を実施して、

具体的な取組の提案を受け計画に反映させるなど、各推進主体が計画づくりに深くかかわってい

る。 

● 中間案について、パブリックコメントを実施しているが、意見募集期間が「県民等の意見を行政

に反映させる手続きに関する指針及び運用方針」に目安として定める期間より短いものとなっていた

ので、県民参加をより進めるため、今後は30日以上を確保する必要がある。 

(背景１) 

当該計画では住民、事業者、NPO、行政等の各主体が、自らの行動の変革に継続的に取り組むこと

としていることから、それぞれの代表者で構成する「ごみゼロ社会実現プラン策定委員会」におい

て計画の最終決定を行っている。 

さらに、住民、事業者からごみゼロ社会実現に向けた意見を聴取するため、また、ごみゼロの取

組に関する理解を深めるため「ごみゼロ談義」を県内7地域で各2回実施するとともに、市町の担

当者と計画策定に関する情報を共有する「行政連絡会議」を7地域で各2回開催し、その際出され

た意見や提案された具体的な取組を計画に反映するなど、策定段階から各推進主体が深く参画し策

定した計画となっている。 

 

(背景2) 

「県民等の意見を行政に反映させる手続きに関する指針及び運用方針」では、意見募集の期間は

1か月程度を1つの目安とするとなっていたが、平成17年1月26日～2月14日の20日間でパブリ

ックコメントを実施していた。 

なお、18 年 3 月 15 日付け同指針及び運用方針の改正により、意見募集期間は、募集開始日から

起算して30日以上とすることとなった。 

 

計画内容 

◎ 目標を達成するための具体策を示すため、基本方向に沿って各主体が推進すべき取組事例に、

住民や事業者から提案された実践可能なものを取り入れており、県民に関心を持ってもらえるよ

うな工夫がされている。 

(背景) 

「ごみゼロ談義」において、住民や事業者の意見を聴取し、さまざまな立場で積極的に取り組ん

でいる事例や、成功した取組事例等を計画に掲載しており、県民に関心を持ってもらえるような工

夫がされている。 

・計画に掲載された取組事例の一部 

志摩市における不法投棄対策の事例として、ごみ集積所以外への不法投棄を防ぐため、既存の

不法投棄物を事前に全部撤去し、その周りに有刺鉄線や看板を設置したり、他の市町の集積所へ

の排出や不法投棄を防ぐため、住民説明会による啓発やわかりやすいPR等を行うとともに、そ

れらが発生した場合は、徹底した追跡調査を行う。 

 

計画の推進方法 

◎ 計画策定段階に引き続き、推進段階においても、各推進主体を構成員とする「ごみゼロプラン

推進委員会」を設置し、定期的に取組を検証・評価して公表するなど、PDCA サイクルに基づくマ

ネジメント体制を整備することで、計画の実効性を確保している。 

また、毎年定期的に各主体の取組を発表できる場を設けるなど、県民の自主的、主体的なごみ

減量化の活性化や広域展開につながるようレベルアップを図っている。 

● 一部の数値目標について、中期目標と実績が大きく乖離している項目があるので、目標達成に

向けた取組を充実、強化していくことが望ましい。 
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(背景1) 

毎年度、数値目標に関する進捗状況や、事業者、NPO等団体、市町における取組状況を調査し、「ご

みゼロプラン推進委員会」において検証・評価し、その結果について公表している。 

また、各推進主体間の連携・協働のために、県の各農林(水産)商工環境事務所が主催する「地域

ごみゼロ推進交流会」で毎年定期的に各主体の取組を発表するとともに、計画のPRや啓発、先進事

例紹介等の研修を行う「ごみゼロ推進セミナー」を開催するなど、県民の自発的、主体的なごみ減

量化の取組の活性化や広域展開につながるようレベルアップを図っている。 

さらに、当該計画に基づく取組を推進するにあたっての基礎資料とするため、3 年ごとに県民ア

ンケートを実施し、ごみに対する県民の日頃の取組や考え方についても調査を行っている。 

 

(背景2) 

多様な主体の参画・協働における数値目標を 4 項目設定しているが、理想値として設定している

こともあり、いずれも短期目標を達成していない。 

 なお、平成27年度の中期目標は下表のとおりとなっている。 

 

実績との乖離が大きい目標の状況 

目 標 項 目 
短期目標値 

  (22年度) 

実績 

   (22年度) 

中期目標値 

  (27年度) 

ものを大切に長く使おうとする県民の率       80％     59.4％       90％ 

環境に配慮した消費行動をとる県民の率       60％     41.3％       90％ 

食べ物を粗末にしないよう心がけている県民の率       60％     47.3％       90％ 

ごみゼロ社会実現プランの認知率       90％     36.8％      100％ 

 

 

意見 
 
１ 意見募集期間の適切な確保 

計画の中間案についてパブリックコメントを実施しているが、意見募集期間が「県民等の意見を

行政に反映させる手続きに関する指針及び運用方針」に定める目安とする期間より短いものとなって

いたので、県民参加をより進めるために、次期見直し時においては、指針に定める意見募集期間

を確保されたい。 

 

２ 数値目標の達成に向けた取組 

多様な主体の参画・協働の観点から、ごみの減量化やごみ問題に関する県民の意識、行動の変

化を表す目標を設定しているが、中期目標と実績との乖離が大きい項目があるので、目標達成に

向けた取組を充実、強化するなどにより計画の推進に努められたい。 
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⑥ 三重の森林づくり基本計画  主担当部 環境森林部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

平成17年10月に制定された「三重の森林づくり条例」をふまえ、環境への負荷の少

ない循環型社会の構築に貢献し、県民の健康で文化的な社会生活が確保されている社会

の構築に向け、三重の森林づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進する。  

施策方針・取組方

向等 

条例で定められた基本理念を受けて、「森林の多面的機能の発揮」、「林業の持続的発

展」、「森林文化及び森林環境教育の振興」、「森林づくりへの県民参画の推進」の4つ基

本方針と9つの基本施策を定め、施策を展開していく。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策225：安心して使える県産材等の提供施策  

422：森林のもつ公益的機能の発揮    

312：治山・治水・海岸保全対策の推進  

重点 くらし11：森林再生「三重の森林づくり」 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

三重の森林づくり条例 (平成17年10月21日施行) 

三重の森林づくり基本計画 (計画期間：平成18年度～37年度) 

関連する県の計画 三重県環境基本計画(環境森林部) 三重県地域森林計画(環境森林部) 
 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

  学識 

  経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○ ○  ○ ○ ○ ○  

○ 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国 市町 

  学識 

  経験者 推進組織の体制 

  県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成        
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○ ○ ○  ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

 レット等 

策定段階 ○ ○ ○ ○   ○ ○  

完 成 時        ○ ○ 

推 進 時        ○ ○ 

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時          

(進行管理の頻度) 毎年度       (実施内容) 数値目標及び施策・事業 

 

進捗状況の評価 
4つの数値目標のうち、「県産材の素材生産量」が目標を達成していない。 

また、県民参画に向けた取組については、数値目標は達成している一方、個人や中小企

業等の森林づくりがあまり進んでいない状況である。 

実績との乖離
が大きい目標 

県産材の素材生産量 

直面する課題 

世界的な不況、木材価格の低迷、木材需要の減少等の厳しい社会情勢の中、数値目標の

うち「県産材の素材生産量」は、実績との乖離が大きい状況である。 

地球温暖化の防止や水源かん養等の森林の持つ公益的機能の維持増進を図るには、多様

な主体が森林の役割や国産材を利用することの重要性について理解を深め、互いに協働し

森林づくりを推進していく必要がある。 

 
進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 

今後の見通し 

林業生産活動を通じて森林の多面的機能を発揮させるため、「緑の循環」の拡大に取り

組み、安定的な生産供給体制の整備や県産材の需要拡大、間伐を主体とした森林整備を引

き続き進める。また、木材のCO2認証や森林のCO2吸収量認証による環境貢献度の「見える

化」を進め、多様な主体による木づかいや森林づくりを促進し、森林や木に対する県民の

理解と関心を深めるため、学習の場の提供などにより森林環境教育の振興を図ることとし

ている。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

統計資料やパブリックコメント等により現状及びニーズについて把握し計画に反映するととも

に、学識経験者、国、市町、関係機関等の代表者で構成する「三重県森林審議会」において検討、

協議を行い、県議会での議決を経て策定されている。 

 

計画内容 

○ 森林づくりの考え方についてイラスト等を用いて説明するなど、わかりやすくするための工夫

がされている。 

● 森林づくりに関係する他の計画との関連や位置付けが示されていないので、計画の位置づけを

明確にするためには、体系づけて明記することが望ましい。 

(背景1) 

三重の森林づくりの考え方である「植える」、「育てる」、「収穫する」という「緑の循環」等につ

いて「三重の森林づくり基本計画の体系」、「三重の森林づくり基本計画の基本的な考え方」、「三重

の森林づくり基本計画の施策体系」に整理し体系図で示すとともに、「三重の森林づくり」の状況に

ついてイラストを用いてわかりやすく示している。 

また、各ページで関連する写真を使用し、数値についてはグラフや図表を用いるとともに、多色

刷り印刷で見やすくしているほか、計画のダイジェスト版も作成している。   
 

(背景2) 

計画の中では、「森林法」に基づき県が定める「地域森林計画」等との関連や位置づけが記載され

ていない。 

 

計画の推進方法 

● 当該計画は多様な主体で推進されているものの、計画の進捗状況や課題を共有し意見交換を行

うなど、各主体が連携して計画を進める体制となっていない。 

各推進主体が担う責務は大きいことから、県民等からの意見聴取の機会を設けるなど推進体制

のあり方について検討することが必要である。  

● 一部の数値目標について、実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向けた取組を充実・

強化していくことが望ましい。 

● 平成21年度実績が、目標値を大幅に上回っている目標項目があるので、目標値の見直しについ

て検討することが望ましい。 

○ 条例に基づき、毎年、「三重の森林づくり実施状況報告書」を作成し、進捗状況、施策の実施状 

況について、県民にわかりやすく公表(県ホームページにおいても掲載)している。 

(背景1) 

推進組織は特に設けておらず、環境森林部森林林業分野3室の職員及び特命監が、計画の推進及

び進行管理を行っている。 

事業実施段階では、環境森林部長との意見交換会や森林座談会等を行っているものの、推進主体

である多様な主体が、計画全体の進捗状況や課題を共有し、意見聴取を行う体制となっておらず、

計画の推進体制として十分でない。 
 

(背景2) 

数値目標については、当該計画の中で最終目標年度(平成37年度)及び中間目標年度(27年度)の

目標値を設定するとともに、計画の進行管理の中で毎年度の目標値を設定し、実績については「県

政報告書」及び「三重の森林づくり実施状況報告書」で報告している。 

4つの数値目標のうち「県産材の素材生産量」については、中間目標に対する21年度実績の達成

率が82％となっている。 
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一方、21年12月に策定された国の「森林・林業再生プラン」の中で、国産材の利用拡大に向け、

32年度の木材自給率を50％以上にするという目標が掲げられたことから、当該計画の数値目標であ

る「県産材の素材生産量」についても、さらに目標数値を引き上げることについて検討している。 
 

実績との乖離が大きい目標の状況                      (単位：㎥) 

目 標 項 目 
中間目標 

(27年度)(a) 

実績値 

(21年度)(b) 

達成率 

  (b/a) 
備考      備    考 

県産材(スギ・ヒ

ノキ)素材生産

量    

 

  328,000 

 

  269,000 

 

82% 

世界的な雇用・経済状況の悪化に伴

う日本の木材需要量の減少、また、

グローバル化が進展する中でコス

トに比べ木材価格が低迷している

状態が続いていることから、目標と

大きく乖離している。 

 

(背景3) 

平成21年度実績値が中間目標値を大きく上回っている目標項目があった。 

「森林文化・森林環境教育指導者数及び活動回数」 

・中間目標(27年度):森林環境教育指導者数 500人、活動回数 2,000回(最終目標 3,000回) 

・21年度実績値  ：森林環境教育指導者数 445人、活動回数3,499回 

   

(背景4) 

「三重の森林づくり条例」に基づき、進捗状況、施策の実施状況について、毎年、「三重の森林づ

くり実施状況報告書」を作成している。これには写真や図表を加えるなどの工夫がされており、県

民にわかりやすい構成となっている。 

また、報告書の内容については、県のホームページ(三重の環境と森林)にも「三重の森林づくり

実施状況」として毎年度掲載している。 

  

 

意見 
 
１ 関連計画の位置づけ 

  関連計画との関係が示されていないので、計画の位置づけを明確にし、県民にわかりやすい計

画にするという観点から、次回の計画見直し時には体系づけて明記されたい。 

 

２ 推進体制のあり方 

各推進主体が連携を図りながら計画の推進に向けて取り組める体制となっていないので、森林

づくりを社会全体で支えるためにも、県民等からの意見聴取の機会を設けるなど推進体制のあり

方について検討されたい。 

 

３ 数値目標の適切な設定と達成に向けた取組 

数値目標のうち「県産材の素材生産量」については、実績との乖離が大きい状況にあるので達

成に向けた取組を充実・強化するなどにより計画の推進に努められたい。また「森林文化・森林

環境教育指導者数及び活動回数」については、実績値が目標値を大きく上回っているので、目標

値の設定の見直し等について検討されたい。 
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⑦ みえの安全・安心農業生産推進方針 主担当部 農水商工部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

平成6年3月に策定された「三重県環境保全型農業推進基本方針」を見直した計画で

あり、「有機農業の推進に関する法律」に基づく県の推進計画としても位置づけている。 

食の安全・安心に関する消費者ニーズや環境に配慮した生産活動への社会的ニーズに

応えるため、安全と安心を守る三重の農業を実践し、生産者と消費者がともに支えあう

姿をめざすことにより、県民満足度の向上を図る。 

施策方針・取組方

向等 

本県の農業において、「食の安全・安心を確保する生産管理への取組」や「環境に配慮

した持続可能な生産への取組」を一体的に実践する「みえの安全・安心農業」を生産者

と消費者がともに支えあうことにより、県民満足度の向上を図るとともに、顔の見える

地産地消の確立や市場評価の向上による産地の振興に取り組み、県民から支持される農

産物が十分に確保され、安定的に供給できるようにする。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策221: 安全で安心な農産物の安定的な農産物の安定的な供給 

222: 農林水産資源の高付加価値化 

舞台 元気3:食に学び、食を育む環境づくりプログラム 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 
みえの安全・安心農業生産推進方針 (計画期間：平成21年～25年度) 

関連する県の計画 

食の安全・安心確保基本方針、三重県食育推進計画、三重県農業経営基盤の促進に関

する基本計画、新たな三重の米(水田農業)戦略、三重の農産振興計画、三重県茶業振興

指針、三重の野菜振興計画(以上、農水商工部)、三重県危機管理計画(防災危機管理部) 
 

 県担当部局のみで検討 
 庁内部局横断的組織のみで検討 

県民 企業 
NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町 

学識 

経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○ ○  ○   ○  

 県担当部局のみで推進 

○ 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町 

学識 

経験者 推進組織の体制 

 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成        
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○  ○   ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

レット等 

策定段階 ○  ○ ○    ○  

完 成 時     ○  ○ ○  

推 進 時          

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時           

(進行管理の頻度) 毎年度     (実施内容) 数値目標、施策、事業 

進捗状況の評価 
県内産品を購入する人の割合が、平成19年度から21年度にかけて7ポイント低下する

など、生産者側の目標に対し、実績が下回っている。 

実績との乖離
が大きい目標 

①産地におけるGAP実施率 

②麦・大豆等作付水田における土づくり実施率 

③県内産品を意識的に購入する人の割合(％)  

直面する課題 
数値目標について、達成率が低いものを中心に十分検証し、今後の取組等につなげてい

く必要がある。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 今後の見通し 

方針の見直しが平成25年度に実施される予定であることから、現在の進捗状況を十分検

証し、今後の取組方向について検討することとしている。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

統計資料やパブリックコメント等により、現状及びニーズについて把握し、方針に反映するとともに、

学識経験者、消費者団体、小売店等で構成する「みえの人と自然にやさしい農業推進方針検討会」にお

いて協議を行った上で策定している。 

 

計画内容 

● 当該方針の推進主体である生産者、消費者等の役割分担(各主体の位置づけや消費者の具体的な行

動)、計画期間、評価の方法、所管部局等の記載が不十分であるため、明記しておくことが望ましい。 

●  当該方針には進捗状況等を情報提供する方法の記載がないので、記載することが望ましい。 

● 当該方針で掲げた数値目標のうち「環境保全型農業の取組率」は、5年単位で実施される農林業セ

ンサス(平成17年度末)をもとに設定しているために、途中段階における進捗状況が把握できないこ

とから、あらたな数値目標の設定を含めた検討を行うことが望ましい。 

(背景1) 

消費者に対し、積極的に安全・安心な農産物を購入することを促すことが必要であるが、当該方針で

示す消費者の「認知・支持」とはどのような行動であるか、具体的にどこでどのような農産物を買えば

良いのかなど、消費者に対して求める行動が示されていない。 

また、当該方針の各推進主体(生産者、消費者、県民等)の位置づけ、計画期間、評価の方法、所管部

局、取組スケジュール等の具体的な記載がない。 

 

(背景2) 

当該方針の推進主体である生産者等の関係者や、方針の取組方向と密接に関係のある消費者対策(生

活・文化部)、食育(教育委員会)等の県関係部局へ進捗状況等の情報提供をする方法が明確に示されて

いない。 

 

(背景3) 

当該方針の数値目標は6項目あり、それぞれ取組方向と関連付けて策定されている。 

数値目標のうち、「環境保全型農業の取組率」(販売農家数・％)については、農林業センサスをもと

に設定されているが、農林業センサスは5年単位で実施することから、最終年度に対する目標達成度は

明らかになるものの、途中段階における進捗状況を把握することができない。 
 

※環境保全型農業・・・農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和等に留意しつつ、土づくり等を通

じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業のこと 

※農林業センサス・・・我が国農林業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに、農山村の実態を総合的

に把握し、また、農林行政の企画・立案・推進のための基礎資料を作成し、提供することを目的に、5年ご

とに行う調査 

 

計画の推進方法 

● 消費者対策や食育等に関する県関係部局との情報共有が十分なされていなかったので、今後は

連携を強化し計画の効果的な推進に努めることが望ましい。 

● 県の公表義務情報であるが、達成状況、進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総

合窓口で公開していないので「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき適切に処理

する必要がある。 

●  一部の数値目標について実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向けた取組を充実・強

化していくことが望ましい。 
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(背景1) 

当該方針の推進組織である「みえの安全・安心農業生産推進会議」、「同幹事会」は、関係する部・

室(農水商工部9室及び環境森林部1室)で運営している。進捗状況等について、推進主体である生

産者や消費者等には、毎年シンポジウムを開催し、進捗状況の報告や意見交換会等を実施している

が、方針の取組方向と密接に関係のある消費者対策(生活・文化部)や食育(教育委員会)等県関係部

局への情報提供・共有がなされていない。  
 

(背景2) 

当該方針は「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」の平成 22 年 4月改正により「公

表義務情報」に位置づけられている。方針や変更された方針はホームページに掲載している

が、達成状況・進捗状況については、ホームページへの掲載・情報公開・個人情報総合窓口

での資料等の閲覧とも実施していない。 
 

(背景3) 

実績との乖離が大きい目標の状況 

目 標 項 目 
目標値 

(25年度) 

実績値 

(21年度) 
状   況 

産地におけるGAP(※)実施率 

 (産地数・%) 
100% 25% 

GAP手法に関する理解は進んでおり、大部分の産

地への導入は可能と思われるが、25 年度までに

100％を達成することは厳しい状況である。 

麦・大豆等作付水田における 

土づくり実施率  (面積・%) 
50% 13% 

環境保全の観点から土づくりは進んでいくと思わ

れるが、麦・大豆等の作付は生産調整等農業施策

の影響を受ける可能性がある。 

県内産品を意識的に購入する 

人の割合        (%) 
70% 35%  

さまざまなプロジェクトにより推進しているも

のの、アンケート結果に反映されていないため、

さらに多角的に推進していく予定である。 

※GAP･･･農業生産工程管理(GAP:Good Agricultural Practice)のこと。農業生産現場において、生産者自らが 
農産物の安全確保、農産物の品質向上、環境保全、労働安全の確保等を達成するために、一連の生産
工程を管理するプロセスチェック手法のことをいう。 
 

意見 
 
１ 推進主体の役割分担等の明確化 

当該方針の推進主体である生産者、消費者等の役割分担及び計画期間、評価の方法や担当部局

等の記載が不十分であるので、方針において明記するよう努められたい。 
 

２ 数値目標の適切な設定と達成に向けた取組 

数値目標のうち「環境保全型農業の取組率」について、途中段階における達成状況が把握でき

ないことから、あらたな数値目標の設定も含め適切な進行管理に努められたい。 

また、一部の数値目標については、実績との乖離が大きい状況にあるので、達成に向けた取組

を充実・強化するなどにより計画の推進に努められたい。 
 

３ 県関係部局との連携 

  消費者対策等に関する県関係部局との情報共有が十分なされていなかったので、今後は連携を

強化し計画の効果的な推進に努められたい。 
 

４ 進捗状況等の公表 

県の公表義務情報であるが、達成状況、進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総

合窓口で公開していないので「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき公表された

い。 
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⑧ 三重県観光振興プラン 主担当部 農水商工部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

新三重観光計画(平成5年策定)に基づいて、リゾート法の推進等施設整備を中心にす

えた戦略を見直し、新たな計画として策定した。式年遷宮が行われる25年に向け、三重

県がめざすべき姿とその実現に向けた道筋を示す。 

施策方針・取組方

向等 

「観光地は、全国から多くの人が訪れ、にぎわっている」姿をめざすため、①独自の

歴史・文化の保存や環境の保全への配慮・地域資源の活用、②安心して楽しめる観光、

③リーディング産業としての観光産業、④持続可能な自律的で個性豊かな観光地づくり、

⑤観光振興と県民生活の向上の一体的展開の5つを掲げ、①新しいツーリズムへの対応、

②観光産業の高付加価値化への対応、③多様な主体による観光地づくりへの対応の3つ

の方向で取り組む。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 

施策233:観光・交流産業の振興 

重点 絆１:「住んでよし、訪れてよし」の観光みえ・魅力増進対策 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

三重県観光振興プラン (計画期間：平成16年度～25年度) 

              第１期戦略 平成16年11月～19年度 

第2期戦略 平成20年度   ～22年度  

              第3期戦略 平成23年度   ～25年度(予定) 

関連する県の計画 

「美し国おこし・三重」基本構想・基本計画(政策部)、宮川流域ルネッサンス事業実

施計画(政策部)、新道路整備戦略(県土整備部)、環境基本計画(環境森林部)、みえの森

林づくり基本計画(環境森林部)他 
 

 県担当部局のみで検討 
 庁内部局横断的組織のみで検討 

県民 企業 
NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町 

学識 

経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成  ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

○ 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町 

学識 

経験者 推進組織の体制 

 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成        
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

 レット等 

策定段階  ○ ○ ○    ○  

完 成 時    ○ ○   ○ ○ 

推 進 時    ○    ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時   ○ ○    ○   

(進行管理の頻度) 毎年度     (実施内容) 数値目標、施策・事業 

 

 

進捗状況の評価 

長引く経済不況や高速道路の休日特別割引制度の実施、県内高速道路一部無料化社会実

験の影響による日帰り客の増加等の外的な影響により観光需要が停滞する中、観光入込客

数は達成率が99.1％となっている。また、観光客満足度指数は、平成22年度に75.0％以

上の目標に対し、21年度実績で59.3%と未達成である。 

実績との乖離
が大きい目標 

観光客満足度指数 

直面する課題 

観光入込客数は順調に伸びているものの、観光客満足度が低下していることから、ます

ます地域の魅力づくりや地域資源を活かした商品づくりが重要となっており、観光客の期

待に応える観光振興の取組を進める必要がある。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 

今後の見通し 
第2期戦略の推進状況を踏まえ、三重県観光振興条例(仮称)の制定及び当該条例に基づ

いた次期戦略の策定に向けた検討を進めていくこととしている。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

概ね適切に処理されていた。 

(背景) 

統計資料等により現状及びニーズについて把握し計画に反映するとともに、観光事業者、民間企

業等関係者や、学識経験者等で構成する「三重県の観光振興のあり方検討懇話会」において検討を

行った上で策定している。 

 

計画内容 

● 推進主体の役割分担や進行管理、評価の方法が明確にされていないので、推進主体間で共有す

るとともに、計画書に明記することが望ましい。 

(背景) 

当該計画がめざす「観光地は、全国から多くの人が訪れ、にぎわっている」姿を実現するため、

平成18年に観光局を設置するとともに、地域担当及び観光プロデューサーを配置し、市町、関係団

体、事業者と連携した取組を進めている。県以外の多様な主体に対しては、観光連盟の会員、ボラ

ンティア協議会等のネットワークを活用し、意見聴取や情報提供を行うことで、日常的にニーズ把

握、情報共有を行っている。 

しかし、各主体の役割分担については、第1期戦略において、「県が総合的な観光行政組織を検討

すること。観光関係諸機関の連携体制の整備、役割分担の明確化の必要性」について記載している

が、第2期戦略では明確にされていない。 

 

  進行管理・評価については、第1期戦略の実績の確認と評価を第2期戦略策定の際に実施した上

で、第2期戦略の巻末に第1期戦略の成果を記載する手法をとっており、第1期戦略の成果をふま

えて第 2 期戦略が策定されたという点が明確になり、県民の視点からもわかりやすく新しい形とし

て評価できる。 

また、「三重県観光振興プラン推進会議」、「三重県観光振興プラン推進会議幹事会」において進捗

状況の把握、意見交換等を行なっている。 

しかし、これらは県職員のみで構成する会議であり、県以外の主体に対しては、進行管理、評価

の方法が明確にされていない。 

 

計画の推進方法 

● 県の公表義務情報であるが達成状況、進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総合

窓口で公開していないので「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき適切に処理す

る必要がある。 

● 数値目標のうち、「観光客満足度指数」は、実績との乖離が大きい状況にあるので、達成に向け

た取組を充実・強化することが望ましい。 

(背景1) 

当該計画は「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」の平成22年4月改正により「公表義務

情報」に位置づけられている。計画そのものや計画変更に伴う新計画はホームページに掲載してい

るが、達成状況・進捗状況については、県のホームページ、情報公開・個人情報総合窓口での資料

等の閲覧とも実施していない。 

なお、県民向けの情報提供については、メディアやイベント等におけるPRを行ったほか、第1期

戦略の実績を、第2期戦略の巻末に詳細に記載し、第1期戦略の成果を公表している。 
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(背景2) 

実績との乖離が大きい目標の状況 

目 標 項 目 
目標値 

(22年度) 

実績値 

(21年度) 
達成率 

観光客満足度指数 75.0 %以上 59.3 % 79.1 % 

 

「観光客満足度指数」は平成 20 年度結果と比べ全体で 3.9 ポイント減少し、18 年度から減少傾

向となっている。これは、長引く不況や高速道路の休日特別割引制度の実施、県内高速道路一部無

料化社会実験の影響(日帰り客の増加や近隣地からの客層が増えたことによる全体の満足度の低下)

等の想定外のマイナス要因が大きいことが原因となっている。 

 

 

意見 
 
１ 数値目標達成に向けた取組 

数値目標のうち、「観光客満足度指数」は、実績との乖離が大きい状況にあるので、達成に向け

取組を充実・強化するなどにより計画の推進に努められたい。 
 

２ 多様な主体の積極的な参画 

計画がめざす姿を実現するための多様な主体の積極的な参画を促すしくみはあるものの、計画

に記載されていないので、推進主体の役割分担や進行管理・評価の方法を明確にして推進主体間

で共有するとともに、計画書への記載に努められたい。 
 

３ 進捗状況等の公表 

県の公表義務情報であるが、達成状況・進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報総

合窓口で公開していないので「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき公表された

い。 
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⑨ 三重県住生活基本計画 主担当部 県土整備部 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

県民の住生活の安定確保及び向上を図るため、県が目指す住生活の将来像とともに、

その実現に向けた手法と、県・市町・県民・住宅関連事業者の各主体の役割分担を明確

にし、各主体が主体的に活動するための指針として共有することにより、県民の住生活

に関する多様なニーズや地域の実情に応じた施策が、効果的かつ持続的に展開されるこ

とを目的とする。 

施策方針・取組方

向等 

4 つの基本方針(良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継 、良好な居住環境

の形成、多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備、住宅の確保に特に

配慮を要する方の居住の安定の確保)に基づき、県・市町・県民・住宅関連事業者が連携

し、多様な施策を展開する。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (No) 
施策542 ：快適で安心な住まいづくり 他 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

住生活基本計画(全国計画) (計画期間：平成18年度～27年度) 

三重県住生活基本計画 (計画期間：平成18年度～27年度) 

関連する県の計画 三重県耐震改修促進計画(県土整備部)、第2次三重県地域住宅計画(県土整備部)他 
 

 県担当部局のみで検討 
 庁内部局横断的組織のみで検討 

県民 企業 
NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町  

 学識 

経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成      ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町  

 学識 

経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成      ○  
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

○ ○    ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

 レット等 

策定段階   ○ ○    ○  

完 成 時    ○    ○ ○ 

推 進 時        ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時           

(進行管理の頻度) 毎年実施    (実施内容) 数値目標、施策、役割分担 

 

進捗状況の評価 

①計画の主な目標である「木造住宅の耐震化」等6項目の数値目標が、実績と大きく乖離

している。 

②計画で描かれているめざすべき姿の実現に向け、関係部局が連携を密にして、積極的な

事業展開を図るためには進行管理の体制等が不十分である。 

実績との乖離
が大きい目標 

①木造住宅の耐震診断率、②「三重の木｣認証材の製材工場からの出荷量、③防災に関し自

助の取組を行っている県民の割合、④事前に消費者トラブルを回避するように助言した割

合、⑤県営住宅の高齢者対応率、⑥公営住宅供給目標量 

直面する課題 

上記実績との乖離が大きい目標の達成に向けた取組を、さらに進める必要がある。 

平成23年度に国の計画が変更されることから、県の計画もこれに合わせて見直しを行う

必要がある。 

進 
 
行 
 
管 
 
理 
 
・ 
 
評 
 
価 

今後の見通し 

実績との乖離が大きい数値目標については、いずれも重要なものであることから、今後

も多様な主体と連携し、一層の推進を図っていくこととしている。 

平成23年度の計画変更に備え、国の動向を注視していく。また、数値目標についても、

現在の進捗状況等をふまえて追加・見直しを行い、計画変更時に反映させる予定である。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

● 当該計画は、県民が取り組む指針として位置づけ、その役割も大きいこと、また、主な数値目

標である「木造住宅の耐震診断率」の進捗が困難であること等から、計画の策定を普及啓発の一

つの手段としてとらえ、パブリックコメントの実施にとどまらず、意見交換会等により県民から

の意見聴取の機会を設けることが望ましい。 

● 素案や最終案について、県関係部局に対して文書による意見照会を行っているが、所管室と関

係部局との調整にとどまっている。関係部局が多数あることから、庁内連携による計画の効果的

推進を見据え、検討・協議を行う場を設置するなど、一層連携を強化し取り組むことが望ましい。 

(背景1) 

計画策定が円滑に行われるよう国の考えや留意点を示す国の技術的助言に基づき、「三重県住生活

基本計画策定懇話会」や「市町住宅政策会議」において、学識経験者や市町関係者から意見を聴取

し計画に反映させているが、懇話会に県民が参画していない。 

・三重県住生活基本計画策定懇話会：学識経験者 6 人(住宅・不動産、障がい者、高齢者、地

域政策、社会学等の学識経験者)、コンサルタント2人 

・市町住宅政策会議((現)三重県地域住宅協議会)：県(住宅室4人)、29市町の住宅関係担当者) 
 

その他、県民等の意見を反映するために、「住生活基本法」第17条に基づき、パブリックコメン

トを実施し、その結果、43件の意見が出され計画に反映している。 
 

(背景2) 

素案や最終案について、県関係部局(8部28室)に対して文書による意見照会を行うことにより、

関連計画との整合を図るとともに、施策や指標への位置づけが必要なものについて提案を求め、提

出された意見を計画に反映させている。しかし、それらは所管室と関係部局との調整にとどまって

おり、必ずしも計画推進体制を見据えた相互に連携した取組や目標設定等を行なうための議論が十

分なされた状況とはいえない。 

 

計画内容 

◎  当該計画には県の取組を所管する部局が多数あることから、取組ごとに所管部局名を明記し、

責任の所在を明らかにするための工夫をしている。 

● ほとんどの数値目標が、計画中間時点の目標設定にとどまっており、進捗状況がわかりにくい

ので、最終年度の目標を設定することが望ましい。 

● 数値目標である「公営住宅供給目標量」について、設定根拠が明確に示されておらず、県民に

わかりにくいものとなっていることから、設定根拠等も含めた記載を行うことが望ましい。 

(背景1) 

記載方法は、グラフ、図表、写真や統計を活用するとともに、多色刷とし、概要版も作成してい

る。また、県の取組を所管する部局が多数あることから、取組ごとに所管部局名を明記するなど、

わかりやすく具体的な内容となっている。 

さらに、資料編では、策定時の体制、委員名簿、会議の回数等についても記載し、意思形成過程

の透明化を図っている。 

 

(背景2) 

計画期間が、平成18年度から27年度であるにもかかわらず、全国計画が22年度に見直されるこ

とや、計画期間が22年度までの「県民しあわせプラン第二次戦略計画」から数値目標を抽出したこ

とにより、「公営住宅供給目標量」を除く14の数値目標が22年度までの目標値となっている。 

 

(背景3) 

数値目標のうち「公営住宅供給目標量」については、供給量総数とその内訳の新規整備・建替戸

数を目標値として掲げているが、計画には、現時点での充足率や耐用年数等、必要量の根拠に関す

る数値の記述がない。 

平成23年3月4日 三　重　県　公　報 号　　外

58



計画の推進方法 

◎ 県ホームページにより、当該計画と併せ各種補助支援制度や相談窓口等の関連情報を総合的に

提供しており、計画の推進に向けた普及啓発に工夫が見られる。 

● 計画の進捗状況や課題等について、県関係部局や県民等との情報共有が十分なされていなかっ

たので、今後は推進組織の機能強化や県民等が参加できるしくみを構築し計画の一層の推進に努

めることが望ましい。 

● 県の公表義務情報であるが、達成状況・進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報相

談窓口で公開していないので、「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき適切に処理

する必要がある。 

● 一部の数値目標について、計画中間段階における目標と実績との乖離が大きい項目があるので、

達成に向けた取組を充実・強化していくことが望ましい。 

また、平成 21 年度実績が、22 年度目標値を大幅に上回っている目標項目があるので、目標値

の見直しを検討することが望ましい。 
(背景1) 

法に基づき、計画書や概要版について、県民や関係事業者等に向け情報公開窓口での閲覧や報道

機関への資料提供を行っている。さらに、県のホームページ(e－すまい三重)では、計画書や概要版

以外に住宅関係の各種事業、補助・支援制度、相談窓口やイベント等の情報を、総合的にわかりや

すい形で事業者や県民向けに提供している。なお、他県で同様の総合的情報提供を行っているのは、

福島県、宮城県、長野県、山梨県、兵庫県等であったが、宅地開発の関係まで含めた情報提供を行

っているのは本県のみである。 

 

(背景2) 

当該計画の推進組織には、県関係部局(8部28室)担当者で構成する「住生活関連施策推進会議」

と、県と29市町の住宅関係施策担当課で構成する「三重県地域住宅協議会」がある。 

「住生活関連施策推進会議」については、所管室が、年に 1 回、関係部局に文書で住宅関連制度

を紹介し、制度活用の検討と市町への紹介を依頼することで会議開催に代えている。 

なお、進捗状況については、毎年、関係部局が県の施策のすべてを含む県政報告書により把握で

きる状況にあることから、改めて情報共有していない。 

また、「住生活関連施策推進会議」と「三重県地域住宅協議会」のいずれの組織にも、県民や住

宅関連事業者が参画していない。当該計画では、県民や住宅関連事業者に期待する役割が大きいこ

とから、計画の実施状況等に対する意見交換会等により、計画の一層の推進を図る手法も考えられ

る。 

なお、事業単位では、木造住宅耐震化や居住支援等の関係において、産官学連携や関係団体等を

交えた取組を進めており、「住生活基本法」で定めた各主体の連携・協力のもとで、計画を推進する

体制づくりが見受けられる。 

  

(背景3) 

当該計画を構成する取組や数値目標は、「県民しあわせプラン・第二次戦略計画」から抽出したも

ので、その進捗状況は、毎年、県の施策のすべてを含む県政報告書により一元的に提供されている。

しかし、当該計画に関連する施策は多数あることから県政報告書のみで、計画の枠組みにおける達

成状況を把握することは容易でない。 

なお、当該計画は、平成22年4月に「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」の改正を受け、

「公表義務情報」となり、達成状況・進捗状況の公表が義務づけられた。 

 

(背景4) 

・経済情勢の悪化や国の高い目標値等にあわせたことにより、実績との乖離が大きい6項目の数値目標が

ある。 
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  実績との乖離が大きい目標の状況 

目 標 項 目 
目標値 

(22年度) 

実績値 

(21年度) 
目標値と実績値が大きく乖離した理由 

木造住宅の耐震診

断率 
16.6% 12.6% 

国の目標にあわせ設定し、県・市町・民間団体等協働で

個別訪問等を行っているが、制度周知に時間を要する。 

「三重の木」認証

材の製材工場から

の出荷量 

 10,000㎥ 8,668㎥ 

厳しい経済情勢等の影響から、新築住宅着工数が減少し

た。 

防災に関して自助

の取組を行ってい

る県民の割合 

50% 43.9% 

過去のトレンドをとらえ設定した目標であり、訓練や自

主防災だよりの発行等支援により自助の取組を推進して

いるものの、十分ではない。 

事前に消費者トラ

ブルを回避するよ

うに助言した割合 

16% 11.4% 

過去のトレンドをとらえ設定した目標であるが、厳しい

経済情勢等の影響から悪徳商法の手口が巧妙化した。 

県営住宅の高齢者

対応率 
64% 56.7% 

あるべき姿を示す理想値として定めたが、工事の際の入

居者の理解を得るのに時間を要する。 

公営住宅供給目標

量 
4,476戸 2,968戸 

財政状況により新規整備や建替えが困難なこと、また、

社会情勢より入居者の回転率が低下しているため。 

 

・平成21年度実績値が22年度目標値を大きく上回っている2つの目標項目があった。 

「e-すまい三重ホームページアクセス数」：22年度目標 320,000件、21年度実績 420,120件 

「高齢者の入居を拒まない賃貸住宅の登録戸数」：22年度目標 700戸、21年度実績 2,772戸 

  

・現在、国は、社会情勢の変化及び施策の効果に対する評価をふまえ、「住生活基本計画(全国計画)」

を見直している。県も23年度に全国計画にあわせて見直しを行う予定である。 

 

 

意見 
 
１ 計画策定・推進のしくみ 

計画策定・推進段階において、県関係部局との連携や県民からの意見聴取の機会の確保が十分

なされていない。計画の特性を十分ふまえ、計画の策定・推進組織の機能の強化や県民等が積極

的に参加できるしくみの構築に努められたい。 

 

２ 数値目標の適切な設定と達成に向けた取組 

数値目標について、計画最終年度の目標設定を行っていないもの、設定根拠が明らかでないも

のや平成 21 年度実績値が 22 年度目標値を大きく上回っているものがあった。計画の実効性の確

保や県民への説明責任といった観点から、計画見直し時には、数値目標の適切な設定や設定根拠

の明示に努められたい。 

また、一部の数値目標について実績との乖離が大きい項目があるので、達成に向け取組を充実・

強化するなどにより、計画の推進に努められたい。 

 

３  進捗状況等の公表 

県の公表義務情報であるが、達成状況・進捗状況は県のホームページ、情報公開・個人情報相談

窓口で公開していないので、「三重県の情報提供施策の推進に関する要綱」に基づき公表されたい。 
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⑩ 県立高等学校再編活性化第三次実施計画 主担当部 教育委員会事務局 

Ⅰ 計画の概要 

基本計画等の策定 

根拠・趣旨・目的 

少子化等の社会潮流の変化を教育の環境、条件、内容面における質的向上を図る機会

と捉え、県立高等学校の適正規模・適正配置を計画的に推進し、生徒に魅力ある教育環

境の実施内容を示す。 

施策方針・取組方

向等 

広く県民から信頼される高等学校教育とするため、全ての県立高等学校が地域ととも

に改革を進め特色化・魅力化していくことをめざして、県立高等学校の適正規模・適正

配置を進め、学校が進める取組に対して必要な支援を行い、今後行おうとする具体的な

実施内容をあらかじめ示す。 

第二次戦略計画の

関連施策名 (№) 
施策122：学校教育の充実 

基本計画等の計画 

体系及び計画期間 

三重県教育振興ビジョン        (計画期間：平成11年度～22年度) 

三重県教育振興ビジョン第四次推進計画 (計画期間：平成19年度～22年度) 

県立高等学校再編活性化基本計画    (計画期間：平成14年度～23年度) 

県立高等学校再編活性化第三次実施計画 (計画期間：平成20年度～23年度) 

関連する県の計画  三重県教育振興ビジョン(教育委員会) 
 

 県担当部局のみで検討 

 庁内部局横断的組織のみで検討 
県民 企業 

NPO

等 
関係 

団体等 
国  市町 

  学識 

  経験者 計画の策定体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で検討 

委員

会の

構成 ○ ○  ○  ○ ○  

 県担当部局のみで推進 

 庁内部局横断的組織のみで推進 
県民 企業 

NPO 

等 

関係 

団体等 
国 市町 

 学識 

 経験者 推進組織の体制 

○ 県以外の委員を含めた委員会等で推進 

委員

会の

構成 ○ ○  ○  ○ ○ 
 

県民 企業 NPO等 関係団体等 国 市町 県 
推  進  主  体 

     ○ ○ 
 

情   報   提   供  

 

委員 

会等 

参加 

意見 

交換 

会等 

パブ 

コメ 
報道資

料提供 

県政 

だより 

市町 

広報誌 

 関係団体 

 機関紙 

ホーム 

ページ 

 パンフ 

 レット等 

策定段階 ○ ○ ○ ○   ○ ○  

完 成 時    ○ ○  ○ ○  

推 進 時 ○ ○  ○ ○  ○ ○  

 

 

県民からの意見聴

取・情報提供等 

 

見直し時           

(進行管理の頻度) 毎年度及び適宜 (実施内容) 期間目標など 

進捗状況の評価 

実施計画の期間目標は3項目あるが、2項目が既に達成しており、残る1項目も目処が

ついている。こうした成果には、計画の策定段階から取組の展開や進行管理に至るまで、

各地域に「地域協議会」へ教育関係者だけでなく地域の多様な主体が参画し、一貫して関

与する体制が大きく寄与している。 

実績との乖離
が大きい目標 

― 

直面する課題 ― 

進

行

管

理

・

評

価 今後の見通し 残る1項目についても順調に準備を進めており、計画どおりの達成が見込まれる。 
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Ⅱ 各視点における監査の結果 

計画の策定 

○ 保護者や地元関係者等で構成する「地域協議会」での協議に基づいて計画を策定しており、地

域の実情やニーズを把握するとともに、計画策定に関する検討を行うことを通して、地域ととも

に行う県立高等学校の再編や活性化における着実な取組につながっている。 

(背景) 

「地域協議会」は、県立高等学校が特色化や魅力化を図ることを目指して、地域住民、市町や中

学校関係者を含む教育関係者で構成されており、前計画の進捗状況等をふまえ、地域の事情や特性

も考慮して、県立高等学校の再編活性化策等を検討し、県教育委員会事務局に対して報告等を行っ

ている。 

県教育委員会事務局は、こうした「地域協議会」からの報告書等に基づいて、当該計画の策定を

行っており、「地域協議会」が計画の策定段階から、展開や進行管理に至るまで一貫して関与するこ

とで計画の実効性を高めている。 

 

計画内容 

● 当該計画書には目次がなく、構成等が明確とはいえないことから、県民にわかりにくいものと

なっている。教育関係者だけでなく地域住民とともに進める計画として、広く県民に理解を得る

ためには、施策の背景、現状や課題を記載し、施策の筋立等を示した上で、展開手法や進行管理・

評価の方法について記載することが望ましい。 

● 活性化に向けた取組については、進むべき方向性は示されているものの、具体的な目標が設定

されていない。そのため、進捗状況がわかりにくいことから、受験生、在校生やその保護者等へ

の影響も配慮した上で、目標を設定することが望ましい。 

(背景1) 

地域とともに県立高等学校の特色や魅力を高める上で、計画書の理解を深めるためにわかりやす

い計画書を作成することが望ましいが、当該計画書には目次がなく、施策の背景、現状や課題等の

構成が明確でない。また、計画策定主体の連絡先や進行管理・評価の方法等も明記されていない。 

 

(背景2) 

当該計画の取組は、適正規模・適正配置に向けた取組と活性化に向けた取組で構成されており、

前者については目標の設定を行っているが、後者については、当該計画によって進むべき方向性は

示されているものの、目標設定が具体的でない。 

 

計画の推進方法 

概ね適切に処理されていた。  

(背景) 

毎年の進行管理・評価は教育委員会事務局が行っており、その評価は県議会をはじめ、校長会、

教育長会等の教育関係者に対し公表している。加えて、地域ごとの進行管理・評価を「地域協議会」

でも行っており、協議会ごとに報告書を作成し公開している。  
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意見 
 
１ 進行管理と評価の記載 

活性化に向けた取組については、当該計画によって進むべき方向性は示されているものの、目

標の設定が具体的でなく、また、進行管理や評価方法の記述がない。 

受験生、在校生やその保護者に影響がないよう慎重に判断する必要があるが、次期計画策定時

には目標設定、進行管理や評価方法の記載に努められたい。 

 

２ 計画書の構成の明瞭化 

当該計画は、構成等が明確とはいえないことから、次期計画の策定にあたっては、施策の背景、

現状、課題、取組の体系や展開手法を具体的に記載するよう努められたい。 
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第6 三重県の計画の状況 

 

今回、監査を実施した 10 計画以外の計画についても、計画策定段階から推進段階までの状況

や計画内容等について、補足調査票の提出を求めた。 

 

各部局からの回答結果では、課題やニーズの把握については多様な手法で把握に努めているも

のの、県民等を直接対象とした外部対象計画(50 計画)のうち、計画策定の委員会等への県民の

参画は 19 計画で外部対象計画の 38.0%であった(表 f 参照)。また、達成状況・進捗状況を県民

に公表をしなければならない公表義務情報となっている46計画のうち、半数の23計画が公表を

しておらず(表o-ⅱ参照)、監査結果と同様に対応を要する計画が見受けられた。 

今回、補足調査を実施した計画においても、各計画の目的や特性等を踏まえ、監査結果を計画

の策定、推進や見直し時の参考とし、県民の意見を反映するなど計画の実効性の確保を一層図る

ことが望まれる。 

 

※ 今回の補足調査では、事前に把握した79計画のうち、監査対象計画(10計画)を除く69

計画を調査した。監査対象計画(10計画)をあわせた79計画の状況については、以下のとお

りである。 

 

１ 計画の概要 

(1) 部局別計画数と策定根拠 

部局別では健康福祉部、環境森林部及び農水商工部が多く、企業庁は1計画のみであった。 

策定根拠については、法律や政令等に基づくものが 41 計画(51.9%)で最も多く、国の指針

等に基づくものが 10 計画(12.7%)、条例に基づくものが7 計画(8.9%)、その他県の構想等に

基づくものが21計画(26.5%)であった。 

(図 a)計画の策定根拠

51.9%

12.7%

8.9%

26.5%

法律・政令・省令 国の指針等

条例 県の構想・計画・指針等
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(表a)  部局別計画数と策定根拠                             (単位：計画数) 

国の法令・指針等によるもの 県独自のもの 

法律・政令等 指針等 条 例 構想・計画等 所管部局名 計画数 

 構成比  構成比  構成比  構成比 

政    策    部 8 3 37.5% 1 12.5% 0 0.0% 4 50.0% 

総    務    部 4 1 25.0% 2 50.0% 0 0.0% 1 25.0% 

防災危機管理部 6 3 49.9% 1 16.7% 1 16.7% 1 16.7% 

生活・文化部 6 3 50.0% 0 0.0% 2 33.3% 1 16.7% 

健 康 福 祉 部 15 10 66.6% 3 20.0% 1 6.7% 1 6.7% 

環 境 森 林 部 13 7 53.8% 2 15.4% 2 15.4% 2 15.4% 

農 水 商 工 部 14 8 57.2% 1 7.1% 1 7.1% 4 28.6% 

県 土 整 備 部 5 2 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 60.0% 

企 業 庁 1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100% 

教 育 委 員 会 7 4 57.1% 0 0.0% 0 0.0% 3 42.9% 

合    計 79 41 51.9% 10 12.7% 7 8.9% 21 26.5% 

   ※ 構成比とは、各項目の対象所管部局に占める割合 

 

 (2) 計画期間の状況 

計画期間別に見ると、2～3年のものが11計画(14.0%)で、3年超～5年以下のものが28計

画(35.4%)、5 年超～10 年以下のものが29 計画(36.7%)と最も多く、10 年超のものが9計画

(11.4%)、計画期間が示されていないものが2計画(2.5%)であった。 

(図 b)計画期間の状況
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(表b)  計画期間の状況                              (単位：計画数) 

2年～3年以下 
3年超～5年 

以下 

5年超～10年 

以下 
10年超 

計画期間が示

されていない

もの 
所管部局名 

計

画

数 
 構成比  構成比  構成比  構成比  構成比 

政 策 部 8 1 12.5% 0 0.0% 6 75.0% 1 12.5% 0 0.0% 

総 務 部 4 2 50.0% 2 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

防災危機管部 6 0 0.0% 2 33.3% 1 16.7% 1 16.7% 2 33.3% 

生活・文化部 6 1 16.7% 2 33.3% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 

健 康 福 祉 部 15 5 33.3% 8 53.3% 2 13.4% 0 0.0% 0 0.0% 

環 境 森 林 部 13 1 7.7% 4 30.8% 5 38.4% 3 23.1% 0 0.0% 

農 水 商 工 部 14 1 7.1% 4 28.6% 8 57.2% 1 7.1% 0 0.0% 

県 土 整 備 部 5 0 0.0% 0 0.0% 3 60.0% 2 40.0% 0 0.0% 

企 業 庁 1 0 0.0% 1 100% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

教 育 委 員 会 7 0 0.0% 5 71.4% 1 14.3% 1 14.3% 0 0.0% 

合  計 79 11 14.0% 28 35.4% 29 36.7% 9 11.4% 2 2.5% 
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(3) 計画対象 

各計画の計画対象別に見ると、直接県民等を対象とした「外部対象計画」が50計画(63.2%)

で、健康福祉部や環境森林部等が所管する計画が多く見られる。また、県や市町等の行政の

組織や事務に関する「行政組織内計画」は 16 計画(20.3%)で、市町等の取組を支援して、間

接的に県民サービスの提供を図る計画等であり、防災危機管理部や政策部等が所管する計画

であった。県行政内部の組織や事務に関する「県組織内計画」は 13 計画(16.5%)で、総務部

等が所管する計画であった。 

(図 ｃ）計画対象の状況

63.2%
20.3%

16.5%

①外部対象計画 ②行政組織内計画 ③県組織内計画
 

(表c) 計画対象の状況                        (単位：計画数) 

外部対象計画 行政組織内計画 県組織内計画 
所管部局名 計画数 

 構成比  構成比  構成比 

政    策    部 8 4 50.0% 3 37.5% 1 12.5% 

総    務    部 4 0 0.0% 0 0.0% 4 100% 

防災危機管理部 6 2 33.3% 4 66.7% 0 0.0% 

生活・文化部 6 4 66.6% 1 16.7% 1 16.7% 

健 康 福 祉 部 15 14 93.3% 0 0.0% 1 6.7% 

環 境 森 林 部 13 9 69.2% 3 23.1% 1 7.7% 

農 水 商 工 部 14 7 50.0% 3 21.4% 4 28.6% 

県 土 整 備 部 5 5 100% 0 0.0% 0 0.0% 

企    業    庁 1 0 0.0% 1 100% 0 0.0% 

教 育 委 員 会 7 5 71.4% 1 14.3% 1 14.3% 

合   計 79 50 63.2% 16 20.3% 13 16.5% 
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２ 計画策定段階の状況 

(1) 現状、課題、ニーズ等の把握方法等 

現状、課題及びニーズ等の把握の方法を見ると、各種統計・資料によるものが70計画(88.6%)、

市町からの意見聴取によるものが56計画(70.9%)、学識経験者からの聴取によるものが50計

画(63.3％)などとなっており、多様な手法で把握に努めている。 

また、前計画の成果や課題を把握・分析し、新しい計画の策定等に活用している計画は、

46計画(58.2%)であった。 

(図 ｄ)現状、課題及びニーズの把握状況
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(表d) 計画対象別－現状、課題及びニーズの把握状況 (※複数回答あり)  (単位：計画数) 

計 画 対 象 計画数 
統計・ 

資料 

アンケー

ト・調査 

県民か

ら聴取 

市町か

ら聴取 
学識経験者

から聴取 

関係団体

から聴取 

前計画の 

成果･課題 
その他 

外部対象計画 50 49 29 32 37 40 35 30 2 

行政組織内計画 16 13 2 5 15 5 7 8 4 

県組織内計画 13 8 7 3 4 5 7 8 1 

計 画 総 数 79 70 38 40 56 50 49 46 7 

 割合 100% 88.6% 48.1% 50.6% 70.9% 63.3% 62.0% 58.2% 8.9% 

※ 割合とは、各項目の全計画に占める割合 

 

(2) 計画策定体制 

計画の策定体制を見ると、所管部局のみで策定しているものは13計画(16.5%)、所管部局及

び県関係部局で策定しているものが 11 計画(13.9%)、庁外組織を含めて策定しているものは

55 計画(69.6%)で最も多く、その内訳は審議会によるものが 24 計画、委員会等によるものが

31計画であった。 
 

(表e)  計画対象別－計画策定体制の状況                     (単位：計画数) 

庁外組織を含め策定 
所管部局のみ 

所管部局及び 

県関係部局  計 画 対 象 計画数 

 構成比  構成比 審議会 委員会等 
構成比 

外部対象計画 50 6 12.0% 1 2.0% 23 20 86.0% 

行政組織内計画 16 6 37.5% 3 18.7% 0 7 43.8% 

県組織内計画 13 1 7.7% 7 53.8% 1 4 38.5% 

計 画 総 数 79 13 16.5% 11 13.9% 24 31 69.6% 

 

また、庁外組織(委員会等)のメンバー構成の状況を見ると、関係団体等が 49 計画(62.0%)、

学識経験者が48計画(60.8%)、国・市町が44計画(55.7%)と多く、NPO 等は24計画(30.4%)、

県民や企業はともに23計画(29.1%)であった。 
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（図 ｆ）　委員会等のメンバー構成の状況
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 (表f)  計画対象別－委員会等のメンバー構成の状況(※複数回答あり、県職員除く) 

(単位：計画数) 

計 画 対 象 計画数 県 民 企 業 NPO等 
関係 

団体等 
国 市 町 

学識 

経験者 

外部対象計画 50 19 21 23 37 9 27   39 

行政組織内計画 16 2 1 0 5 2 5   5 

県組織内計画 13 2 1 1 7 0 1   4 

計  画  総  数 79 23 23 24 49 11 33   48 

 割合 100% 29.1% 29.1% 30.4% 62.0% 13.9% 41.8% 60.8% 

 

(表g)  計画対象別－庁内の計画検討体制の状況(※複数回答あり)      (単位：計画数) 
計 画 対 象 計画数 検討会等を設置 意見照会 必要なし 

外部対象計画 50 29 19 2 

行政組織内計画 16 5 9 2 

県組織内計画 13 8 3 2 

計 画 総 数 79 42 31 6 

 割合 100% 53.2% 39.2% 7.6% 

※ 意見照会には、協議等も含む。 

 

 (3) 県民からの意見聴取・情報提供等 

県民からの意見聴取と情報提供等の状況を見ると、パブリックコメントを行ったものは43

計画(54.4%)、次いで、県のホームページを活用して情報提供しているものが36計画(45.6%)、

報道機関への資料提供が28計画(35.4%)、意見交換会等が26計画(32.9%)などであった。 

 

(表h)  計画対象別－県民からの意見聴取・情報提供等(※複数回答あり)        (単位：計画数) 

情 報 提 供 

計画対象 計画数 

委員

会等 

参加 

意見 

交換

会等 

パブリ 

ックコ 

メント 
報道機関

資料提供

県政 

だより 

市町 

広報紙 

関係団体 

機関紙 
ホーム 

ページ 

パンフ 

 レット等 
 その他 

外部対象計画 50 15 20 34 23 4 2 4 29 12 1 

行政組織内計画 16 2 3 6 2 1 0 1 3 1 0 

県組織内計画 13 2 3 3 3 0 0 1 4 1 0 

計 画 総 数 79 19 26 43 28 5 2 6 36 14 1 

 割合 100% 24.1% 32.9% 54.4% 35.4% 6.3% 2,5% 7.6% 45.6% 17.7% 1.3% 
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３ 計画の内容 

(1) 計画の記載内容 

計画の記載内容を見ると、目標及び具体的取組に関する記載をしているものはともに68計

画(86.1%)、推進主体は51計画(64.6%)、推進体制・組織は40計画(50.6%)と記載内容の上位

を占めており、この傾向は外部対象計画の方が顕著であった。 

また、行政組織内計画及び県組織内計画では、県民の参画は少なく、また、進行管理や評

価の方法についても、記載していない計画が多い。 

 

(表i)  計画対象別－計画記載内容 (※複数回答あり)                 (単位：計画数) 

計 画 対 象 計画数 目 標 推進主体 
推進体制 

・組織 
県民参画 具体的取組 スケジュール 

外部対象計画 50 45 38 29 23 45 16 

行政組織内計画 16 13 7 4 1 14 6 

県組織内計画 13 10 6 7 0 9 1 

計 画 総 数 79 68 51 40 24 68 23 

 割合 100% 86.1% 64.6% 50.6% 30.4% 86.1% 29.1% 

 

計 画 対 象 計画数 進行管理 評価の方法 計画見直し 策定組織 
会議の 

開催状況 
その他 

外部対象計画 50 24 19 22 20 18 7 

行政組織内計画 16 3 1 2 1 1 1 

県組織内計画 13 2 1 2 0 0 0 

計 画 総 数 79 29 21 26 21 19 8 

 割合 100% 36.7% 26.6% 32.9% 26.6% 24.1% 10.1% 

 

(2) 目標の設定 

79計画のうち目標を設定しているものは68計画あり、目標の設定状況を見ると、計画の最

終年度のみに設定しているものが 42 計画(61.8%)、毎年度目標設定を行っているもの、中間

時点及び最終年度に設定を行っているものは、ともに9計画(13.2%)であった。 

 

(表j)  計画対象別－目標の設定状況 (※複数回答あり)                   (単位：計画数) 

毎年度設定 
中間時点及び 

最終年度 
最終年度のみ その他 

計 画 対 象 
目標設定

計画 
 構成比  構成比  構成比  構成比 

外 部 対 象 計 画 45 6 13.3% 6 13.3% 30 66.7% 8 17.8% 

行政組織内計画 13 1 7.7% 1 7.7% 8 61.5% 3 23.1% 

県 組 織 内 計 画 10 2 20.0% 2 20.0% 4 40.0% 2 20.0% 

数値目標設定計画数 68 9 13.2% 9 13.2% 42 61.8% 13 19.1% 
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４ 計画推進段階の状況 

(1) 計画推進体制 

計画の推進主体を見ると、すべての計画で県を推進主体の一つとして位置づけており、市町

も49計画(62.0%)であり、行政機関を推進主体の一つとして位置づけている計画が多い。行政

機関以外で推進主体として位置づけられているものは、関係団体等が38計画(48.1%)、県民が

30計画(38.0%)、企業が27計画(34.2%)、NPO等が23計画(29.1%)であった。 

 

(表k)  計画対象別－計画に係る推進主体の状況 (※複数回答あり)          (単位：計画数) 

企業・関係機関等 

計 画 対 象 計画数 県 民 
企 業 NPO等 

関係 

団体等 

国 市 町 県 その他 

外部対象計画 50 30 27 23 34 10 38   50        4 
行政組織内計画 16 0 0 0 4 4 11 16 0 

県組織内計画 13 0 0 0 0 0 0 13 2 

計  画  総  数 79 30 27 23 38 14 49 79 6 

 割合 100% 38.0% 34.2% 29.1% 48.1% 17.7% 62.0% 100%  7.6% 

 

また、推進組織の状況を見ると、所管部局のみで推進しているものは23計画(29.1%)、部局

横断的組織のみで推進しているものは26計画(32.9%)、委員会等を設置して推進しているもの

は30計画(38.0%)であった。 

 

(表l)  計画対象別－推進組織の状況                        (単位：計画数) 

所管部局のみで推進 
部局横断的組織 

のみで推進 
委員会等設置 

(県職員以外のメンバー含む) 計 画 対 象 計画数 

 構成比  構成比  構成比 

外 部対象 計画 50 14 28.0% 13 26.0% 23 46.0% 

行政組織内計画 16 5 31.3% 5 31.3% 6 37.4% 

県 組織内 計画 13 4 30.8% 8 61.5% 1 7.7% 

計  画  総  数 79 23 29.1% 26 32.9% 30 38.0% 

 

委員会等を設置している計画(30 計画)のうち、そのメンバー構成の状況を見ると、関係団

体等及び市町がともに25計画(83.3%)、学識経験者が21計画(70.0%)と多く、県民は13計画

(43.3%)、企業は9計画(30.0%)であった。 

 

(表m)  計画対象別－委員会等設置の状況とメンバー構成(※複数回答あり、県職員除く)  
 (単位：計画数) 

計 画 対 象 
委員会等 

設置画数 
県 民 企 業 NPO等 

関 係 

団体等 
国 市 町 

学 識 

経験者 

外 部 対 象 計 画 23 11 8 14       20 6 21       18 

行政組織内計画 6 1 1 0        4 2 4        2 

県 組 織 内 計 画 1 1 0 1        1 0 0        1 

計  画  総  数 30 13 9 15    25 8 25    21 

 割合 － 43.3% 30.0% 50.0%   83.3% 26.7% 83.3%  70.0% 
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(2) 進行管理・評価 

進行管理・評価を見ると、進行管理を毎年度実施しているものは 64 計画(81.0%)、計画の

中間時点に実施しているものは3計画(3.8%)、随時実施しているものは12計画(15.2%)であ

り、実施していない計画はなかった。 

 

(表n)  計画期間別－進行管理の実施状況                   (単位：計画数) 

毎年度 計画の中間時点 随 時 
計 画 期 間 計画数 

 構成比  構成比  構成比 

2 年～ 3 年以下 11 9  81.8% 0 0.0% 2  18.2% 

3 年超～ 5 年以下 28 25  89.2% 1 3.6% 2  7.2% 

5 年超～10 年以下 29 23  79.3% 2  6.9% 4 13.8% 

10年超 9 6  66.7% 0   0.0% 3 33.3% 

計画期間が示されて 

いないもの 
2 1  50.0% 0    0.0% 1 50.0% 

計 画 総 数   79 64  81.0% 3  3.8% 12 15.2% 

 

進行管理の内容を見ると、数値目標により進行管理を行っているものが 58 計画(73.4%)、

期間目標など数値以外の目標によるものが29計画(36.7%)、その他の方法によるものが10計

画(12.7%)であった。 

 

(表o-ⅰ) 計画期間別－進行管理の内容(※複数回答あり)                (単位：計画数) 

目    標 
計 画 期 間 計画数 

数値目標 数値以外の目標 
その他 

2 年～ 3 年以下 11 10 3 1 

3 年超～ 5 年以下 28 22 9 3 

5 年超～10 年以下 29 20 10 5 

10年超 9 5 6 1 

計画期間が示されて 

いないもの 
2 1 1 0 

計  画  総  数 79 58 29 10 

 割合 100% 73.4% 36.7% 12.7% 

 

計画の達成状況・進捗状況の県民等への公表状況を見ると、公表しているものは 41 計画

(51.9%)であり、残り 38 計画(48.1%)は公表していない。さらに、「三重県の情報提供施策の

推進に関する要綱」に基づく公表義務情報に該当するものは46計画あるものの、達成状況・

進捗状況の公表をしていないものはその半数である23計画であった。 

 

(表o-ⅱ)  計画対象別－進捗状況の公表の状況               (単位：計画数) 

計 画 数 公表義務情報の対象計画 左記以外の計画 
計 画 対 象 

 構成比  構成比  構成比 

公表している計画 41 51.9% 23 56.1% 18 43.9% 

公表していない計画 38 48.1% 23 60.5% 15 39.5% 

計  画  総  数 79 100% 46 58.2% 33 41.8% 
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 (3) 計画見直し 

計画の見直し状況を見ると、見直しが必要な計画は45計画あり、重要な項目の見直しが必

要なものは13計画(16.5%)、軽微な項目の見直しが必要なものは34計画(43.0%)であった。

また、見直しが必要な45計画のうち、18計画(40.0%)は必要が生じた時点、30計画(66.7%)

は次期の見直し時点で対応(予定を含む)している。 

 

(表p-ⅰ)  計画期間別－計画見直しの実施状況(※複数回答あり)         (単位：計画数) 

計画の見直しの必要性 

見直しが必要 

重要項目 軽微な項目 
見直しの必要なし 計 画 期 間 

 構成比  構成比   構成比 

2 年～ 3 年以下 1   9.1% 5  45.5% 6  54.5% 

3 年超～5 年以下 6  21.4% 11  39.3% 12  42.9% 

5年超～10年以下 2   6.9% 12  41.4% 14  48.3% 

10年超 4  44.4% 5  55.6% 1 11.1% 

計画期間が示されて 

いないもの 
0   0.0% 1  50.0% 1  50.0% 

計 画 総 数        13  16.5%              34  43.0% 34  43.0% 

 
見直しが必要な計画の見直し時期 

必要性が生じた都度 次期見直し時点 時期未定 計 画 期 間 
見直しが 

必要な計画数 
 構成比  構成比  構成比 

2 年～ 3 年以下 5  0 0.0% 5 100% 0  0.0% 

3 年超～5 年以下 16  10 62.5% 7 43.8% 0  0.0% 

5年超～10年以下 15   5 33.3% 12 80.0% 0  0.0% 

10年超 8   2 25.0% 6 75.0% 1  12.5% 

計画期間が示されて 

いないもの 
1  1 100% 0  0.0% 0  0.0% 

計 画 総 数 45   18 40.0% 30 66.7% 1  2.3% 

※ 次期見直し時点は、次期計画の策定も含む。 

 

(表p-ⅱ)  計画期間別－計画見直しの内容(※複数回答あり)           (単位：計画数) 

見 直 し 内 容 
計 画 期 間 計画数 

見直し実施

計画数 体 系 数値目標 施策・事業 その他 

2 年～ 3 年以下 11 3 1 1 2 0 

3 年超～5 年以下 28 12 3 4 6 0 

5 年超～10 年以下 29 11 2 3 7 2 

10年超 9 7 4 2      1 1 
計画期間が示されて 

いないもの 
2 1 0 0      1  0 

計 画 総 数 79 34 10 10 17 3 

 割合 100% 43.0% 32.3% 32.3% 54.8% 9.7% 
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 (4) 県民からの意見聴取・情報提供等 

県民への情報提供の状況を見ると、計画書完成時にはホームページへの掲載が 68 計画

(86.1%)、報道機関への資料提供が36計画(45.6%)、パンフレット等の作成が37計画(46.8%)

などとなっているが、推進時には計画書完成時より低くなり、ホームページへの掲載が51計

画(64.6%)、パンフレット等の作成は21計画(26.6%)などであった。 

 

(図 q）県民への情報提供等
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(表q)  推進段階における県民からの意見聴取・情報提供等(※複数回答あり)  (単位：計画数) 

情 報 提 供 

 
委員会

等参加 

意見交

換会等 
パブリ

ックコ

メント 
報道機関 

資料提供 
県政 

だより 

市町 

広報紙 

関係団体 

機関紙 
ホーム 

ページ 

   パンフ 

レット等 
その他 

計画書完成時 － － － 36 15 5 6 68 37 19 

 割合 － － － 45.6% 19.0% 6.3% 7.6% 86.1% 46.8% 24.1% 

推 進 時 13 20 5 17 7 5 6   51 21 15 

 割合 16.5% 25.3% 6.3% 21.5% 8.9% 6.3% 7.6% 64.6% 26.6% 19.0% 
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(参考)「各種基本計画等」の一覧表 

 

担当 

部局 
担 当 室 

計画

番号 
計 画 名 

1 三重県国土利用計画(第四次) 
土地・資源室 

2 三重県新エネルギービジョン 

市町行財政室 3 三重県権限移譲推進方針 

4 
宮川流域ルネッサンスビジョン・基本計画＊ 

宮川流域ルネッサンス事業 第3次実施計画 

5 三重県離島振興計画 地域づくり支援室 

6 
三重県過疎地域自立促進方針 

三重県過疎地域自立促進計画＊ 

情報政策室 7 三重県ＩＴ利活用の基本方針 

政

策

部 

「美し国おこし・三重」推進室 8 

「美し国おこし・三重」基本構想 

「美し国おこし・三重」基本計画 

「美し国おこし・三重」三重県基本計画＊ 

経営総務室 9 みえ経営改善プラン(改定計画) 

10 次世代育成のための行動計画(三重県・特定事業主行動計画) 
人材政策室 

11 三重県庁ISO14001 

総

務

部 

管財室 12 第2次県有財産利活用計画 

13 三重県消防救急無線デジタル広域化整備計画 
消防・保安室 

14 三重県消防広域化推進計画 

防災対策室 15 三重県広域防災拠点施設基本構想 

16 第2次三重地震対策アクションプログラム 

17 三重県地震対策緊急整備事業計画 

防
災
危
機
管
理
部 

地震対策室 

18 第3次地震防災緊急事業五箇年計画 

19 第2次三重県生涯学習振興基本計画 
文化振興室 

20 史跡斎宮跡東部整備基本計画書 

21 三重県交通安全計画 
交通安全・消費生活室 

22 三重県消費者施策基本指針 

人権・同和室 23 
三重県人権施策基本方針 

人権が尊重される三重をつくる行動プラン＊ 

生
活
・
文
化
部 

男女共同参画・NPO室 24 三重県男女共同参画基本計画(改訂版) 

健康福祉総務室 25 三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画 

26 みえメディカルバレー構想 第2期実施計画 
薬務食品室 

27 三重県動物愛護管理推進計画 

28 三重の健康づくり総合計画 ヘルシーピープルみえ・21 

29 三重県がん対策戦略プラン 改訂版 健康づくり室 

30 三重県自殺対策行動計画 

31 地域医療再生計画 
医療政策室 

32 三重県保健医療計画(第4次改訂) 

長寿社会室 33 みえ高齢者元気・かがやきプラン(改訂版) 

障害福祉室 34 
みえ障がい者福祉プラン・第2期計画(三重県障害者プラン第五次計画、

三重県障害福祉計画第二期計画) 

こども未来室 35 三重県次世代育成支援行動計画 

36 三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画 

37 三重県ひとり親家庭等自立促進計画 こども家庭室 

38 健やか親子いきいきプランみえ 

健

康

福

祉

部 

健康福祉総務室、医療政策室、

県立病院改革プロジェクト、 

病院事業庁県立病院経営室 

39 三重県立病院改革プラン 
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担当

部局 
担 当 室 

計画

番号 
計 画 名 

環境森林総務室 40 
三重県環境基本計画＊ 

三重県環境基本計画推進計画(アクションプラン) 

41 三重県地球温暖化対策推進計画（改定） 
地球温暖化対策室 

42 三重県庁地球温暖化対策率先実行計画 

43 生活排水処理アクションプログラム 

44 第6次総量削減計画 

45 三重県水道整備基本構想 
水質改善室 

46 四日市地域公害防止計画 

ごみゼロ推進室 47 ごみゼロ社会実現プラン 

48 三重県廃棄物処理計画 
廃棄物対策室 

49 三重県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画 

森林・林業経営室 50 三重の森林づくり基本計画 

51 第10次鳥獣保護事業計画 

環

境

森

林

部 

自然環境室 
52 特定鳥獣保護管理計画(ニホンジカ)第2期 

53 三重県の農山漁村におけるパートナーシップ指標 
農業経営室 

54 三重県農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針 

マーケティング室 55 三重県食育推進計画 

56 
三重県食の安全･安心確保基本方針 

三重県食の安全･安心確保行動計画＊ 

57 三重県卸売市場整備計画(第8次) 
農産物安全室 

58 みえの安全・安心農業生産推進方針 

59 三重県果樹農業振興計画 

60 三重県酪農・肉用牛生産近代化計画 

61 家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画 
農畜産室 

62 第八次三重県家畜及び鶏の改良増殖計画 

農地調整室 63 三重県農業振興地域整備基本方針 

水産資源室 64 栽培漁業基本計画 

科学技術・地域資源室 65 三重県科学技術振興ビジョン 

農

水

商

工

部 

観光・交流室 66 三重県観光振興プラン 

道路整備室、高速道・道路企画

室、都市政策室 
67 新道路整備戦略 

河川・砂防室 68 三重県河川整備戦略 

港湾・海岸室 69 三重県海岸整備アクションプログラム 

住宅室 70 三重県住生活基本計画 

県

土

整

備

部 

建築開発室 71 三重県耐震改修促進計画 

企
業
庁 

企業総務室 72 
三重県企業庁長期経営ビジョン 

三重県企業庁中期経営計画＊ 

教育総務室 73 三重県教育振興ビジョン 第一次・第二次・第三次・第四次 

教育改革室 74 県立高等学校再編活性化 第三次実施計画 

人材政策室 75 三重県教育委員会特定事業主行動計画「子育て支援アクションプラン」 

特別支援教育室 76 県立特別支援学校整備 第一次実施計画 

人権・同和教育室 77 三重県人権教育基本方針 

社会教育・文化財保護室 78 第二次 三重県子ども読書活動推進計画 

教

育

委

員

会 

スポーツ振興室 79 第6次三重県スポーツ振興計画 
 

※ゴシック体で記述した計画が監査対象、その他は書面による補足調査を実施 

※なお、計画番号4、6、8、23、40、56、72の計画については、整理の都合により補足調査を、＊の付して

いる方で実施した。 
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監査委員公表第 3 号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 7 項の規定に基づき、平成 22 年 11 月 18 日から平成 23 年 2

月 24 日までに実施しました財政的援助団体等監査について、平成 23 年 2 月 25 日に県議会議長、知事、関係各種

委員会等に提出した監査結果を同条第 9 項の規定により、次のとおり公表します。 

  平成 23 年 3 月 4 日 

三重県監査委員  植  田  十 志 夫   

三重県監査委員  中  森  博  文   

三重県監査委員  北  川  裕  之   

三重県監査委員  田  中  正  孝   
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第１  監査の概要 
 
  １  監査の種類 
      地方自治法第199 条第7 項の規定に基づく財政的援助団体等監査 
 
 ２ 監査の対象範囲等 
  (1) 監査対象の種類及び監査範囲 
     財政的援助団体等における出納、その他の事務の執行状況を基本とし、出資（出
捐）団体においては、経営状況等も併せて監査した。 

  (2) 監査対象期間 
        平成21 年4 月1 日から平成22 年3 月31 日まで 
  (3) 監査実施団体及び実施期間 
        財政的援助団体等監査は、監査対象団体選定基準に基づき、33団体（内訳別表）
を選定のうえ、平成22 年11 月18 日から平成23 年2 月24 日まで監査を実施し
た。 

種  別 財政的援助等の内容 
監査実施 
団 体 数 

出資（出捐）団体 
県が団体の基本財産、資本金等の 1/4
以上を出資又は出捐しているもの。 

13 

公の施設管理団体 
県が公の施設の管理を委託しているもの。
（指定管理者） 

7 

補助金等交付団体 
県が補助金、交付金等を交付、及び貸付を
行っているもの。 

13 

計 33 

（注）監査実施団体数は実団体数で、出資団体が公の施設管理団体及び補助金等交付団

体と重複する場合、実団体数は、出資団体として整理している。 
 
３ 監査の実施方法 
監査実施33 団体のうち、実地監査10 団体、書面監査23 団体を次の方法により
実施した。 
  (1) 実地監査は、監査委員が監査対象団体に出向き、監査委員事務局職員の予備監
査の結果を踏まえ、団体から提出された監査資料等に基づき、関係者から説明を
聴取するなどの方法により実施した。 

  (2) 書面監査は、監査委員事務局職員の予備監査の結果を踏まえ、監査委員がその
内容を確認するなどの方法により実施した。 
 

４ 監査の着眼点 
    監査は、次の着眼点により実施した。 
  (1) 出資（出捐）団体 
  ・出資の目的に沿って事業が運営されているか。 
  ・会計事務及び財産の管理は、適正に行われているか。 
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  ・事業成績、財政状況等は、適正に決算諸表に表示されているか。 
  ・団体に対する所管部局の指導監督は、適切に行われているか。 
  (2)  公の施設管理団体 
・施設の管理は、契約の目的に沿って適正に行われているか。 
・料金収入や費用支出等の会計事務は、適正に行われているか。 
  ・基本協定書の成果目標は、達成されているか。 
  ・団体に対する所管部局の指導監督は、適切に行われているか。 
(3) 補助金等交付団体 
・補助等の目的に沿って事業が実施されているか。 
・補助事業等の執行にかかる会計事務は、適正に行われているか。 
・補助金等は、対象事業以外に流用されていないか。 
・補助金等の額は、適正に算定されているか。 
・補助金等により取得した財産は、適正に管理されているか。 
・団体に対する所管部局の指導監督は、適切に行われているか。 
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５ 別  表［監査実施団体一覧］ 
 
出資（出捐）団体 

No 団   体   名 所在地 所管部局 監査実施年月日 
監査実

施方法 

1 伊勢鉄道(株) 鈴鹿市 政策部 平成23年1月24日 実地 

2 (財)三重県文化振興事業団 津市 生活・文化部 平成23年1月27日 実地 

3 (財)三重県救急医療情報センター 津市 健康福祉部 平成23年1月27日 実地 

4 (財)三重県生活衛生営業指導センター 津市 健康福祉部 平成23年2月24日 書面 

5 公立大学法人三重県立看護大学 津市 健康福祉部 平成23年1月27日 実地 

6 (財)三重県環境保全事業団 津市 環境森林部 平成23年2月24日 書面 

7 (財)三重県農林水産支援センター 松阪市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

8 (株)三重県四日市畜産公社 四日市市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

9 (社)三重県畜産協会 津市 農水商工部 平成23年1月27日 実地 

10 (財)三重県水産振興事業団 津市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

11 三重県住宅供給公社 津市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

12 三重県道路公社 津市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

13 (財)暴力追放三重県民センター 津市 警察本部 平成23年1月25日 実地 

 

公の施設管理団体（出資団体との重複2団体） 

No 団   体   名 所在地 所管部局 監査実施年月日 
監査実

施方法 

1 みえNPOセンター・ワーカーズコープ 津市 生活・文化部 平成23年1月24日 実地 

2 東海美松園グループ 鈴鹿市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

3 大島造園土木(株) 亀山市 県土整備部 平成23年1月25日 実地 

4 (財)三重県下水道公社 松阪市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

5 三重県北勢地区管理事業共同体 鈴鹿市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

6 伊賀南部不動産事業協同組合 名張市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

7 三重県ライフル射撃協会 津市 教育委員会 平成23年2月24日 書面 

【8】 【(財)三重県文化振興事業団】 津市 生活・文化部 平成23年1月27日 実地 

【9】 【三重県住宅供給公社】 津市 県土整備部 平成23年2月24日 書面 

【  】は出資団体との重複団体 
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補助金等交付団体（出資団体との重複 6団体） 

No 団   体   名 所在地 所管部局 監査実施年月日 
監査実

施方法 

1 伊賀鉄道(株) 伊賀市 政策部 平成23年2月24日 書面 

2 (学)福徳学園 桑名市 生活・文化部 平成23年2月24日 書面 

3 (学)山田学園 津市 生活・文化部 平成23年2月24日 書面 

4 日本赤十字社三重県支部 山田赤十字病院 伊勢市 健康福祉部 平成23年2月24日 書面 

5 (社)伊勢地区医師会 伊勢市 健康福祉部 平成23年1月28日 実地 

6 (医)凰林会 津市 健康福祉部 平成23年2月24日 書面 

7 (医社)川越伊藤医院 川越町 健康福祉部 平成23年2月24日 書面 

8 (社福)ジェイエイみえ会 鈴鹿市 健康福祉部 平成23年2月24日 書面 

9 佐藤林業 いなべ市 環境森林部 平成23年2月24日 書面 

10 三重外湾漁業協同組合 伊勢市 農水商工部 平成23年1月28日 実地 

11 鈴鹿農業協同組合 鈴鹿市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

12 上野商工会議所 伊賀市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

13 ＮＴＮ(株） 桑名市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

【14】 【伊勢鉄道(株)】 鈴鹿市 政策部 平成23年1月24日 実地 

【15】 【(財)三重県生活衛生営業指導センター】 津市 健康福祉部 平成23年2月24日 書面 

【16】 【公立大学法人三重県立看護大学】 津市 健康福祉部 平成23年1月27日 実地 

【17】 【(財)三重県環境保全事業団】 津市 環境森林部 平成23年2月24日 書面 

【18】 【(財)三重県農林水産支援センター】 松阪市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

【19】 【(財)三重県水産振興事業団】 津市 農水商工部 平成23年2月24日 書面 

【  】は出資団体との重複団体 
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第２ 監査の結果及び意見 
 
１ 監査の結果 
 監査の結果、下記のとおり改善を要する事項のほかは、概ね適正に執行され 
ているものと認められた。 
 改善を要する事項については、所管部局において団体に対する指導を行うな
ど、適切な措置を講じられたい。 
 
○改善を要する事項 
 
項  目 

事業の執
行に関す
ること 

会計事務
等に関す
ること 

補助対象
経費に関
すること 

その他 計 

団体に対す
る意見 

15 件 31 件 4 件 9 件 59 件 

所管部局に 
対する意見 

8 件 16 件 3 件 7 件 34 件 

※意見の詳細については、団体別意見のとおり。 
 
２ 監査の意見 
(1) 共通意見 
以下のとおり改善を要する事項が複数の団体で見受けられたので、所管部
局にあっては該当団体はもとより、今回監査の対象とならなかった団体に対
しても指導・助言に努められたい。 
 
【事業の執行に関すること】 
○ 出資（出捐）団体において、事業損益の赤字が継続するなど、厳しい経営
状況が続いている団体があったので、経営の健全化に向けた取組を強化され
たい。 
（三重県農林水産支援センター、三重県四日市畜産公社） 
○ 出資（出捐）団体において、平成 21年度に前の中期経営計画が終了した後、
平成 22 年度からの次期中期経営計画が策定されていない団体があったので、
計画を早期に策定されたい。 
（三重県文化振興事業団、三重県環境保全事業団） 
 
【会計事務等に関すること】 
○ 事業にかかる過年度の収入未済が発生している団体があったので、未済額
の減少と発生防止に努められたい。 
（三重県農林水産支援センター、三重県住宅供給公社） 
○ 夏季賞与について、12 月から 5 月までの労務対価相当分をすべて平成 22
年度の費用として計上しているが、12 月から 3 月分については、社会保険料
相当額を含め、21 年度の費用として計上すべきである。 
（三重県救急医療情報センター、三重県四日市畜産公社、三重県水産振興事 
業団） 
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【補助対象経費に関すること】 
○ 補助金の実績報告書において補助対象経費の額を誤って報告している団
体があったので、チェックを厳密に行い、正確な報告に努められたい。 
（三重県生活衛生営業指導センター、三重県水産振興事業団、川越伊藤医院、
上野商工会議所） 

 
(2) 団体別意見 
   団体別の意見については、次ページ以下のとおりである。 
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出資（出捐）団体 

 
【伊勢鉄道株式会社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：144,000,000 円（県出資比率：40.0％） 

三重県地域交通体系整備費補助金：18,886,665 円 
補助金 経営の円滑化を図るため、車両その他設備器具の更新、充実等に要す

る経費を補助する。               （補助率  1/3） 
 
［監査結果及び意見］ 
会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

未払金 ○3 月分の時間外手当について、未払計上していなかった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
会社の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、
今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：政策部 交通政策室） 
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【財団法人三重県文化振興事業団】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：2,000,000,000 円（県出資比率：100.0％） 

施設名：三重県総合文化センター  公の施設
管  理 平成 21 年度指定管理料：772,767,000 円 

 
［監査結果及び意見］ 
(1) 事業運営に係る中期の経営計画に関しては、公益財団法人への移行を目指し
て、現在準備を進めていることもあり、平成 22 年度以降の計画については未策
定であるが、公益財団法人移行後も適切な法人運営が可能となるよう、移行後
の課題等を踏まえた中長期の経営計画を早期に策定されたい。 
 
(2) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

つり銭の管理 
○つり銭の残高が、帳簿間において一致していなかった。 
○つり銭用として管理している現金を、現金払いする際に使用
していたが、区分して管理すべきである。 

賞与引当金 
○賞与引当金を計上するに当たり、社会保険料の法人負担額を
計上していなかった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、
今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：生活・文化部 文化振興室） 
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【財団法人三重県救急医療情報センター】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：5,000,000 円（県出資比率：47.5％） 

 
［監査結果及び意見］ 
(1) 救急医療情報システム等について、県民の認知度が低い状況にあるため、今
後も様々な機会を通じ、広く周知を図られたい。 
 
(2) 平成 21 年度末現在で、救急医療情報システムへの参加医療機関は 524 機関あ
るが、平日夜間、休日に対応可能な医療機関の診療科目数が年々減少してきて
いる状況にある。 
このため、引き続き県と連携し、医療機関を訪問するなどにより協力を求め、
救急医療情報システムへの参加や対応可能な診療科目の増加に努められたい。 
 

(3)  会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

 項  目 内        容 

賞与引当金 

○夏季賞与について、12月から 5月までの労務対価相当分をす
べて平成 22 年度の費用として計上しているが、12 月から 3
月分については、社会保険料相当額を含め、21年度の費用と
して計上すべきである。 

旅費 
○業務補助職員の自家用車による出張について、旅費規程によ
ることなく、定額を支給していた。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1) 救急医療情報システムへの平日夜間、休日に対応可能な医療機関の診療科目
数が年々減少してきている状況にあるため、センターと連携し、救急医療情報
システムへの参加や対応可能な診療科目の増加に努められたい。 

（所管室名：健康福祉部 医療政策室） 
 
(2) 法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたの
で、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：健康福祉部 医療政策室） 
 
(3) 三重県広域災害・救急医療情報システム運営事業にかかる委託契約書におい
て、受託者が「個人情報の取扱いに関する特記事項」を守るべき旨について記
載されていないので、個人情報を適切に取り扱うようこれを記載し、受託者に
遵守させられたい。 

（所管室名：健康福祉部 医療政策室） 
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【財団法人三重県生活衛生営業指導センター】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：2,000,000 円（県出資比率：40.0％） 

生活衛生営業指導センター補助金：20,081,000 円   
補助金 三重県生活衛生営業指導センターの円滑な運営のため、センターの運 

営に要する経費を補助する。           （補助率 1/2） 
 
［監査結果及び意見］ 
(1) 一般会計の当期損益において損失を計上しており、次期繰越額についても平
成16年度の139万円余をピークに下降傾向にある。また、特別会計においても、
次期繰越額が約 154 万円となるなど、経営状況が悪化している。 
このため、収益の増などに係る方策を検討し、経営の安定化を図られたい。 

   
(2) 危機管理に関するマニュアルが作成されていないので、発生が予測される危
機を想定し、マニュアルの整備に取り組まれたい。 
 
(3)  会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

補助対象経費 

○生活衛生営業指導センター補助金の実績報告において、一
部補助対象経費の計上誤りがあった。（当該経費を改めて補
助金額を再計算しても既交付額を下回らないため、補助金
の返還は生じない。） 

報償費 
○講師謝金や顧問料、指導員料などの報償費の支出において、
支出単価の根拠となる規定が作成されていなかった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1)  法人の安定経営のため、経営の改善策について、センターと連携して検討さ
れたい。          

（所管室名：健康福祉部 薬務食品室） 
 

(2) 法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたの
で、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

       （所管室名：健康福祉部 薬務食品室） 
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【公立大学法人三重県立看護大学】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：3,770,320,000 円（県出資比率：100.0％） 

公立大学法人三重県立看護大学運営費交付金：758,959,000 円 
交付金 公立大学法人三重県立看護大学の確実な運営を図るため、当該法人の

運営に要する経費を交付する。          （補助率 定額） 
 
［監査結果及び意見］ 
会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

閉架図書の整理 

○附属図書館の閉架書庫に保管されている図書については、使
用頻度の少ないものなど、除籍処理の対象となるものが含ま
れている可能性があるが、平成 21 年 3 月以降除籍が行われて
いないため、除籍の要否を検討すべきである。 

 
 

【財団法人三重県環境保全事業団】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：48,290,000 円（県出資比率：31.0％） 

廃棄物処理センター一般廃棄物処理事業費補助金：500,000,000 円 

補助金 廃棄物処理センターにおける市町一般廃棄物処理事業にかかる処理費
用と処理料金との差から生じた累積赤字解消のため補助する。 

（補助率 定額） 

廃棄物処理センター施設整備資金貸付金：107,926,000 円 
貸付金 

新小山最終処分場建設地の用地賃借料に対し貸し付ける。 

 
［監査結果及び意見］ 
次期中期経営計画（平成 22～24 年度）については、溶融処理事業の今後の方向
性が未確定であったため、21 年度中に策定することができなかったが、23 年度を
目途に民間のリサイクル施設における処理に転換するという抜本的な見直しがな
され、また、民間でのリサイクル処理の委託先等についても合意されたことから、
これらの状況を踏まえて、次期中期経営計画を早期に策定されたい。 
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【財団法人三重県農林水産支援センター】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：2,281,000,000 円（県出資比率：83.5％） 

農地保有合理化促進事業費補助金：44,690,000 円 
補助金 担い手の経営基盤の強化を図るため、土地購入資金の助成、農業用機 

械リース等の事業費を補助する。   （補助率 25/100～100/100） 

就農支援資金貸付金：186,406,324 円 
貸付金 三重県農林水産支援センターが認定就農者に貸し付ける就農研修資金

及び就農準備資金に対し貸し付ける。 
 
［監査結果及び意見］ 
(1) 中期計画(平成17～21年度)に基づき経営の根本的な改善に向けた取組を行っ
た結果、概ね目標は達成し経営状況は改善しているものの、依然として損益収
支は赤字体質から脱却できていない状況にある。 
このため、新たに策定した第 2期中期計画(平成 22～26 年度)を踏まえ、早期
に黒字決算に転換し健全な運営が行えるよう、今後も引き続き経営改善に取り
組まれたい。 

 
(2) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

貸倒引当金 
○就農資金貸付特別会計における就農支援資金貸倒引当金に
ついて、貸付金の回収可能性を個別に検討した見積額とな
っていなかった。 

財務諸表 

○正味財産増減計算書において、過年度にかかる退職給与引
当不足相当額及び用地評価損が、経常増減の部に計上され
ているが、経常外増減の部に計上すべきである。 
○林業基金特別会計の貸借対照表上に、誤って投資有価証券
43 千円が計上されていた。 

未収金 
○就農支援資金貸付金の収入未済が 3,696 千円あるので、未 
済額の減少と今後の発生防止に努める必要がある。 

理事の変更登記 
○理事の変更登記が、寄附行為に定める期限内に行われてい
なかった。 

事業報告書 ○事業報告書の県への提出が、期限内に行われていなかった。
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［所管部局に対する意見］ 
(1) 法人は中期計画の結果を踏まえ、新たに策定した第 2 期中期計画に基づき経
営改善を進めているが、経営状況は依然として厳しい状況にある。 
早期に黒字決算に転換し健全な運営が行えるよう、センターに対し今後も引
き続き指導、助言等を行われたい。 

（所管室名：農水商工部 農業経営室） 
 
(2) 法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたの
で、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：農水商工部 農業経営室） 
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【株式会社三重県四日市畜産公社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：25,000,000 円（県出資比率：25.0％） 

 
［監査結果及び意見］ 
(1) 平成 21 年度の経営状況は、当期純損失 48,651 千円（対前年度比 166.9％）
であり、三期連続の赤字を計上し、累積欠損金も 95,839 千円となるなど厳しい
状況にある。特に、牛・豚カット部門や内臓処理部門が不採算となっており、
純損失の大きな要因となっている。 
このため、頭数の確保や経費削減など経営改善に取り組んでおり、22 年度決
算においては黒字に転換する予定であるが、今後も、引き続き収支の改善を図
り、経営の健全化に努められたい。 
 
(2) 中期経営改善計画（平成 20～22 年度）を策定し、経営改善に取り組んでいる
ところであるが、22 年度で計画期間が終了することから、現計画を検証し、豚・
牛カット部門、内臓処理部門の収支改善など、経営上の課題等を整理し次期計
画に反映されたい。 

 
(3) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

賞与引当金 

○夏季賞与について、12月から 5月までの労務対価相当分を
すべて平成 22 年度の費用として計上しているが、12 月か
ら 3月分については、社会保険料相当額を含め、21年度の
費用として計上すべきである。 

退職給与引当金 ○退職給与引当金の計上額が不足していた。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1) 公社では、平成 20 年 1 月に中期経営改善計画（平成 20～22 年度）を策定し、
経営改善に取り組んでいるところであるが、21 年度の経営状況は、三期連続の
赤字を計上し、累積欠損金も増加するなど依然厳しい状況にある。 
22 年度決算では、黒字に転換する予定であるが、四日市市など他の出資者と
ともに、今後も、経営の健全化が図られるよう助言等を行われたい。 
また、次期中期経営計画策定に向けての助言も併せて行われたい。 

（所管室名：農水商工部農畜産室） 
 
(2) 平成 21 年度実施の監査結果（賞与引当金の計上等）に対する講じた措置につ
いて、その措置内容を確認したところ事実と異なっていたので、措置内容につい
て正確に把握し報告されたい。     （所管室名：農水商工部  農畜産室） 
 
(3) 公社の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたの
で、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：農水商工部  農畜産室）
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【社団法人三重県畜産協会】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：78,300,000 円（県出資比率：47.1％） 

 
［監査結果及び意見］ 
(1)  公益法人改革への対応について、対応方針を検討している現状であるので、
早急に方針の決定を行うとともに移行申請準備を進められたい。 
 
(2)  第 2 次中期計画（平成 20～22 年度）を策定し、事業・経営のあり方が示され
ているが、目標に設定した内容の一部についてのみ数値の見直しや実績の評価
を行っているため、全ての数値目標を検証したうえで次期計画に反映されたい。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1)  公益法人改革について、その対応方針が未だ決定されていない状況であるの
で、早期に実現されるよう団体を支援されたい。 

（所管室名：農水商工部 農畜産室） 
 
(2) 団体においては中期計画を策定し、事業・経営のあり方が示されているが、 
未実施、検討中のものがあるので早期に検証し、次期中期計画に反映されるよ
う指導されたい。 

（所管室名：農水商工部 農畜産室） 
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【財団法人三重県水産振興事業団】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：1,490,000,000 円（県出資比率：51.5％） 

種苗生産推進事業費補助金：14,155,000 円 
補助金 種苗生産を推進するため、三重県尾鷲栽培漁業センターの運営に要す 

る経費を補助する。                          （補助率 定額） 
 
［監査結果及び意見］ 
会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

賞与引当金 

○夏季賞与について、12月から 5月までの労務対価相当分をす
べて平成 22 年度の費用として計上しているが、12 月から 3
月分については、社会保険料相当額を含め、21年度の費用と
して計上すべきである。 

財務諸表 
○貸借対照表に記載されている漁業振興基金における未収金
と、栽培漁業推進基金における仮受金は内部取引であるため、
法人全体の財務諸表においては、相殺消去すべきである。 

事務管理体制 
○経理事務において処理誤りが見受けられるため、複数人によ
るチェック体制を確立すべきである。 

補助等対象経費 

○補助事業、受託事業に要した経費として算入している経費に
おいて、ともに福利厚生費の中で職員に対する慶弔費用を誤
って計上していた。（当該補助等対象外経費を除いて補助金等
を再計算しても既交付額を下回らないため、返還は生じな
い。） 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1) 補助対象経費の中に補助対象外経費が含まれている事例が見受けられたので、
補助対象経費の積算について周知徹底するとともに、補助金のチェックを厳密
に行われたい。 

（所管室名：農水商工部 水産資源室） 
 
 (2) 法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたの
で、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：農水商工部 水産資源室） 
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【三重県住宅供給公社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：5,000,000 円（県出資比率：100.0％） 

施設名：三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅（南勢・東紀州ブ
ロック） 公の施設 

管  理 
平成 21 年度指定管理料：116,494,262 円 

 
［監査結果及び意見］ 
(1) 現在、公社は分譲事業や県営住宅の指定管理業務を終了し、利益剰余金を処
分しながら事業の整理を行っているところであり、今後解散への手続きを進め
ていく方針となっている。 
このため、残された課題である汚水処理場の早期移管に向けて、引き続き努
力されたい。 

 
(2) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

建物の取得価格 
○建物の取得価格について、契約額に基づいて計上すべきと
ころ、設計額で計上していた。 

貸倒引当金 
○回収の可能性に疑義が生じている未収金については、回収
不能見込額を貸倒引当金として計上すべきである。 

未収金 
○公社管理の汚水処理場の管理業務収入について、平成 21 年
度末現在の収入未済額が 5,599 千円あるので、未済額の減
少と今後の発生防止に努める必要がある。 

契約手続 
○消防設備点検業務委託契約において、予定価格が設定され
ておらず、また、入札すべき契約について見積合わせによ
り業者選定を行っていた。 

 
［所管部局に対する意見］ 
公社の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、
今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 
                   （所管室名：県土整備部 住宅室） 
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【三重県道路公社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：1,750,000,000 円（県出資比率：100.0％） 

 
［監査結果及び意見］ 
会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

財務諸表 

○退職手当引当金にかかる三重県住宅供給公社及び三重県土地
開発公社の負担分について、業務外収益として計上している
が、業務損益にかかる取引であるため、業務費用である退職手
当引当損を減額して計上すべきである。 

 
［所管部局に対する意見］ 
公社の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、
今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：県土整備部 高速道・道路企画室） 
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【財団法人暴力追放三重県民センター】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

出資金 県出資額：738,100,000 円（県出資比率：69.8％） 

 
［監査結果及び意見］ 
(1) 犯罪被害者の救済活動に関し、被害者に対する訴訟費用及び被害回復費用の
貸付けや、見舞金の支給事業が行われているものの、貸付条件や支給条件等が
ホームページなどで十分には広報されていないので、これらの情報について広
く周知されたい。 
また、ホームページのアクセス件数が把握されていないなど、広報の効果に
ついて十分な確認・検証をしていないため、これらに取り組むことにより、一
層広報活動を充実されたい。 

 
(2) 会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けら
れたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

旅費 
○概算旅費において精算の記録がないものがあった。 
○旅行命令簿が作成されていないものがあった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、
今後、適切な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：警察本部 刑事部組織犯罪対策課） 
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公の施設管理団体 

 
【みえＮＰＯセンター・ワーカーズコープ】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：みえ県民交流センター 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：28,410,000 円 

 
［監査結果及び意見］ 
会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

パソコンの利用
申請書 

○利用料金徴収の証拠書類となる、一般利用者からのパソコン
利用申請書が一部保存されていなかった。 

指定管理料の 
請求 

○指定管理料の県への請求が、年度協定書に定められた時期よ
り遅延していた。 

 
［所管部局に対する意見］ 
指定管理者の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：生活・文化部 男女共同参画・ＮＰＯ室） 
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【東海美松園グループ】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：県営都市公園鈴鹿青少年の森 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：41,007,000 円 

 
［監査結果及び意見］ 
会計事務等について、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 
項  目 内        容 

再委託の承認 
○廃棄物処理や電気設備の点検業務において再委託が行われて
いるが、県の承認を受けていなかった。 

勘定元帳 ○勘定元帳の支出科目の記載に一部誤りがあった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
指定管理者の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられた
ので、今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：県土整備部 都市政策室） 
 
 
【大島造園土木株式会社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：県営都市公園亀山サンシャインパーク 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：21,002,000 円 

 
［監査結果及び意見］ 
三重県及び亀山市の情報提供スペースとして、サンシャインパーク利用者への広
報活動を行っているオアシス館内の情報コーナーについては、十分に利用されてい
るとはいえない状況にあるため、県、関係機関と協力のうえ、多くの人に訪れても
らえるよう、より積極的な活用に取り組まれたい。 
 
［所管部局に対する意見］ 
三重県及び亀山市の情報提供スペースとしてサンシャインパーク利用者への広
報活動を行っているオアシス館内の情報コーナーについては、十分に利用されてい
るとはいえない状況にあるため、指定管理者、関係機関と協力のうえ、多くの人に
訪れてもらえるよう、より積極的な活用に取り組まれたい。 

（所管室名：県土整備部 都市政策室） 
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【財団法人三重県下水道公社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：三重県流域下水道施設 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：2,303,115,853 円 

 
［監査結果及び意見］ 
概ね適正に処理されていた。 
 

［所管部局に対する意見］ 
雲出川左岸浄化センターでは、平成21年 10月の台風時の流入水量の増加により、
処理能力を超える流入水について簡易処理を行わざるを得なかったため、ＳＳ（浮
遊物質量）の放流水質の最大値が法定排水基準の範囲内ではあるが、放流目標水質
を超える結果となった。また、過度の雨天時浸入水の発生は、揚水機能の停止、マ
ンホールからの溢水等が懸念される。 
雨天時浸入水対策については、対策プロジェクトを設置しているが、今後とも津
市、指定管理者と連携して、積極的に雨天時浸入水対策に取り組まれたい。 

（所管室名：県土整備部 下水道室）  
 
 
【三重県北勢地区管理事業共同体】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：三重県営住宅(北勢ブロック) 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：202,252,999 円 

 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
 
 
【伊賀南部不動産事業協同組合】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：三重県営住宅及び特定公共賃貸住宅（中勢・伊賀ブロック） 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：246,656,954 円 

 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
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【三重県ライフル射撃協会】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

施設名：三重県営ライフル射撃場 公の施設 
管  理 平成 21 年度指定管理料：500,000 円 

 
［監査結果及び意見］ 
(1) ライフル銃の鉛弾が原因による土壌汚染が確認されたため、現在射撃場を休
場している。 

       今後、県による鉛弾の回収、汚染土壌の入れ替え等の対策を講じた後、再開 
を行う予定であるが、再開後も鉛弾の回収や県と連携した継続的な水質調査の 
実施などを行い、汚染の再発防止に努められたい。 
 
(2) 利用者への業務案内として、平成 19 年度からホームページを開設しているが、
利用料金等が更新されておらず、内容が不正確となっているので、適宜、更新
を行うことにより、利用者に対し正確な情報提供に努められたい。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1) ライフル銃の鉛弾が原因による土壌汚染が確認されたことから、汚染土壌の
浄化対策工事を実施しているところであるが、工事施工後においても、団体と
連携して継続的な水質調査を実施するなど、再発防止に努められたい。  

（所管室名：教育委員会事務局 スポーツ振興室） 
 
(2) 平成 21 年度に購入し、当協会に貸付けを行った県有管理物品（10ｍ電動標的
交換機）について、物品標示票が貼付されていないので、適切に処理を行われ
たい。 

（所管室名：教育委員会事務局 予算経理室） 
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補助金等交付団体 

 
【伊賀鉄道株式会社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

鉄道軌道輸送高度化事業費補助金：27,666,666 円 
補助金 鉄道事業者による輸送の継続及び保安度の向上のため、車両の更新に

要する経費を補助する。           （補助率 1/6 以内） 
 
［監査結果及び意見］ 
補助金の確定額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事項 
が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

契約事務 
○補助対象となる電車車両購入の契約書において、契約期間の定
めがなく、車両工事の具体的な仕様が添付されていないなど、
契約書の内容が不十分であった。 

補助金事務 
○補助金交付申請にあたっての県との協議文書の整理が不十分、
実績報告書の内部決裁を受けていないなど、内部統制の面で不
十分なところがあった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
会社の補助金事務について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、 
今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：政策部 交通政策室） 
 
 
【学校法人福徳学園（補助対象：コスモス幼稚園）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

私立幼稚園振興補助金：26,050,000 円 
補助金 私立幼稚園における教育の振興を図るため、教育にかかる経常的経費 

を補助する。                   （補助率 定額）
 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
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【学校法人山田学園（補助対象：清泉幼稚園）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

私立幼稚園振興補助金：26,181,000 円 

私立幼稚園における教育の振興を図るため、教育にかかる経常的経費 
を補助する。                  （補助率 定額） 
私立高等学校等教育改革推進特別補助金（預かり保育等推進事業） 

：810,000 円 
補助金 

私立幼稚園における保護者及び幼稚園設置者の経済的負担の軽減を 
図るため、預かり保育の実施に要する人件費を補助する。 

（補助率 定額）
 
［監査結果及び意見］ 
  補助金の確定額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事項 
が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

経理事務 
○会計伝票に起票者及び経理責任者の押印がなく、法人の経理規
程に定める決裁処理が行われていなかった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
法人の会計事務について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、今 
後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：生活・文化部 生活・文化総務室） 
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【日本赤十字社三重県支部（補助対象：山田赤十字病院）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

医療施設近代化施設整備事業補助金:31,292,000 円 

病院における患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛生環境等改 
善のための施設整備に要する経費を補助する。     （補助率 1/3） 

がん診療連携拠点病院機能強化事業補助金:13,300,000 円 

がん診療連携拠点病院における医師等に対する研修、がん患者やその 
家族等に対する相談支援、がんに関する各種情報の収集・提供等の事 
業に要する経費を補助する。           （補助率 10/10） 

病院内保育所運営事業補助金:3,336,000 円 

病院に従事する職員のための病院内保育施設の運営に必要な保育士等 
の人件費を補助する。              （補助率 1/2） 

救命救急センター運営事業補助金:116,196,000 円 

重篤患者の医療を確保するための救命救急センターの運営に要する経 
費を補助する。                                   （補助率 2/3） 

第二種感染症指定医療機関運営事業費補助金:5,872,000 円 

二類感染症等の拡大を事前に防止するため、第二種感染症指定医療機
関の運営に要する経費を補助する。              （補助率 10/10） 

保健衛生施設等設備整備費補助金:3,331,170 円 

新型インフルエンザ患者の入院医療を提供する医療機関で必要な医療 
機材をあらかじめ整備するための経費を補助する。  （補助率 10/10） 

バディホスピタルシステム実施事業補助金:5,625,000 円 

補助金 

県内の医師不足等の改善を図るため、派遣元病院から派遣先病院へ医 
師等を派遣するため人件費を補助する。            （補助率 3/4） 

 
［監査結果及び意見］ 
   補助金の確定額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事
項が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

契約事務 

○がん診療連携拠点病院機能強化事業補助金・病院内保育所運営
事業補助金・救命救急センター運営事業補助金の補助対象とな
る委託業務の契約事務において、予定価格が設定されていなか
った。 

依頼旅費 

○がん診療連携拠点病院機能強化事業補助金の補助対象となる
研修講師の依頼旅費について、職員の例により支出する旨内規
を定めているが、内規に規定のない定額で支出している事例が
あった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
法人の会計事務等について、事務処理上改善を要する事項が見受けられたので、
今後、適正な処理を行うよう指導されたい。 

（所管室名：健康福祉部 健康づくり室、医療政策室）
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【社団法人伊勢地区医師会（補助対象：伊勢地区医師会准看護学校）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

看護師等養成所施設整備費補助金：129,846,000 円 

看護師等養成所の整備促進のため、准看護学校の施設整備に要する経 
費を補助する。                 （補助率 3/4） 

看護師等養成所教育拡充設備費補助金：5,000,000 円 

准看護学校の教育環境を充実させるため、教育設備等の整備に要する 
経費を補助する。                （補助率 1/2） 

看護師等養成所運営費補助金：9,337,000 円 

准看護学校の円滑な運営のため、学校運営に要する経費を補助する。  
                                               (補助率 定額）

公衆衛生普及推進事業補助金：683,000 円 

補助金 

郡市医師会が実施する公衆衛生の啓発指導、医療の普及指導等を推進 
するため、健康教育活動、救急医療活動、地域医療活動に要する経費 
の一部を補助する。                    （補助率 定額） 

 
［監査結果及び意見］ 
補助金の確定額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事 
項が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

外部講師謝金 
○看護師等養成所運営費補助金の補助対象となる外部講師謝金
の支出において、支出単価の根拠となる規定が作成されていな
かった。 

 
 
【医療法人凰林会（補助対象：介護老人保健施設伊賀さくら苑）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

老人保健福祉施設整備費補助金：25,000,000 円 

老人保健福祉施設の整備促進のため、施設整備に要する経費を補助す 
る。                      （補助率 定額） 

施設開設準備経費助成等特別対策事業補助金：20,392,000 円 
補助金 

老人保健福祉施設の円滑な開設のため、老人保健福祉施設の開設準備 
に要する経費を補助する。            （補助率 定額） 

 
［監査結果及び意見］ 
概ね適正に処理されていた。 
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【医療法人（社団）川越伊藤医院（補助対象：ケアハウス幸寿苑、川越伊藤医院）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

軽費老人ホーム運営費補助金：25,170,000 円 

軽費老人ホームの円滑な運営のため、運営に要する経費を補助する。     
                        （補助率 定額） 

病院内保育所運営費補助金：2,301,000 円 
補助金 

病院に従事する職員のための病院内保育施設の運営に必要な保育士等 
の人件費を補助する。              （補助率 2/3） 

 
［監査結果及び意見］  
  補助金額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事項が見受 
けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

補助対象経費 

○軽費老人ホーム運営費補助金の補助対象事務費として計上し
ている経費の中に、補助金交付要領に規定する費用に該当しな
いものが含まれていた。（当該補助対象外経費を除いて補助金
額を再計算しても既交付額を下回らないため、補助金の返還は
生じない。） 

実績報告書 
○病院内保育所運営費補助金の実績報告書に添付されている別
紙様式に、児童数及び給与費金額の記載誤りがあった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1) 軽費老人ホーム運営費補助金の補助対象事務費として計上している経費の中
に、補助金交付要領に規定する費用に該当しないものが含まれていたので、当
該法人への補助金の補助対象経費の積算について精査するとともに、今後、補
助金の申請、実績報告時のチェックを厳密に行われたい。 
また、同補助金については、補助金額の確定が行われていないので、速やか 
に確定されたい。 

（所管室名：健康福祉部 長寿社会室） 
 
(2) 病院内保育所運営費補助金の実績報告書に添付されている別紙様式に金額、 
人数の記載誤りがあったので、報告書のチェックを厳密に行うよう法人を指導 
されたい。 

（所管室名：健康福祉部 医療政策室） 
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【社会福祉法人ジェイエイみえ会（補助対象施設：生活訓練施設さんさん、福祉ホー 
ムＢ型鈴鹿の里）】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

精神障害者社会復帰施設運営事業補助金：58,115,000 円 

精神障がい者の地域社会における社会適応訓練の場を確保し、社会復
帰の促進を図るため、精神障害者社会復帰施設の運営に要する経費を
補助する。                   （補助率 定額） 

精神障害者生活訓練施設等移行促進事業補助金：962,000 円 
補助金 

障害者自立支援法における新体系サービスへの移行促進を図るため、 
新体系サービスへの移行準備に要した費用を補助する。  

（補助率 定額） 
 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
 

［所管部局に対する意見］ 
精神障害者社会復帰施設運営費補助金の交付要領において、経費の配分を変更す
る場合には知事の承認を受けなければならないと定められているが、承認を受ける
変更の範囲が定められていないので、明確に規定されたい。 

（所管室名：健康福祉部 障害福祉室） 
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【佐藤林業】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

間伐対策事業費補助金（条件不利森林公的整備緊急特別対策事業） 
：20,750,000 円 

立地条件が不利なことなどから、森林所有者による整備が進まない森
林におけるモデル的な森林整備に対し補助する。   （補助率 定額） 
間伐対策事業費補助金（未整備森林緊急公的整備導入モデル事業） 

：4,750,000 円 
森林所有者による整備が進まない森林において、森林組合等が実施す 
る森林整備手法の構築に向けたモデル的な取組に対し補助する。  

（補助率 定額） 

国補造林補助事業補助金（流域育成林整備事業）：900,795 円 

森林資源の質的充実、水資源の確保、国土の保全及び地域林業の振興
を図るため、森林組合等が実施する間伐や枝打ち等の造林事業費を補
助する。                         （補助率 4/10） 

県単造林補助事業補助金（一般造林事業）：41,588 円 

補助金 

森林資源の質的充実、水資源の確保、国土の保全及び地域林業の振興
を図るため、森林組合等が実施する間伐や枝打ち等の造林事業費を補
助する。                          （補助率 4/10） 

 
［監査結果及び意見］ 
  補助金の確定額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事項 
が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

事業状況報告 
○間伐対策事業費補助金（条件不利森林公的整備緊急特別対策事
業）において、補助金交付要領に定められた県への状況報告書
が、提出されていなかった。 

実績報告書 
○国補造林補助事業補助金において、補助金交付要領に基づき、
完了検査の結果、実績の一部を変更する必要があったが、変更
した実績報告書が提出されていなかった。 

 
［所管部局に対する意見］ 
(1)  補助金事務において、県への状況報告及び実績の変更報告がされていないもの
があったので、報告書の提出状況を把握し、未報告のないよう補助事業者を指導
されたい。  

（所管室名：環境森林部 森林保全室） 
 

(2)  造林補助事業において、県から補助事業者に対し送付された交付決定指令書に、
補助金指令内訳書が添付されていなかったので、今後、適正に処理されたい。  

（所管室名：環境森林部 森林保全室） 
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【三重外湾漁業協同組合】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

経営合理化施設整備事業費補助金：97,500,000 円 

補助金 合併漁協の財務及び事業管理を効率的に行なうためのシステムを整備 
するため、ソフト開発及び機器整備に要する経費を補助する。  
                      （補助率 1/2 以内） 

 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
 
 
【鈴鹿農業協同組合】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

農業経営近代化資金利子補給金：18,876,915 円 

補助金 農業者に対し長期かつ低利の資金融資を行い、農業者の資本整備を図 
るため、農業経営近代化資金を貸し付ける融資機関に対し、利子補給 
金を交付する。                    （補助率 定額） 

就農施設等資金貸付金：24,000,000 円 
貸付金 農業協同組合が認定就農者へ貸し付ける就農施設等資金に対して貸し 

付ける。 
 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
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【上野商工会議所】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

小規模事業支援費補助金：34,480,984 円 

補助金 
小規模事業者の経営・技術の改善、発達のための事業の充実を図り、 
小規模事業者の振興と安定を支援するため、商工会議所が経営指導員 
及び補助員等を設置し、経営改善普及事業を行うための経費を補助す 
る。                      （補助率 定額） 

 
［監査結果及び意見］ 
  補助金の確定額に影響はなかったが、下記のとおり事務処理上改善を要する事項 
が見受けられたので、留意のうえ、今後、適正な事務処理に努められたい。 

項  目 内        容 

補助対象経費 
○補助対象経費として算入している旅費の中に、補助対象外であ
る高速道路使用料が含まれていた。（当該補助金を再計算して
も、既交付額を下回らないため、補助金の返還は生じない。） 

 
［所管部局に対する意見］ 
補助金の補助対象事務費として計上している経費の中に、補助金交付要領に規定
する費用に該当しないものが含まれていたので、補助対象経費の積算について周知
徹底するとともに、補助金の実績報告時のチェックを厳密に行われたい。 

（所管室名：農水商工部 金融経営室） 
 
 
【ＮＴＮ 株式会社】 

財 政 的 援 助 等 の 内 容 

研究開発施設等立地促進補助金：100,000,000 円 

補助金 県内の公的用地等に新規に研究開発施設又は試験認証機関を設置する 
企業に対し、建物、機械設備等に要する経費を補助する。 
                        （補助率 1/10） 

 
［監査結果及び意見］ 
  概ね適正に処理されていた。 
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